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（１）計画の基本的な考え方 

東京都の高齢者人口は平成 37年（2025年）には約 324万人（高齢化率 23.0％）に達

し、その後も増加することが見込まれています。一方、生産年齢人口（15歳から 64歳

まで）は平成 37年以降減少していくことが予測されています。 

また、今後は後期高齢者（75歳以上）が大幅に増加し、平成 32年（2020年）には約

168万人と前期高齢者（65歳から 74歳まで）の約 153万人を上回り、平成 37年には約

189万人に達すると見込まれています。後期高齢者の総人口に占める割合は平成 37年

には 13.4％にまで上昇すると予測されています。 

増大する医療・介護ニーズへの対応は日本全国で喫緊の課題となっていますが、特に

東京都では、後期高齢者の絶対数が急激に増加することから、団塊の世代が 75歳以上

となる平成 37年を見据え、たとえ介護が必要になっても、可能な限り住み慣れた地域

での生活を継続できるよう、適切な医療・介護・予防・生活支援・住まいを地域の中で

一体的に提供する「地域包括ケアシステム」の構築を進めていかなければなりません。 

このような状況を踏まえ、平成 30年 3月には、平成 30年度から平成 32年度までを

計画期間とし、中長期的には「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37年を見据えた

第 7期「東京都高齢者保健福祉計画」を策定しました。また、都政の基本方針として平

成 30年 1月に策定した「「３つのシティ」の実現に向けた政策の強化（平成 30年度）

～2020年に向けた実行プラン～」では、誰もがいきいきと生活できる、活躍できる都

市・東京を実現するため、「高齢者が安心して暮らせる社会」「医療が充実し健康に暮ら

せるまち」の実現などを政策の柱に掲げています。 

東京都においては、今後の要介護高齢者の増加を見据え、多様なニーズに対応する施

設等の確保、在宅生活を支える各種サービスの充実、地域包括支援センター等の機能強

化などに取り組むことにより、区市町村における地域包括ケアシステムの構築を支援し

ます。 

一方で、医療介護総合確保法は、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するととも

に、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的

な確保を推進するため、医療法を始めとする関係法律について所要の整備を行うものと

され、この中で医療計画の一部として「地域医療構想」が位置づけられました。 

地域医療構想は、平成 37年（2025年）に向け、病床の機能分化と連携を進めるため

に、医療機能ごとに将来の医療需要推計に基づき、あるべき医療体制を示すものです。 

 将来の医療需要に対する医療提供体制を確保するための東京の実情に応じた医療機

関の機能分化・連携のための施策の推進と併せて、区市町村における、地域の医療関係

団体等と協力した医療と介護の連携強化等の取組を支援することで、区市町村の主体的

な在宅療養環境の整備を推進し、都内全域で地域の実情に応じた在宅療養支援体制の充
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実を図ります。 

 

 医療介護総合確保法に規定する都道府県計画である「東京都計画」は、医療法第 30

条の 4 第 1 項に基づく「東京都保健医療計画」及び老人福祉法第 20 条の 9 に基づく老

人福祉計画・介護保険法第 118条に基づく介護保険事業支援計画を合わせた「東京都高

齢者保健福祉計画」との整合性を確保しつつ、「地域における医療及び介護を総合的に

確保するための基本的な方針」において掲げられた「効率的で質の高い医療提供体制の

構築と地域包括ケアの構築」、「質の高い医療・介護人材の確保と多職種連携の推進」等

の視点を踏まえて、東京都における取組を一層推進するために策定するものです。 

 なお、平成 30 年度地域医療介護総合確保基金は、以下のⅠ～Ⅴの事業に充当するこ

とができることとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この範囲において、東京都の将来を見据えた課題の解決に資する事業を医療・介護関

係団体等との協議を重ねて立案し、平成 30年度の東京都計画に盛り込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 
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（２）東京都医療介護総合確保区域の設定について 

 国は「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」において、

「医療介護総合確保区域」（医療介護総合確保法第４条第２項第１号に規定する医療介

護総合確保区域をいう。）は「地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件並びに

医療機関の施設及び設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件から見て医療及

び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域」であるとし、二次医療圏を念頭にこれを

定めるとしています。 

 都では保健医療計画推進協議会の下に地域医療構想策定部会を設置し、「東京都地域

医療構想」を策定しました。この中で地域医療構想を定める単位となる「構想区域」を

「病床整備区域」と称して、現行の「区中央部保健医療圏、区南部保健医療圏、区西南

部保健医療圏、区西部保健医療圏、区西北部保健医療圏、区東北部保健医療圏、区東部

保健医療圏、西多摩保健医療圏、南多摩保健医療圏、北多摩西部保健医療圏、北多摩南

部保健医療圏、北多摩北部保健医療圏、島しょ保健医療圏」の 13区域としました。 

 この構想区域については、第七次東京都保健医療計画（平成 30 年度～平成 35 年度）

においても同様に定めています。 

 

 地域医療介護総合確保基金は、国の社会保障改革国民会議や社会保障審議会の議論の

中で、団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年を見据えて、病院・病床機能の分化・

連携や在宅医療・介護の推進、地域包括ケアシステムの構築に向けた医療と介護の連携

など、医療・介護サービスの提供体制の一体的な改革の実現のために、創設が検討され

たものです。 

 この趣旨を踏まえ、東京都全体としての取組を充実し、各構想区域における医療提供

体制改革を着実に推進していきます。 

 なお、本計画の計画期間は平成 30年度から平成 31年度とします。 
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（３）計画の目標の設定等 

 

１．目標 

  東京都においては、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、 

安心して生活できるよう以下の目標を設定します。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

平成 37 年（2025 年）の病床数の必要量は、以下のとおりですが、推計値で

あり、将来人口の推移等、様々な要因により影響を受けることに留意する必要

があります。 

東京都は、病床の整備について、住民に身近な基礎的自治体である区市町村

の意見や、各医療機関から報告された病床機能報告の結果などを参考にしなが

ら、法令等に準拠して基準病床数を定め、地域に必要な医療の確保を行ってい

きます。 

【定量的な目標値】 

 ・地域医療構想に記載した平成 37年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

  高度急性期 15,888床 

  急性期   42,275床 

  回復期   34,628床 

  慢性期   20,973床 

 ・平成 29年度病床機能報告に基づく申告件数（参考※） 

  高度急性期 24,318床 

  急性期   45,454床 

  回復期   10,106床 

  慢性期   23,526床 

  ※ 地域医療構想の必要病床数は、医療需用（患者数）の推計値を元に算出し 

ており、病床機能報告は、各病院の病棟ごとの自己申告に基づくため、あ 

くまで参考値として掲載しています。 

 ・院内助産所・助産師外来設置医療機関 院内助産 8施設・助産師外来 56施設 

（平成 30年度開設調査）→増加 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実に取り組みます。 

  【定量的な目標値】 

   ・退院支援（調整）加算１のレセプト件数 8,888回（平成 29年度病床機能報告） 

→増加 
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・退院支援（調整）加算２のレセプト件数 4,874回（平成 29年度病床機能報告）

→増加 

・訪問診療を実施する一般診療所数（在宅療養支援診療所を除く） 

775所（平成 26年）→1,028所（平成 32年） 

   ・医療社会従事者非配置医療機関数 144 病院（平成 30 年医療機関名簿）→0 病

院（平成 32年度末） 

   ・在宅療養支援歯科診療所数 842所（平成 30年 9月医療政策課調べ）→増加 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

住み慣れた地域で安心して暮らしつづけることができるよう、多様なニーズ

に応じた介護サービス基盤の整備を促進します。 

【平成 37年までの施設整備目標数】 

   ・第 7期東京都高齢者保健福祉計画に掲げる施設整備目標 

    特別養護老人ホーム     62,000床 

    介護老人保健施設      30,000床 

    認知症高齢者グループホーム 20,000床 

【定量的な目標値】（各事業の詳細については、別添個票を参照） 

   ・地域密着型サービス施設等の整備  

地域密着型特別養護老人ホーム      64床 

介護老人保健施設（定員 29人以下）  1施設 

都市型軽費老人ホーム         120床 

定期巡回随時対応型訪問介護看護   13施設 

小規模多機能型居宅介護事業所     21施設 

認知症対応型通所介護         2施設 

認知症高齢者グループホーム      17施設 

看護小規模多機能型居宅介護       8施設 

介護予防拠点             3施設 

地域包括支援センター         2施設 

施設内保育施設            2施設 

   ・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対しての支援 

特別養護老人ホーム          523床 

地域密着型特別養護老人ホーム      53床 

介護老人保健施設            63床 

都市型軽費老人ホーム         189床 

定期巡回随時対応型訪問介護看護   13施設 

小規模多機能型居宅介護事業所     141床 
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認知症高齢者グループホーム      436床 

看護小規模多機能型居宅介護       75床 

施設内保育施設            1施設 

   ・介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対しての支援 

特別養護老人ホーム          9施設 

都市型軽費老人ホーム         1施設 

小規模多機能型居宅介護事業所    4施設 

認知症高齢者グループホーム      5施設 

施設内保育施設            1施設 

定期巡回随時対応型訪問介護事業所   1施設 

・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対しての支援 

既存の特養多床室のプラシバシー保護のための改修支援   31床 

介護療養型医療施設等の転換整備支援                   31床 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成に取り組みます。 

    【定量的な目標値】 

   ・歯科衛生士 12,945名（平成 28年度業務従事者届）→増加 

        歯科技工士 3,013名（平成 28年度業務従事者届）→増加 

・退院患者の平均在院日数（悪性新生物）20.2日（平成 26年度患者調査）（東京

都集計結果報告）→減少 

・救急医療機関における休日・夜間帯の応需率 74.1%（平成 29年平均） →向      

 上 

   ・欠員のある公立医療機関の減少（平成 30年 4月 1日現在 3施設→減少） 

    欠員数の減少（平成 30年 4月 1日現在 6.3人→減少） 

   ・看護職等業務従事者届出件数 8,931件（平成 28年度看護師等業務従事者届 

〈60歳以上〉）→増加（平成 35年度末）（人数については需給推計に合わせて 

設定） 

   ・訪問看護ステーションの従事者数 常勤換算 4,477人（平成 28年度看護師 

    等業務従事者届）→増加(平成 35年度末)（人数については需給推計に合わせ 

て設定） 

   ・新生児専門医数 130人（平成 30年 2月現在）→213人（平成 32年度末） 

   ・小児救急搬送症例のうち受入困難事例の件数 1,230件(平成 28年)→ 減少（平

成 35年度末） 

   ・救急告示医療機関（平成 30年 4月 1日現在）319施設→維持 

・分娩 1,000 件当たりの分別取扱医療機関勤務産婦人科医師数（平成 28 年都平
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均 15人）→増加 

・新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）329床（平成 30年 4月 1日現在）→維持 

・小児救命救急センター数 2施設（平成 30年 4月現在）→維持 

・1日あたり小児救命救急センター医師数 50人(平成 29年度末時点) →維持 

・へき地町村が必要とする医師充足率 100％（平成 30年 4月 1日）→100％ 

（H35年度末) 

・人口 10万人あたり医師数 小児科 17.4 産科・産婦人科 11.6 救急科 3.6（各

平成 26年）→増加(平成 35年度末）  

   ・医師数（医療施設の従事者）41,445名（平成 28年度医師・歯科医師・薬剤師 

調査）→増加(平成 35年度末)（人数については需給推計に合わせて設定） 

 ・看護職員数 125,774人（Ｈ28業務従事者届<実数>）→増加(平成 35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定）    

・看護外来相談実施施設数 131施設（平成 30年度開設調査）→増加 

   ・東京都指定二次救急医療機関（小児科）53施設（平成 30年 4月 1日現在） 

→維持 

    

⑤ 介護従事者の確保に関する目標（各事業の詳細については、別添個票を参照） 

都内で必要とされる介護人材を安定的に確保・定着・育成します。 

【定量的な目標値】 

・中学・高校生や教諭等を対象に「福祉の仕事」についてのセミナー等を開催 

学校訪問セミナー 年 30回実施、累計 800名以上 

生徒向け職場体験 160名程度 

進路担当者向けセミナー 年 2回実施、各回 50名以上 

 ・福祉人材センターの事業周知 

 ・福祉の仕事に関するイメージアップイベントを開催 介護業界に対するイメー

ジの改善 

 ・退職前の従業員に対する研修実施の企業 100か所 

 ・介護老人保健施設に対する理解促進のためのパンフレット 20,000部 

  介護老人保健施設活用促進のための研修会 年 3回実施、累計 600人 

・介護業務を経験したことのない者への職場体験の案内 1,600名が職場体験 

 ・学生等に対して、無料の介護職員初任者研修を開講 800名 

・介護業務への就労を希望する無資格者等を対象として、介護施設等で実際に介

護業務に従事しながらの介護職員初任者研修等の資格取得を支援 1,000名 

・人材定着・離職防止に向けた相談支援 1,500件 

 ・福祉の仕事就職フォーラムを開催 年 2回実施、累計 1,000名以上 

 ・都内の福祉施設がネットワークを組み、合同採用試験等を実施 合同採用試験
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年 2回実施、計 200名以上 

 ・身近な地域で、短時間勤務を希望する求職者等のための地域面接会を開催 年

25回実施 

 ・ハローワーク等における求職者の就職支援、事業者の求人開拓 出張相談 12

か所以上 

  採用活動支援研修会 5回以上開催、各回 50名以上 

 ・各事業所における職場内研修の支援 登録講師派遣 416回 

 ・介護職員等によるたんの吸引等のための研修の実施 

  1、2号研修 480名、3号研修 2,460名 

 ・介護支援専門員研修の実施 各種研修受講者 10,951名 

 ・高齢者の自立支援と要介護状態等の重度化防止等に関する研修 453人 

・看取りに関する実践的研修 都内 24区市町村 

 ・アセッサー講習受講者支援 880名 

 ・ユニットケアに関する研修 

  管理者研修 21名 

  リーダー研修 101名 

 ・感染症対策に関する研修 500施設 

・外国人技能実習生の日本語能力教育及び介護技能教育等の支援 75施設 

・介護事業者等が、介護職員に資質向上を図るための研修を受講させる場合の代 

替職員の派遣 100 名 

   ・民間就職支援アドバイザーによる潜在的有資格者の円滑な就労の支援 就職者

数 800 名 

・認知症疾患医療センターにおける各種研修を実施 

  かかりつけ医認知症対応力向上研修 720名 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 960名 

   ・認知症支援推進センターにおける各種研修を実施 

    認知症サポート医フォローアップ研修 1,000名 

    認知症疾患医療センター職員研修 120名 

    認知症地域対応力向上研修 280名 

    認知症多職種協働研修講師養成研修 130名 

島しょ地域への訪問研修 3町村で実施 

 ・認知症介護研修事業の実施 各種研修受講者 4,103名 

 ・認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地域支援推進員研修の実施 

  認知症初期集中支援チーム員研修 360名 

認知症地域支援推進員研修 200名 

 ・歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修の実施 
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  歯科医師認知症対応力向上研修 600名 

薬剤師認知症対応力向上研修 1,000名 

看護職員認知症対応力向上研修 850名 

 ・認知症地域づくり支援研修 150人 

・生活支援コーディネーター養成に向けた研修の実施 780名（3か年） 

 ・介護事業者に対する研修 

  新規事業者に対する研修 年 12回 

  更新対象事業者に対する研修 年 2回 

 ・次世代介護機器の導入支援 15か所 

 ・介護施設等が運営する保育施設への助成 16か所 

 ・都内区市町村が実施する介護人材対策への支援 62区市町村 

 

 

２．計画期間 

平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで 

（一部、平成 32年 3月 31日まで） 

 

（４）過年度計画の達成状況 

  

別紙「事後評価」のとおり 
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２．計画の目標及びその実現のため実施する事業 

目 標  

 

東京都の実情を踏まえて策定した地域医療構想の達成 

課 題 

○ 今後ますます高齢化が進み、医療ニーズの増加が見込まれる中で、限られた医療

資源を有効に活用し、急性期から慢性期に至るまで患者が状態に見合った病床でふ

さわしい医療を受けることができるよう、医療機関の機能分化の推進が求められて

います。 

 

○ 平成 27 年 3 月に国が策定した「地域医療構想策定ガイドライン」においては、地

域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携に当たっては、地域医療構想に

おいて定めた構想区域における病床機能区分（高度急性期、急性期、回復期及び慢

性期）ごとの必要病床数に基づき、医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協

議により進められることを前提として、これらを実効性のあるものとするために地

域医療介護総確保基金の活用等により、必要な施策を進めていく必要があるとして

います。 

 

○ 都は「東京都地域医療構想」の実現に向け、構想区域ごとに「地域医療構想調整

会議」を設置し、医療機関の自主的な取組と医療機関相互の協議によって地域に不

足する医療機能の確保を進めており、その取組を推進するための連携の仕組みづく

りや施設・設備整備等に対する支援を行う必要があります。 

 

Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の 

施設又は設備の整備に関する事業              55.2 億円 
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（１）地域医療構想推進事業〔個票１〕 

（施設設備整備）  

病床機能の変更に主体的に取り組む医療機関に対し、回復期リハビリテーショ

ン病棟及び地域包括ケア病棟等の整備に要する費用の一部を支援することにより、

都における地域医療構想の実現と地域包括ケアの一層の推進を図ります。 

（転換促進、開設準備支援） 

   医療機関が回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟等への転換を

検討するにあたっての専門的な支援や、転換を行う医療機関の開設準備や人員体制

の確保に対する経費の一部を補助することで、都における地域医療構想の実現と地

域包括ケアの一層の推進を図ります。 

 （病床機能分化推進のための転院搬送支援） 

  急性期医療機関から回復期医療機関等へ患者を転院させる際、医療機関が所有す

る救急車及び患者等搬送事業者を使用した場合、その経費の一部を補助することで、

都における地域医療構想の実現を図ります。 

 

    

 

 

  

（２）東京都地域医療連携 ICT システム整備支援事業 〔個票２〕 

   医療機関が既に整備している電子カルテシステムやオーダリングシステムなど

を利用し、医療機関同士が円滑に情報共有を行うためのＩＣＴを活用した医療連携

ネットワーク構築を支援します。 

また、ＩＣＴを活用した情報共有ツール（汎用画像診断装置用プログラム）を導

入する医療機関に対し、導入に係る初度経費を補助します。 

    

 

 

 

 

（３）救急搬送患者受入体制強化事業 〔個票３〕 

 急性期医療機関の円滑な救急搬送患者受入体制を確保するため、救急外来に救急

救命士を配置する医療機関を支援します。 

 

 

 

 
個別 

目標 

転換促進委託１２病院、転換実行支援委託６病院、経営研修６００名  

地域医療構想において不足している医療機能の確保 

 
個別 

目標 

ICT を活用した医療連携ネットワーク構築済医療機関 19 施設 

  医療情報共有化を推進し、地域医療連携を強化 

 

 
個別 

目標 

休日・夜間帯に救急搬送患者受入支援員を配置 32 施設 

救急医療機関における救急依頼の不応需を改善 
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（４）病院勤務者勤務環境改善事業（院内助産所・助産師外来開設施設設備整備）〔個票４〕 

   病院勤務医師等の勤務環境を改善するため、院内助産所・助産師外来の開設に要

する施設設備整備経費を補助します。 

 

（５）がん診療施設施設設備整備費補助 〔個票５〕 

   高度ながん医療を提供する施設に対し、施設及び設備整備に要する費用の一部を

支援することにより、良質かつ適切ながん医療を提供する体制の確保・充実を図り

ます。 
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Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業            2.8 億円 

目 標  

 

地域の実情に合わせた地域包括ケアの推進 

課 題 

○ 平成 22 年から 37 年までの東京都の高齢者人口の増加数は高齢者人口 68.0 万

人、後期高齢者人口 76.2万人と、いずれも東京都が全国 1位と予測されています。 

 

○ 高齢者世帯や、独居高齢者の増加も見込まれており、医療を必要とする高齢者を

地域で支える体制の一層の充実が求められる一方、限りある医療資源で、その人ら

しい充実した人生を全うできるような「在宅療養生活」を実現させるためには、入

院医療、在宅医療、介護サービス、その他すべての関係者が地域包括ケアの視点に

立って協働することが不可欠です。 

 

○ 「在宅医療・介護の連携の推進」については、介護保険法の改正により、区市町 

村が主体であることが明確に位置付けられています。区市町村がこれまで以上に、

地域の医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、介護事業者など、医療

従事者・介護従事者等と一丸となって、地域住民の在宅療養生活をサポートしてい

くことが求められていると言えます。 

 

○ このため、東京都計画では、地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築

するに当たっての基盤づくりとして、ＩＣＴを活用したネットワーク構築、医療機

関における在宅療養支援体制の充実のための取組、区市町村における医療と介護の

連携推進のための取組等を盛り込んでいます。 

 

○ 今後、地域包括ケアの一層の充実を図っていくためには、都民に最も身近な行政

機関である区市町村が主体となり、地域の人口構成や医療・介護資源の状況などを

踏まえて、それぞれの地域の実情に応じた取組を地域の関係者等と協議しながら進

めていくことが必要です。 
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（１）在宅歯科医療推進事業〔個票６〕 

介護支援専門員や訪問看護師など在宅療養を支える多職種に対し、歯科に関する

知識の普及や歯科支援の重要性などの理解を促進します。 

１ 講習会の開催 

２ チェックシートの配布 等 

 

 

 

 

 

（２）入退院時連携強化事業〔個票７〕 

（入退院連携強化研修） 

入退院時における入院医療機関と地域の医療・介護関係者の連携・情報共有の一

層の強化を図るため、医療・介護関係者を対象とした実践的な研修を実施します。 

（入退院時連携支援） 

入退院支援に取り組む人材の配置に伴う人件費を補助し、医療機関における入退

院支援体制の充実を図るとともに、病院と地域の医療・介護関係者の連携を支援し

ます。 

 

 

 

 

 

（３）在宅医療参入促進事業〔個票８〕 

訪問診療等を行っていない医師に対し、在宅医の役割や取組、地域における連携

に関する講義のほか、24 時間診療体制の確保を実践している好事例・先駆的な事

例の発表、経験年数の長い在宅医と参入を考える在宅医とのディスカッション等を

行うセミナー等を開催します。 

 

 

 

 

 

（４）小児等在宅医療推進研修事業〔個票９〕 

   小児医療に関する在宅医及び多職種向けの研修を以下のとおり実施することで、

小児等在宅医療への参入促進を図ります。 

 
個別 

目標 

 

 

  入院患者の在宅療養生活への円滑な移行を促進 

研修受講者数 ３００名 

補助施設数  ９０病院 

 
個別 

目標 

 

 

  医師の在宅医療への参入を促進 

セミナー参加医師数 ８０名 

 
個別 

目標 

 

 

  在宅療養医療に取り組む歯科医療機関の確保 

介護支援専門員や訪問看護師などに対する講習会の実施 ４回 
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（基礎編研修） 

座学研修により、小児等在宅医療の現状や各種制度等の最新情報を学ぶ。 

（実践編研修） 

小児等への訪問診療を実施している診療所への同行研修により、現場での動きや

小児医療特有の機器の使用方法などを学ぶ。 

 

 

 

 

 

（５）在宅療養に係る多職種連携連絡会の運営〔個票１０〕 

   医療と介護に関係する団体による多職種連携連絡会を運営し、多職種相互の理解

促進や連携強化を図るとともに、在宅療養について都民の理解を促進します。 

 

 

 

 

 

（６）区市町村在宅療養推進事業 〔個票１１〕 

   在宅における医療と介護の連携を推進するに当たり、医療面における支援体制を

整備するために区市町村が実施する取組を支援します。 

 

    

 

 

 

（７）退院支援人材育成事業〔個票１２〕 

退院調整部門を設置していない病院で、退院支援・退院調整に従事している又は

従事する予定の職員（職種不問）を対象に、入院患者・家族の意向を踏まえた上、

円滑な退院支援が行えるよう、退院支援・退院調整に必要な知識及び技術に関する

研修を実施し、退院支援業務に従事する人材の確保・育成を行います。 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

 

 

  区市町村における医療と介護の連携の推進 

医療面における支援体制を整備する区市町村数  62 区市町村 

 
個別 

目標 

 

 

  生活支援を含めた在宅療養への転換を推進 

１回３０名程度、７日間の研修会を年２回実施 

 
個別 

目標 

 

 

  在宅医等の小児等在宅医療への参入を促進 

基礎編研修参加者数 30 名 

実践編研修参加者数 10 名 

 
個別 

目標 

 

 

   

  多職種相互の連携を強化、都民の在宅療養に関する理解促進 

多職種連携連絡会の開催 12 回 

都民向け普及啓発の実施 ４回 
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（８）在宅歯科診療設備整備事業〔個票１３〕 

   在宅歯科医療を実施している又は新たに在宅歯科医療を実施する医療機関が整

備する在宅歯科医療に必要な医療機器等の備品購入費を補助します。 

 

 

 

 

 

（９）精神保健福祉士配置促進事業〔個票１４〕 

医療保護入院者の早期退院に向けた、病院内外における調整や、退院支援計画、

退院支援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、医療と福祉の連携体制を整備

する役割が精神保健福祉士に期待されることから、医療保護入院者の早期退院を目

指す精神科医療機関における精神保健福祉士の確保を支援します。 

 

 

 

 

 

（１０）精神障害者早期退院支援〔個票１５〕 

   医療保護入院者へ地域援助事業者を紹介し本人や家族の相談支援を行うほか、

退院支援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、地域援助事業者との連携を

図り、地域における医療と福祉の連携体制を整備する精神科医療機関を支援しま

す。 

 

 

 

 

 

（１１）訪問看護ステーション代替職員（研修及び産休等）確保支援事業〔個票１６〕 

（研修派遣による代替職員の確保） 

現に雇用する訪問看護師の資質向上を図るため、当該現任訪問看護師を事業所等

が策定する研修計画に基づく研修等に参加させる場合に必要な代替職員等を確保

を支援します。 

（産休・育休・介休による代替職員の確保） 

事業所の規程に基づき、現に雇用する訪問看護師の産休・育休・介休の代替職員

を確保を支援します。 

 
個別 

目標 

 
個別 

目標 

 

 

退院支援や医療と福祉の連携体制の整備を促進 

新たに精神保健福祉士を配置する病院 54 病院以上 

 
個別 

目標 

 

 

  医療と福祉の関係者の連携を強化 

地域援助事業者が退院支援委員会に参加した回数 ２万回以上 

在宅歯科医療を行う医療機関の拡充 30 施設 

 安全で安心な質の高い在宅歯科医療の提供 
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（１２）訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業〔個票１７〕 

訪問看護ステーションの労働環境の改善を図るため、訪問看護ステーションが事

務職員を雇用し、看護職員の事務負担を軽減することで、看護職員が専門業務に注

力することができる環境を整備する場合に、新たな事務職員の雇用に係る経費を補

助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

 

 

  訪問看護師の定着及び訪問看護サービスの安定的な提供を促進 

代替勤務 7,909 時間分の代替職員雇用を支援 

 
個別 

目標 

事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数 57 か所 

 

   
看護職の負担軽減及び定着を促進  
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Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業               38.5 億円 

 課 題 

目 標 住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、多

様なニーズに応じた介護サービス基盤の整備を促進 

○ 東京では、今後更に高齢者数が増加し、医療や介護が必要な人や認知症の人が増

加すると予測されています。また、多くの人は介護等が必要になっても、可能な限

り住み慣れた地域で暮らすことを望んでいます。 

 

○ また、高齢者のニーズや状態の変化に応じて、必要なサービスが切れ目なく提供

されるよう、在宅サービスと施設などの介護サービス基盤をバランスよく整備を進

めていくことが必要です。 

 

○ 地域密着型サービスについては、事業所の整備に当たり、都内では整備に適した

土地の確保が困難であること、小規模な事業所であるため、スケールメリットが働

かず採算性が確保しにくいことなどから、整備が進みにくい状況にあり、地域密着

型サービスの種類に応じた様々な支援を行い、整備を促進する必要があります。 

 

○ また、特別養護老人ホームについては、開設後 30 年以上経過している施設が、平

成 29 年 10 月１日現在 96 か所あり、耐震性や居住性の観点から、改修・改築の対応

を視野に入れる必要があります。 

 

○ 特別養護老人ホームや介護老人保健施設の整備については、東京都の中でも地域

による施設の偏在が課題となっており、入所等を希望する高齢者が住み慣れた地域

で施設に入所等ができるよう、東京都全体の整備率の向上を図る必要があります。 
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（１）東京都介護施設等整備事業〔個票１８〕 

   地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進するため、以下の支援を

実施します。 

  ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

  ② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

  ③ 介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対する支援 

  ④ 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対する支援 

 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

    
個別 

目標 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、多様

なニーズに応じた介護サービス基盤の整備を促進 

（平成３０年度の整備等予定数は個票参照） 
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Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業                       8.4 億円 

 

 課 題 

○ 高齢者の増加に伴い、今後の医療需要はますます高まっていくことが予想されま

す。様々なニーズに対応していくために、医療従事者の確保も大きな課題の一つと

なっています。 

 

○ 医療介護総合確保法においても、2025 年を見据えた医療提供体制改革の実現に向

け、医療人材確保対策や勤務環境改善等に係る法整備が行われています。 

 

○ その人らしい充実した人生を全うできるような「在宅療養生活」を実現させるた

めには、在宅療養患者を支える人材の育成・確保が不可欠です。 

 

○ 訪問看護ステーションは、医療・介護において重要な役割を担っていることから、

訪問看護師の人材確保・育成・定着を図っていく必要があります。 

 

目 標  地域医療を担う医療従事者の確保・育成・定着 
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（１）周術期口腔ケア推進事業 〔個票１９〕 

   都内の多くの歯科医療機関でがん患者等に対応できるよう、歯科医師、歯科衛生

士向けの研修を実施し人材育成を行います。あわせて、都民への普及啓発を行うた

め、都民向け講演会の開催やリーフレットの配布などを行います。 

 

 

 

 

 

（２）新生児担当医育成支援事業 〔個票２０〕 

 臨床研修修了後の専門的な研修において、小児科を選択し、かつ NICU 等で新

生児医療を担当する医師に対し、研修医手当等を支給することにより、将来の新生

児医療を担う医師の育成を図ります。 

 

 

 

 

（３）地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師の機能強化事業〔個票２１〕 

高齢者・在宅療養患者の服薬管理に関する課題に的確に対応できる人材を育成す

るための研修のほか、24 時間対応や医薬品調達のための薬局間の具体的な連携方

法等に関する研修を実施します。 

また、地域における在宅医療への薬剤師参加の状況や個別事例等をまとめ、関係

機関等に周知するとともに、在宅患者やその患者家族を対象とした服薬管理講習会

を実施します。 

  さらに、関係団体連絡会において薬剤師と他職種との連携促進に関する課題の協

議や意見交換を行います。 

 

 

 

 

 

（４）島しょ看護職員定着促進事業 〔個票２２〕 

   島しょで働く看護職員が、島を離れずに研修を受ける機会を設けることで、看護

職員のモチベーションの向上やケアの質の向上を図ります。 

 また、島しょの看護職員が一時的に島を離れる際に、代替看護職員を派遣し、看

護職員がより勤務を継続しやすい環境を整備します。 

 
個別 

目標 

研修会の開催 ８回 

都民向け講演会の開催 １回  
 

周術期の患者が身近な地域で歯科受診できる基盤を整備 

 
個別 

目標 

支給対象研修医数 31 人 

より多くの早産児の受入につながる 

 
個別 

目標 

 在宅医療基礎研修参加人数 合計 580 人 

 地域薬局間連携促進研修実施地区 38 地区 

多職種連携促進・患者側理解促進に係る事業実施地区 合計 38 地区 

在宅訪問服薬管理指導実施件数を増加 
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（５）歯科医療技術者（歯科衛生士・歯科技工士）対策 〔個票２３〕 

   出産・育児等により一定期間離職し、再就職に不安を抱える歯科衛生士・歯科技

工士に対し、必要な技術・知識を付与し、復職を支援します。 

   また、歯科衛生士・歯科技工士を目指す学生に対し、専門職としての意識づけを

行うための学習機会を付与し、就業を促進します。 

 

 

 

 

 

（６）休日・全夜間診療事業（小児） 〔個票２４〕 

 小児科を標榜する医療機関の小児科医師等及び病床の確保等に対する支援を行

うことにより、休日及び夜間における入院治療を必要とする小児の救急患者の医療

体制の確保を図ります。 

 

（７）小児集中治療室医療従事者研修 〔個票２５〕 

   小児の集中治療に係る専門的な実地研修を行うことにより、小児集中治療室で従

事する小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を養成します。 

 

（８）産科医等確保支援事業〔個票２６〕 

   実際に分娩を取り行う病院、診療所及び助産所が減少している現状に鑑み、地域

でお産を支える産科医等に対して分娩手当等を支給することにより、処遇改善を通

じて産科医療機関及び産科医等の確保を図ります。 

 

（９）産科医育成支援事業〔個票２７〕 

臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し、研修医手

当等を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を図ります。 

 

（１０）救急医療機関勤務医師確保事業〔個票２８〕 

医療機関における休日及び夜間において救急医療に従事する医師に対し、救急勤

務医手当を支給し、過酷な勤務状況にある救急医等の処遇改善を図ります。 

 
個別 

目標 

就業促進・復職支援として、座学研修と実習研修を実施 

専門職としての意識づけ及び必要な技術・知識の習得を支援 

 
個別 

目標 

出張研修実施回数 8 回、代替看護職員派遣回数 延べ 14 回 

 島しょ看護職員の定着を促進 
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（１１）救急専門医養成事業 〔個票２９〕 

   救急医療機関等に勤務する医師に対し、救急医療に関する専門的な研修を行うこ

とにより、救急医療の向上を図ります。 

 

（１２）新生児医療担当医確保支援事業〔個票３０〕 

   医療機関におけるＮＩＣＵ（診療報酬の対象となるものに限る。）において、新 

生児医療に従事する医師に対して、新生児担当医手当等を支給することにより、過

酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇改善を図ります。 

 

（１３）地域医療支援ドクター事業 〔個票３１〕 

   医師の確保が困難な地域や診療科に従事する医師を確保し、医師不足が深刻な地

域の医療機関に当該医師を派遣することにより、地域の医療提供体制の確保を支援

します。 

 

（１４）病院勤務者勤務環境改善事業 〔個票３２〕 

 病院において勤務環境改善や女性医師等の再就業支援等を行うことにより、医師

や看護師の離職防止と定着を図ります。 

 

（１５）医療勤務環境改善支援センター事業〔個票３３〕 

 医療機関が自主的に行う医療従事者の勤務環境改善に資する取組を支援するた

め、医療機関からの相談に対し、情報提供や助言等必要な援助を実施する。医業経

営アドバイザーと医療労務管理アドバイザーを配置し、医療機関の多様なニーズに

対し、専門的な支援を行います。 

 

（１６）東京都地域医療支援センター事業 〔個票３４〕 

   東京都地域医療対策協議会が策定した方針に基づき、都内医療機関の実態調査、

医療機関における医師確保支援、へき地医療等に従事する医師のキャリア形成支援、

医師確保対策に関する情報発信など、都の特性を踏まえた医師確保対策を推進しま

す。 

 

（１７）院内助産所・助産師外来開設研修事業 〔個票３５〕 

   院内助産所・助産師外来の開設促進や、院内助産所等における医療機関管理者及

び助産師の質の向上を図るため、院内助産所を開設しようとする医療機関管理者や、

院内助産所等で助産や妊産婦の相談業務等に従事する医師や助産師に対する研修

を行います。 
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（１８）看護師等養成所運営費補助 〔個票３６〕 

   看護師等の学校又は養成所に対し、必要な経費を補助することにより教育内容の 

充実と都内の看護師等の充足を図ります。 

 

（１９）看護職員定着促進支援事業 〔個票３７〕 

 二次医療圏ごとに地域に密着した就業協力員を配置し、２００床未満の病院を巡

回訪問し、勤務環境改善や研修体制構築に向けた施設の取組に対する助言・指導等

を行います。 

 

（２０）新人看護職員研修体制整備事業 〔個票３８〕 

 病院等において、新人看護職員等が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修

を実施することにより、看護の質の向上及び早期離職防止を図ります。 

 

（２１）看護外来相談開設研修事業 〔個票３９〕 

 看護外来相談等、看護師の専門性を発揮するために強化すべき看護業務について、 

看護師等の研修の場を確保することにより、チーム医療のより一層の推進を図りま

す。 

 

（２２）看護職員実習指導者研修 〔個票４０〕 

   厚生労働省健康政策局通知（平成 6 年 10 月 31 日健政発第 783 号）「都道府県保

健師助産師看護師実習指導者講習会の開催について」に基づく実習指導者講習会を

実施します。 

 

（２３）看護職員地域確保支援事業 〔個票４１〕 

 地域における看護職員の確保を図るため、離職中の看護職が身近な地域の病院で

臨床実務研修を行うことにより、看護職の再就業の促進を図ります。 

 

（２４）看護師等教員養成研修 〔個票４２〕 

   看護教育に必要な知識、技術を習得するための研修を実施します。 

 

（２５）看護師等養成所施設設備整備費等補助〔個票４３〕 

看護師等養成所の施設整備事業等に要する経費を補助します。 

 

（２６）看護師宿舎施設整備費補助 〔個票４４〕 

   看護業務の改善に積極的に取り組み、院内研修等独自に離職防止対策を実施して
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いる病院に対し、看護師宿舎の新築、増改築及び改修に要する工事費を補助します。 

 

（２７）看護師勤務環境改善施設整備費補助〔個票４５〕 

 看護職員の勤務環境改善に伴う、ナースステーション・処置室・カンファレンス

ルームの施設整備に要する経費を補助します。 

 

（２８）病院内保育施設運営費補助 〔個票４６〕 

 病院及び診療所に勤務する職員のための保育室の運営費係る費用のうち、人件費

相当分を補助します。 

 

（２９）病院内保育所整備補助 〔個票４７〕 

  病院内保育所を新たに開設するために行う新築、増改築及び改修並びに既存の病

院内保育所の新築及び増改築に要する工事費及び工事請負費を補助します。 

 

（３０）子供の健康相談室（小児救急相談） 〔個票４８〕 

 保健師や助産師が専門的な立場から助言や相談を行う小児患者の保護者等向け

の電話相談体制を整備します。 
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Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業              27.1 億円 

 

目 標  都内で必要とされる介護人材の安定した確保・定着・育成 

 

課 題 

○ 都内における介護職員数は、平成 32 年度に約 19 万 5 千人、「団塊の世代」が後期 

高齢者となる平成 37 年度には約 22 万 7 千人必要であると見込まれ、平成 32 年度に

は約 1 万 2 千人、平成 37 年度には約 3 万 5 千人の介護職員の不足が見込まれている

ことから、介護人材の確保を進めていく必要があります。 

 

○ 人材確保に当たっては、学生、主婦、就業者等が参入しやすい支援策を講じること 

が必要です。そのほかに、介護の資格を持っていても介護施設等に就職しない、あ

るいは介護職場に就職したが現在は離職している、といったいわゆる「潜在的有資

格者」など、多様な人材を活用する参入促進策を充実させることが必要です。 

 

○ それとともに、介護職員が安心して将来の展望を持って働き続けられる仕組みづく 

りに早急に取り組んでいく必要があります。 

 

○ また、他業界から介護業界への転職者が多いため、職員の育成を充実させることが 

重要です。 

 

○ 介護サービスを行う事業者においては、職員の教育や研修等の時間が十分に取れな 

い状況がみられることから、事業者が職員を研修に派遣しやすい環境づくりを支援

し、介護職員のキャリアアップを促進することが必要です。 
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大項目：参入促進 

中項目：介護人材の「すそ野の拡大」 

小項目：地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

 

（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（次世代の介護人材確保 

事業）〔個票４９〕 

   介護現場の職員等が中学・高校を訪問し「福祉の仕事」の内容や魅力について語

るセミナーや、希望する生徒・児童を対象とした職場体験を実施します。また、高

校生の介護業界への就労を進めるため、高等学校の進路担当教諭を対象としたセミ

ナーを開催し、福祉・介護業界に関する情報などを提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）福祉人材センターの運営（事業運営費）（総合的広報）〔個票５０〕 

    求職者及び広く都民を対象に、様々な媒体を駆使して福祉人材センター及びそ

の事業を総合的・一体的に広報します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

・学校への訪問セミナーを年 30 回実施し、累計 800 名以上の受講を

目指す。 

・夏休み期間中に職場体験を実施し、160 名程度の参加を目指す。 

・進路指導教諭向けのセミナーを、年２回を実施し、各回 50 名以上

の参加を目指す。 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 

 
個別 

目標 

就職フォーラム等大規模なイベントの来場者の増加を図るとともに、

福祉人材センターの認知度を高める。 

  福祉・介護に関心を持つ層の拡充 
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（３）福祉の仕事イメージアップキャンペーン事業〔個票５１〕 

    福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、都においては福祉・介

護人材確保の困難が継続する中、広く都民に対し、「福祉の仕事の魅力、やりが

い」をアピールすることにより、福祉・介護人材の確保を図るとともに、福祉・

介護従事者の社会的評価の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護講師派遣事業（セカンドチャレンジＦＯＲシニア）〔個票５２〕 

   企業等が、主に退職前の従業員に対して、介護技術に関する研修等を実施する場

合に、介護福祉士養成施設の教員等を講師として派遣します。就職等を希望するシ

ニアに対しては、就職支援を行います。       

 

 

 

 

 

 

（５）老健ショートステイ機能活用促進事業〔個票５３〕 

  ・ショートステイ情報基盤構築を構築します。 

・地域の介護支援専門員や病院関係者等を対象とする老健理解促進のためのパンフ

レットを作成します。 

・地域の介護支援専門員や病院関係者等を対象とする老健活用促進のための研修会

を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

イメージアップキャンペーンに関連する普及啓発活動に接した者の、

介護職・介護業界に対するイメージの変化・改善率（アンケート等に

より計測） 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 

 
個別 

目標 

研修実施の企業数：１００か所。 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 

 
個別 

目標 

・パンフレット配布予定数 ２０，０００部 

・研修会受講予定者数 ２００人×３回＝６００人 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 
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大項目：資質の向上 

中項目：キャリアアップ研修の支援 

小項目：若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業 

 

（１）介護人材確保対策事業（職場体験）〔個票５４〕 

  介護業務の体験を希望する者に対して、介護体験相談員が個々の要望を踏まえ

た相談及び体験職場の案内を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：参入促進 

中項目：参入促進のための研修支援 

小項目：介護福祉士養成課程にかかる介護実習支援事業 

 

（１）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護福祉士養成課程に

かかる介護実習支援事業）〔個票５５〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費

補助金」を設立し、区市町村で実施される介護福祉士養成課程に係る介護実習支

援のための事業について補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

事業利用者数１，６００名（体験者一人当たり３日まで、 

延４，８００人日） 

介護人材の安定的な参入 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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大項目：参入促進 

中項目：参入促進のための研修支援 

小項目：介護未経験者に対する研修支援事業 

 

（１）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護未経験者に対する

研修支援事業）〔個票５６〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補

助金」を設立し、区市町村で実施される介護未経験者に対する研修について補助を

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：資質の向上 

中項目：キャリアアップ研修の支援 

小項目：介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業 

 

（１）介護人材確保対策事業（初任者研修資格取得支援）〔個票５７〕 

  学生等に対して、無料の介護職員初任者研修を開講します。（職場体験を事前

に行うことが条件） 

 

 

 

 

 

 

（２）介護人材確保対策事業（介護職員就業促進）〔個票５８〕 

  介護業務への就労を希望する者のうち、安定した生活を営む環境にない者を対

象として、介護施設等での雇用確保と資格取得支援を併せて行います。 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

事業利用者数８００名 

介護分野の人材確保と定着 

 
個別 

目標 

事業利用者数１，０００名 

介護分野の人材確保と定着 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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大項目：参入促進 

中項目：地域のマッチング機能強化 

小項目：多様な人材層(若者・女性・高齢者)に応じたマッチング機能強化事業 

 

（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（人材定着・離職防止に 

向けた相談支援）〔個票５９〕 

  福祉・介護従事者の悩みを横断的に受け付ける相談窓口（電話・面談）を設置

するとともに、メンタルヘルス講習会を開催し心身の不調を事前に予防します。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）福祉人材センターの運営（事業運営費）（福祉の仕事就職フォーラム）〔個

票６０〕 

  他産業と同等の活気ある大規模説明会を開催し、福祉系のみならず福祉系以外

の学生等多様な層に対し幅広く介護の仕事の内容と魅力を伝え、福祉・介護業界

への就職者の増加を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）福祉人材センターの運営（事業運営費）（福祉人材確保ネットワーク事業）

〔個票６１〕 

  都内の福祉施設がネットワークを組み、合同採用試験、採用時合同研修、人事

交流などを実施し、人材確保・定着を図ります。 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

福祉の仕事就職フォーラム 年 2 回実施、累計 1,000 名以上の参加 

 福祉業界のイメージアップによる業界の未来を担う人材の確保 

 
個別 

目標 

年間１，５００件の相談 

メンタルヘルス講習会：年２回 

人材定着・離職防止 

 
個別 

目標 

合同採用試験 年 2 回実施、累計 200 名以上の参加 

福祉施設のネットワーク構築による人材の確保・定着 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 
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（４）福祉人材センターの運営（事業運営費）（地域密着面接会）〔個票６２〕 

    区市町村社協、ハローワーク等と連携し、開催地域の事業者が集う地域密着型

の面接会を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）福祉人材センターの運営（事業運営費）（マッチング強化策）〔個票６３〕 

    福祉人材センターの相談員がハローワーク等に出向き、求職者の相談に応じ就

職を支援するとともに、事業者の求人開拓を行います。また、福祉・介護事業者

の採用担当者向けセミナーを開催し、効果的な職員募集のノウハウなどを提供し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：資質の向上 

中項目：キャリアアップ研修の支援 

小項目：多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 

（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（事業所に対する各種育 

成支援）〔個票６４〕 

  研修支援アドバイザーが研修実施や研修体系構築に向けた事業所からの相談

に応じ助言等を行います。また、事業所からの要請に応じて登録した講師を派遣

し、研修実施を支援します。 

 

 

 

 
個別 

目標 

未実施地区の新規開拓（2 地区程度）を含め年間 25 回程度の面接

会を開催 

 短時間勤務を希望する地域の求職者の支援地域での求人・求職の

ニーズに応え、多様な人材を確保 

 
個別 

目標 

登録講師派遣 416 回 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 

 
個別 

目標 

・他社協・学校等の出張相談 12 か所以上での実施 

・採用活動支援研修会 5 回以上開催、各回 50 名以上の参加 

求職者の就職支援、事業者の採用力の強化 
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（２）介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業〔個票６５〕 

    都内の介護保険事業所等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアが提供で

きるよう、たんの吸引等ができる介護職員等を養成する研修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

（３）介護支援専門員研修事業〔個票６６〕 

    介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識及び技能を有す

る介護支援専門員を養成するとともに、更なる質の向上を図る研修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

（４）自立支援・重度化防止等に向けた介護支援専門員研修事業〔個票６７〕 

医療等の多様な視点からのアセスメント及びサービス提供を展開するための

実践的な知識・技術の習得を図る研修を行い、高齢者の自立支援と要介護状態

等の重度化防止及び在宅療養に係る推進役を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）暮らしの場における看取り支援事業〔個票６８〕 

    医療・介護従事者等を対象に、暮らしの場における看取りについて、具体的な

事例をもとにチームで検討するなど、実践的な内容の研修を実施します。 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

1,2 号研修 480 名  3 号研修 2,460 組 

たんの吸引等ができる介護職員等の養成 

 
個別 

目標 

各種研修受講者 10,951 名 

必要な知識及び技能を有する介護支援専門員の養成 

 
個別 

目標 

都内 24 区市町村程度に研修を実施 

看取り期のケアへの実践力の底上げ・各地域の研修リーダーの増

加 

 
個別 

目標 

主任介護支援専門員：３２９人 

区市町村職員：１２４人 

    主任介護支援専門員の専門性向上及び保険者機能強化 
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（６）東京都介護職員キャリアパス導入促進事業（アセッサー講習受講者支援）

〔個票６９〕 

介護キャリア段位制度を活用した介護職員のキャリアパスの導入を実施する

ために必要な、アセッサーの資格を職員に取得させる介護事業者を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

（７）ユニットケア研修事業〔個票７０〕 

ユニットケア施設の管理者及び職員に対し、ユニットケアに関する研修等を

実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

（８）感染症対策指導者養成研修事業〔個票７１〕 

特別養護老人ホーム等における施設管理者及び感染症対策担当者を対象に、

感染症対策に関する研修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

アセッサー講習受講者 880 人 

介護事業所にキャリアパスの導入を促進 

 
個別 

目標 

管理者研修：２１人 

リーダー研修：１０１人 

    ユニットケアの質の向上 

 
個別 

目標 

感染症対策指導者養成研修において、500 施設以上の参加。 

    感染症に対する適切な対応ができる施設内体制を整備 
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（９）外国人技能実習制度に基づく外国人実習生受け入れ支援事業〔個票７２〕 

外国人技能実習制度に基づく介護職種の技能実習生が、在留期間内に、高齢

者福祉施設で技能の習得ができるよう、民間福祉施設に対し介護技能移転に伴

う教育経費及び日本語学習に要する経費の一部の補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

（１０）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（多様な人材層に対す

る介護人材キャリアアップ研修支援事業）〔個票７３〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費

補助金」を設立し、区市町村で実施される多様な人材層に対する介護人材キャリ

アアップの研修ついて補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：資質の向上 

中項目：研修代替要員の確保支援 

小項目：各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

 

（１）代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業〔個票７４〕 

都内の介護事業所等が、介護職員に資質向上を図るための研修を受講させる

場合、都受託人材派遣会社から代替職員を当該事業所へ派遣します。 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

約１００名（延３５，７９５時間） 

福祉・介護に関心を持つ層の拡充 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 

 
個別 

目標 

外国人技能実習生の日本語能力及び介護技術の習得 

    介護サービスの質を担保 
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大項目：資質の向上 

中項目：潜在有資格者の再就業促進 

小項目：潜在介護福祉士の再就業促進事業 

 

（１）福祉人材センターの運営（事業運営費）（民間就職支援アドバイザー）〔個

票７５〕 

    民間就職支援アドバイザーが、個々の求職者に対してキャリアカウンセリング

を行うとともに、履歴書の書き方など求職活動に必要なノウハウを伝える就職支

援セミナーを開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：資質の向上 

中項目：キャリアアップ研修の支援 

小項目：離職した介護人材ニーズ把握のための実態調査事業 

 

（１）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（多様な人材層に対する

介護人材キャリアアップ研修支援事業）〔個票７６〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補

助金」を設立し、区市町村で実施される離職した介護人材ニーズ把握のための実態

調査について補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

就職者数について、年間 800 名を目指す。 

潜在的有資格者の介護職場への円滑な就労 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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大項目：資質の向上 

中項目：地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

小項目：認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

 

（１）認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組〔個票７７〕 

    都内 12 か所の地域拠点型認知症疾患医療センターを、二次保健医療圏におけ

る人材育成の拠点とし、各種研修を実施することにより、地域の認知症対応力向

上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認知症支援推進センター運営事業〔個票７８〕 

認知症支援推進センターが、各認知症疾患医療センターにおける人材育成の

取組を支援するとともに、各種研修を実施することにより、認知症ケアに携わ

る医療従事者等の都内全体のレベルアップを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

以下の研修を含んだ研修会を実施 

・かかりつけ医認知症研修：720 名 

・看護師認知症対応力向上研修Ⅰ：1,440 名 

地域の認知症対応力向上 

 
個別 

目標 

・認知症サポート医フォローアップ研修 各 250 名程度（年 4 回） 

・認知症疾患医療センター職員研修 120 名程度（年 1 回） 

・認知症地域対応力向上研修 各 140 名程度（年 2 回） 

・認知症多職種協働研修講師養成研修 130 名程度（年 1 回） 

・島しょ地域の認知症対応力向上研修 3 町村 

認知症ケアに携わる医療従事者等の都内全体のレベルアップ 
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（３）認知症介護研修事業〔個票７９〕 

    高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症高齢者の介護に 

   関する研修を実施することにより、認知症介護の技術の向上を図り、認知症介護 

   の専門職員を養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図りま   

   す。 

 

 

 

 

 

 

（４）認知症初期集中支援チーム員等研修事業〔個票８０〕 

    すべての区市町村に配置されている認知症初期集中支援チーム員及び認知症

地域支援推進員がその役割を担うための知識・技能を習得するための研修の受講

促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業〔個票８１〕 

関係団体等と連携して、歯科医師向け、薬剤師向け、看護職員向けの研修を実

施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

各種研修受講者：4,103 名 

認知症介護の専門職員の養成 

 
個別 

目標 

認知症初期集中支援チーム員研修：360 名 

認知症地域支援推進員研修：200 名 

認知症初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進員がその役割

を担うために必要な知識・技能の習得 

 
個別 

目標 

・歯科医師認知症対応力向上研修：600 名 

・薬剤師認知症対応力向上研修：1,000 名 

・看護職員認知症対応力向上研修：850 名 

歯科医師・薬剤師・看護師の認知症対応力向上 
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（６）認知症とともに暮らす地域あんしん事業〔個票８２〕 

認知症に係る体制づくり等を担う指導者が、認知症とともに暮らす地域づくり

を行うにあたって必要な知識及び技術の習得を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

（７）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（認知症ケアに携わる人

材の育成のための研修事業）〔個票８３〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補

助金」を設立し、区市町村で実施される認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業について補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：資質の向上 

中項目：地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

小項目：地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

（１）生活支援体制整備強化事業〔個票８４〕 

    各区市町村の生活支援コーディネーター等に対し、生活支援コーディネーター

及び協議体に求められる役割・機能や、サービス開発の手法、地域の多様な主体

との連携の必要性等について理解し、業務を行う上で必要な知識及び技能の習

得・向上を図る研修（初任者研修及び現任者研修）を実施します。 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

認知症地域づくり支援研修：年１回（定員１５０名程度） 

認知症の初期から地域において適切な支援が受けられる体制の

構築 

 
個別 

目標 

・初任者研修受講人数：３か年で６００名程度 

・現任者研修：３か年で１８０名程度 

  生活支援コーディネーターの資質向上 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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大項目：労働環境・処遇の改善 

中項目：人材育成力の強化 

小項目：新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

（１）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（新人介護職員に対する

エルダー、メンター制度等導入支援事業）〔個票８５〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補

助金」を設立し、区市町村で実施される新人介護職員に対するエルダー、メンター

制度等導入支援のための事業について補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：労働環境・処遇の改善 

中項目：勤務環境改善支援 

小項目：管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

 

（１）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（事業者指定・事業

者情報提供事業）〔個票８６〕 

    介護保険制度において、サービス提供の主体となるサービス提供事業者を指定

するとともに、指定事業者等に関する情報を都民や区市町村等に幅広く提供しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

新規事業者研修（年 12 回）及び指定更新対象事業者研修（年２回）

において、東京労働局職員による講義を設ける 

介護事業所の職場環境の改善 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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（２）東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（管理者等に対する雇用

管理改善方策普及・促進事業）〔個票８７〕 

  地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補

助金」を設立し、区市町村で実施される管理者等に対する雇用管理改善方策普及・

促進のための事業について補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

大項目：労働環境・処遇の改善 

中項目： 

小項目：管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業・介護ロボット導 

入支援事業 

 

（１）次世代介護機器の活用支援事業〔個票８８〕 

    介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護環境の改善に資する

次世代介護機器の導入に必要な経費の一部を補助します。 

優秀事例の紹介、専門家の講演や体験使用のできるセミナーを開催し、理解を

深める機会を提供します。また、モデル施設となった２施設の公開見学会を開催

し、現場の好事例を実際に見る機会を提供します。 

東京都福祉保健財団の福祉機器設置スペースを活用し、次世代介護機器の展示

等を行い、次世代介護機器の情報収集や体験の場を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

・次世代介護機器の導入支援：１５か所 

  介護事業所の職場環境の改善 

 
個別 

目標 

都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取組

の一層の促進 
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大項目：労働環境・処遇の改善 

中項目：子育て支援 

小項目：介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 

 

（１）介護施設内保育施設運営支援事業〔個票８９〕 

    介護施設等が雇用する職員のために設置する保育施設の運営費を助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別 

目標 

保育施設の運営費助成：１６か所 

  介護職員の処遇改善及び働きやすい職場づくりの推進 
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（１）関係団体等との協議 

 地域の関係者が現場で感じている課題を計画に反映するため、医療・地域福祉関連団

体等と協議を重ね、本計画に基づき実施する事業案を策定しました。 

 

平成 29 年 12 月 20 日 東京都医師会 

平成 30 年 2 月 14 日 

     4 月 4 日 

東京都歯科医師会 

東京都看護協会 

4 月 17 日 

6 月 14 日 

6 月 18 日 

6 月 21 日 

6 月 29 日 

東京都医師会 

地区医師会・区市町村 

東京都歯科医師会 

東京都看護協会 

東京都医師会 

9 月 3 日 

9 月 4 日 

 

東京都看護協会 

東京都歯科医師会 

               ※このほか事務打ち合わせは各団体とも随時実施 

 

（２）事業評価の方法 

計画の事業評価にあたっては、各二次保健医療圏における取組の推進状況を検証し、

東京都保健医療計画推進協議会や東京都在宅療養推進会議、東京都地域医療対策協議会、

東京都高齢者保健福祉施策推進委員会等の意見を聞きながら評価を行うとともに、必要

に応じて見直しを行うなどにより、計画を推進していきます。 

 

  

３．事業の評価方法 
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Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

個票１  地域医療構想推進事業 

個票２  東京都地域連携 ICTシステム整備支援事業 

個票３  救急搬送患者受入体制強化事業 

個票４  病院勤務者勤務環境改善施設設備整備 

個票５  がん診療施設設備整備事業 

 

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

個票６  在宅歯科医療推進事業 

個票７  入退院時連携強化事業 

個票８  在宅医療参入促進事業 

個票９  小児等在宅医療推進研修事業 

個票１０ 在宅療養に係る多職種連携連絡会の運営 

個票１１ 区市町村在宅療養推進事業 

個票１２ 退院支援人材育成事業 

個票１３ 在宅歯科診療設備整備事業 

個票１４ 精神保健福祉士配置促進事業 

個票１５ 精神障害者早期退院支援 

個票１６ 訪問看護ステーション代替職員（研修及び産休等）確保支援事業 

個票１７ 訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業 

 

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業 

個票１８ 東京都介護施設等整備事業 

 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

個票１９ 周術期口腔ケアにおける医科歯科連携支援事業 

個票２０ 新生児医療担当医育成支援事業 

個票２１ 地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師の機能強化事業 

個票２２ 島しょ看護職員定着促進事業 

個票２３ 歯科医療技術者（歯科衛生士・歯科技工士）対策 

個票２４ 休日・全夜間診療事業（小児） 

個票２５ 小児集中治療室医療従事者研修事業 

個票２６ 産科医等確保支援事業 

４．計画に基づき実施する事業（個票） 
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個票２７ 産科医育成支援事業 

個票２８ 救急医療機関勤務医師確保事業 

個票２９ 救急専門医養成事業 

個票３０ 新生児医療担当医確保支援事業 

個票３１ 東京都地域医療支援ドクター事業 

個票３２ 病院勤務者勤務環境改善事業 

個票３３ 医療勤務環境改善支援センター事業 

個票３４ 東京都地域医療支援センター事業 

個票３５ 院内助産所・助産師外来解説研修事業 

個票３６ 看護師等養成所運営費補助 

個票３７ 看護職員定着促進事業 

個票３８ 新人看護職員研修体制整備事業 

個票３９ 看護外来相談解説研修事業 

個票４０ 看護職員実習指導者研修 

個票４１ 看護職員地域確保支援事業 

個票４２ 看護師等教員養成研修 

個票４３ 看護師等養成所施設整備費等補助 

個票４４ 看護師等宿舎施設整備費補助 

個票４５ 看護師勤務環境改善施設整備費補助 

個票４６ 病院内保育施設運営費補助 

個票４７ 病院内保育所整備補助 

個票４８ こどもの健康相談室 

 

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

個票４９ 将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（次世代の介護人材確保事業） 

個票５０ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（総合的広報） 

個票５１ イメージアップキャンペーン 

個票５２ 介護講師派遣事業（セカンドチャレンジＦＯＲシニア） 

個票５３ 老健ショートステイ機能活用促進事業 

個票５４ 介護人材確保対策事業（職場体験事業） 

個票５５ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護福祉士養成課程に係る介

護実習支援事業） 

個票５６ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護未経験者に対する研修支

援事業） 

個票５７ 介護人材確保対策事業（初任者研修資格取得支援） 

個票５８ 介護人材確保対策事業（介護職員就業促進事業） 
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個票５９ 将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（人材定着・離職防止に向けた相談

支援） 

個票６０ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（福祉の仕事就職フォーラム） 

個票６１ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（福祉人材確保ネットワーク事業） 

個票６２ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（地域密着面接会） 

個票６３ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（マッチング強化策） 

個票６４ 将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（事業所に対する各種育成支援） 

個票６５ 介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業 

個票６６ 介護支援専門員研修事業 

個票６７ 自立支援・重度化防止等に向けた介護支援専門員研修事業 

個票６８ 東京都介護職員キャリアパス導入促進事業 

個票６９ 暮らしの場における看取り支援事業 

個票７０ ユニットケア研修事業 

個票７１ 感染症対策指導者養成研修事業 

個票７２ 外国人技能実習制度の基づく外国人技能実習生受け入れ支援事業 

個票７３ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（多様な人材層に対する介護人

材キャリアアップ研修支援事業） 

個票７４ 代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業 

個票７５ 福祉人材センターの運営（事業運営費）（民間就職支援アドバイザー） 

個票７６ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（離職した介護人材のニーズ把

握のための実態調査事業） 

個票７７ 認知症疾患医療センター運営事業 

個票７８ 認知症支援推進センター設置事業 

個票７９ 認知症介護研修事業 

個票８０ 認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地域支援推進員研修 

個票８１ 歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業 

個票８２ 認知症とともに暮らす地域あんしん事業 

個票８３ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（認知症ケアに携わる人材の育

成のための研修事業） 

個票８４ 生活支援体制整備強化事業 

個票８５ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（新人介護職員に対するエルダ

ー、メンター制度等導入支援事業） 

個票８６ 事業者指定・事業者情報提供事業 

個票８７ 東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（管理者等に対する雇用管理改

善方策普及・促進事業） 

個票８８ 次世代介護機器の活用支援事業 
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個票８９ 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 I.地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

整理番号 １ 

事業名 地域医療構想推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,269,112 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

187 頁 第４章Ⅱ 課題②医療連携の強化 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

198 頁 第５章１ 地域医療構想の推進に向けた取組等 

211 頁 第５章２ 救急医療の取組 

事業の実施主体 東京都 

 

事業の期間 （１） 平成３０年４月１日～平成３２年３月３１日 
（２） 、（３）平成３０年３月３１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想に関して不足する病床機能を確保するため、不足する病床

の開設を推進する必要がある。 

また、救急搬送件数が増加する中、救急車の適正利用を促進しつつ、急

性期を脱した患者を円滑に回復期の医療機関に転院させ、病床の機能分

化を図る必要がある。 

アウトカム指標： 不足病床数に対する平成30年度の整備目標数 

         回復期機能 889 床 

事業の内容 （１）地域医療構想に基づく病床の整備を行うために必要な改修、改築

及び新築等に要する工事又は工事請負費及び設備整備に対する補助 
（２）地域医療構想に関して、不足する病床の開設を行う医療機関に対

し、開設前 6 か月の準備に係る経費及び開設後 1 年間の人件費の一部

を補助する。 
（３）急性期医療機関から回復期医療機関等へ、メディカルコントロー

ルの必要がある患者を転院させる際、医療機関が所有する救急車及び患

者等搬送事業者を使用した場合、医療従事者の同乗等に係る経費の一部

を補助する。 
アウトプット指標 （１）補助病院数：15 病院 

（２）補助病院数：16 病院 
（３）医療機関が所有する救急車等による転院搬送に対する補助実績件

数：7,812 件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想に関して不足する回復期機能病床の開設が促進されると

ともに、急性期から回復期への患者の流れが円滑になり病床の機能分

化・連携が図られる。 
事業に要する費用の額 金 総事業費 (千円) 基金充当 公  (千円) 



（様式４：東京都） 

 

額 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 11,269,112 額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

496 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,224,630 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,612,314 

民 (千円) 

3,224,133 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,836,944 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

39,399 

その他（Ｃ） (千円) 

6,432,168 

備考（注３） 平成30年度 4,771,753 千円 

平成31年度    65,191 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

整理番号 ２ 

事業名 東京都地域医療連携ＩＣＴシステム整備支

援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

224,800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

187 頁 第４章Ⅱ 課題②医療連携の強化 

200 頁 第５章２ 課題①医療情報共有化の推進 

事業の実施主体 東京都、医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

（１）患者の状況に応じた適切な医療を提供するため、医療機関間の

連携を強化する必要がある。 

（２）急性期における医療機関相互の円滑な連携を推進するため、ICT

を活用した医療情報共有ツールを導入する医療機関を支援する必要が

ある。 

アウトカム指標：  

（１）ＩＣＴシステム整備支援事業実施医療機関  

11 医療機関（H28 末）→19 医療機関（H30 末） 

（２）脳梗塞に対する脳血管内治療（経皮的脳血栓回収術等）の実施

件数828件（H27 年度）→増やす 

事業の内容 （１）医療機関が既に整備している電子カルテシステムやオーダリン

グシステムなどを利用し、医療機関同士が円滑に情報共有を行

うためのＩＣＴを活用した医療連携ネットワーク構築を支援す

る。 
（２）ＩＣＴを活用した情報共有ツール（汎用画像診断装置用プログ

ラム）を導入する医療機関に対し、導入に係る初度経費を補助

する。 
アウトプット指標 （１）補助施設 ８医療機関 （２）補助施設 ２４施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

（１）地域医療連携が進み、都民がどの医療機関にかかっても病状等

が共有され、効率的かつ質の高い療養環境が整備される。 
（２）情報共有ツールを導入する医療機関数が増加することで、医療

機関相互の連携が密になる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

224,800 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

74,933 



（様式４：東京都） 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

37,467 

公民の別 

（注１） 

民 (千円) 

74,933 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

112,400 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

112,400 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

整理番号 3 

事業名 救急搬送患者受入体制強化事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

206,400 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

187 頁 第４章Ⅱ 課題①～② 

211 頁 第５章２ 救急医療の取組 

事業の実施主体 東京都、救急医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

身近な地域で誰もが適切に救急医療を受けられるよう、限られた資源

を有効に活用し、救急搬送患者の増加に対応する医療機関における急

性期機能を充実強化する必要がある。 

アウトカム指標： 救急医療機関における休日夜間帯の応需率の向上 

72.3％（平成28年平均）→向上 

事業の内容 都が実施したモデル事業において、救急外来に救急救命士を配置する

ことで救急依頼の不応需が改善されたことを踏まえ、急性期医療機関

の円滑な救急搬送患者受入体制を確保するため、救急外来に救急救命

士を配置する際の人件費を補助する。 
アウトプット指標 補助対象施設 ３２施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

救急医療機関の救急患者応需率を向上させ、急性期医療機関の受入体

制を充実強化することで、急性期を担う医療機関（病棟）と回復期を

担う医療機関（病棟）との機能分化が促進される。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

206,400 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

103,200 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

51,600 

民 (千円) 

103,200 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

154,800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

51,600 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 

 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

整理番号 4 

事業名 院内助産所・助産師外来開設施設設備整備 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,811 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

187 頁 第４章Ⅱ 課題②医療連携の強化 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 都内の病院 

（国、独立行政法人、地方独立行政法人、都及び公益財団法人東京都

保健医療公社が設置する病院を除く） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

出生年齢が高齢化し、ハイリスク分娩が増加する中、地域医療構想に

基づく機能分化と連携を一層推進していくことで、産科への集中を緩

和するとともに、妊産婦のニーズに応じた安心安全な出産の場の提供

ができるよう支援する必要がある。 

アウトカム指標：院内助産所・助産師外来設置医療機関 

院内助産所８施設、助産師外来５６施設（H30開設調査）→増加 

事業の内容 勤務環境改善施設整備事業及び勤務環境改善設備整備事業 
・院内助産所・助産師外来の開設等に必要な施設・設備の整備 

アウトプット指標 事業実施病院：1病院 
アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医と助産師の役割分担を促進し、ハイリスク分娩の増加による産

科への集中を緩和するとともに、妊産婦のニーズに応じた安心安全な

出産の場を提供する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,811 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,693 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

847 

民 (千円) 

1,693 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,540 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,271 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 I.地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

整理番号 ５ 

事業名 がん診療施設施設設備整備費補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,984,363 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

184 頁、185 頁 第４章Ⅰ 課題①、③ 

205 頁 第５章２ がん医療の取組  

事業の実施主体 都内のがん診療医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化によるがん患者の増加が見込まれる中、地域医療構想に基づく

機能分化と連携を一層推進していくことで、良質かつ適切ながんの集

学的治療を提供する体制を確保し、がん医療提供体制を確保・充実し

ていく必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想に基づく平成37年の必要病床数 

（高度急性期：15,888 床、急性期：42,275 床、回復期：34,628 床、慢

性期：20,973 床） 

（参考※）平成28 年度病床機能報告に基づく申告件数 

（高度急性期：27,092 床、急性期：44,324 床、回復期：9,499 床、慢

性期：23,402 床） 

※地域医療構想の必要病床数は、医療需用（患者数）の推計値を元に

算出しており、病床機能報告は、各病院の病棟ごとの自己申告に基づ

くため、あくまで参考値として掲載している。 

事業の内容 がん診療連携拠点病院、東京都がん診療連携拠点病院、東京都がん診

療連携協力病院、地域がん診療病院及びがん診療を実施する公的医療

機関において、がん患者の治療のための施設及び医療機器等の整備に

係る経費について補助を行う。 
アウトプット指標 施設・設備整備実施施設数 20 施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

施設を整備することで、がん医療提供体制の集約化が図られ、病床の

機能分化の推進に寄与する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,984,363 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

277,257 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

138,629 

民 (千円) 

277,257 



（様式４：東京都） 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

415,886 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,568,477 

備考（注３） 平成30年度基金所要見込額： 215,886（千円） 

平成31年度基金所要見込額： 125,566（千円） 

平成32年度基金所要見込額：  74,434（千円） 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 6 

事業名 在宅歯科医療推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,867 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

191 頁 第４章Ⅲ 課題③在宅療養生活の支援 

217 頁 第５章２ 在宅療養の取組 

事業の実施主体 東京都（東京都歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な在宅歯科医療

が提供できるよう、地域における多職種連携の取組を推進していく必

要がある。 

アウトカム指標： 在宅療養支援歯科診療所781か所（平成30年1月1

日現在）→増加 

事業の内容 介護支援専門員や訪問看護師など在宅療養を支える多職種に対し、歯

科に関する知識の普及や歯科支援の重要性などの理解を促進する。 
１ 講習会の開催 
２ チェックシートの配布 等 

アウトプット指標 講習会の実施 ４回／年度 
チェックシートの配布 ４０，０００部 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅療養を支える多職種に歯科支援の大切さを普及啓発することによ

り、歯科と多職種との連携が促進され、在宅歯科医療のニーズが増加

し、在宅歯科医療に取り組む歯科医療機関の増加が見込まれる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,867 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,108 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

554 

民 (千円) 

1,108 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,662 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,108 

その他（Ｃ） (千円) 

5,205 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 

 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 ７ 

事業名 入退院時連携強化事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

372,629 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

191 頁 第４章Ⅲ 課題③在宅療養生活の支援 

217 頁 第５章２ 在宅療養の取組 

事業の実施主体 （１）東京都（東京都看護協会に委託予定） 

（２）都内200床未満の病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域の在宅患者等が、入院医療機関から在宅療養への円滑な移行や安

定した在宅療養生活の継続ができるような在宅療養環境整備が必要。 

アウトカム指標：退院支援を実施している診療所及び病院数 243 所

（H27）→増やす（H35） 

入退院支援に関わる研修受講者数 1,497 人(H27)）→3,177 人（H32） 

事業の内容 （１） 研修事業 
入退院時における入院医療機関と地域の医療・介護関係者の連携・

情報共有の一層の強化を図るため、医療・介護関係者を対象とした実

践的な研修を実施 
（２） 補助事業 
 入退院支援に取り組む人材の配置に伴う人件費を補助し、医療機関

における入退院支援体制の充実を図るとともに、病院と地域の医療・

介護関係者の連携を支援 
アウトプット指標 （１） 研修受講者 ３００名 

（２） 補助施設数 ９０病院 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関における入退院支援に取り組む人材を育成・確保するととも

に、入退院時における地域との連携を一層強化し、在宅療養生活への

円滑な移行を促進する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

372,629 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

33,903 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,951 

民 (千円) 

33,903 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

50,854 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 



（様式４：東京都） 
321,775 33,903 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 ８ 

事業名 在宅医療参入促進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,519 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

第４章 東京の将来の医療～グランドデザイン～ 

Ⅳ安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成 

③在宅療養を支える人材の確保・育成 

在宅療養患者の安心した療養生活を支えるため、医療・介護人材等を

確保・育成することが必要 

事業の実施主体 東京都（関係団体等に委託予定） 

事業の期間 平成 30年４月１日～平成31 年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

都において2025年には、在宅医療等の大幅な増加が見込まれる（2013

年から約１．５倍）。そのため、在宅医療等を行う医師を増やし、需要

に対応することが喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標：  

訪問診療を実施する一般診療所数〔1871 施設（H26 時点）〕→３年間で

400 施設の増加。 

事業の内容 訪問診療等をしていない医師対し、 

・在宅医の役割や取組、地域における連携等 

・24 時間診療体制を確保し、実践している好事例・先駆的な事例を発

表 

・経験年数の長い在宅医と参入を考える在宅医でディスカッション等

の実施 

の内容を含むセミナー等を実施する 
アウトプット指標 参加医師数 ８０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療に関する重要性について認識をしてもらうとともに、地域に

おける24時間体制構築の手法を伝え地域における実践につなげられる

ようにすることで、医師の在宅医療への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,519 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333 

民 (千円) 

2,666 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,999 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 



（様式４：東京都） 
その他（Ｃ） (千円) 

12,520 

(千円) 

2,666 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 9 

事業名 小児等在宅医療推進研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,372 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

195 頁 第4章Ⅳ 課題② 地域医療を担う人材の確保・育成 

217 頁 在宅療養の取組 課題②地域における在宅療養支援体制の確

保 （1）小児等の在宅医療を地域で支える仕組みづくり 

事業の実施主体 東京都（委託にて実施） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

東京都医療機能実態調査（平成29年3月）によると、小児等在宅医

療に対応している医療機関は非常に少なく、その理由として、対応の

仕方がわからない、経験・知識がないとの声が多くある。このため、

在宅医及び多職種へ小児医療に関する知識を付与することで、小児等

在宅医療への参入を促進し、小児等在宅医療の推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：  

小児等在宅医療に対応している病院数：約15 施設（調査に回答した病

院数：537 施設のうち）（H29.3）→増加(H32年度末) 

小児等在宅医療に対応している診療所数：約 104 施設（調査に回答

（8,510施設）し、訪問診療を実施している1,748 施設のうち）(H29.3)

→増加(H32 年度末) 

事業の内容  小児医療に関する在宅医及び多職種向けの研修を以下のとおり実施

することで、小児等在宅医療への参入促進を図る。 
 
【基礎編研修】 
座学研修により、小児等在宅医療の現状や各種制度等の最新情報を

学ぶ。 
 
【実践編研修】 
小児等への訪問診療を実施している診療所への同行研修により、現

場での動きや小児医療特有の機器の使用方法などを学ぶ。 
アウトプット指標 【基礎編研修】 

研修修了者数：年間30名 

 （3ヵ年で90名を目指す） 

 

【実践編研修】 



（様式４：東京都） 

 

 研修修了者数：年間10名 

 （3ヵ年で30名を目指す） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 研修実施により、小児等在宅医療を取り巻く状況や各種制度等の情

報の把握、実際の現場での手技等を習得することで、小児等在宅医療

へ参入する上での不安を軽減するとともに、小児等在宅医療の必要性

の再認識を促すことができる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,372 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

705 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

353 

民 (千円) 

705 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,058 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

705 

その他（Ｃ） (千円) 

3,314 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 10 

事業名 在宅療養に係る多職種連携連絡会の運営 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,083 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

191 頁 第4章Ⅲ 課題③在宅療養生活の支援 

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都医師会への委託） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの推進に向け、多職種が一堂に会し、各地域で連

携して在宅療養患者を支える体制を整備するために必要な方策の検討を

行うとともに、地域包括ケアシステムにおける在宅療養について、都民の

理解を深めるための普及啓発を実施する必要がある。 

アウトカム指標：訪問診療を実施している病院数及び診療所数 2,432

所（H29年4月）→増加（H32 年度末） 

事業の内容  医療と介護に関係する団体による多職種連携連絡会を運営し、多職

種相互の理解促進や連携強化を図るとともに、在宅療養について都民

の理解を促進する。 
アウトプット指標 多職種連携連絡会の開催 12回、都民向け普及啓発の実施 4回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括ケアシステムの推進に向け、多職種が一堂に会す多職種連携連

絡会を開催することで、多職種相互の連携の強化を図ることができる。ま

た都民向けに普及啓発を行うことで、地域包括ケアシステムにおける在宅

療養について理解促進を図ることができる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,083 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,950 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

975 

民 (千円) 

1,950 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,925 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,950 

その他（Ｃ） (千円) 

9,158 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 11 

事業名 区市町村在宅療養推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

620,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都内全域 

地域医療構想において関連

する記述 

191 頁 第4章Ⅲ 課題③在宅療養生活の支援 

217 頁 第5章2 在宅療養の取組 

事業の実施主体 区市町村 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者人口の割合は今後上昇を続け、平成37年（2025年）には、およ

そ４人に１人が６５歳以上の高齢者となる。 

高齢で医療や介護が必要になっても、できるだけ住み慣れた地域で、

安心して療養生活を送れる体制を実現するため、医療と介護の連携を

推進していくことが必要 

アウトカム指標： 訪問診療を実施している病院数及び診療所数 2,432

所（H29年4月）→増加（H32 年度末） 

事業の内容 医療面における支援体制を整備するために、区市町村が実施する以

下の取組について支援を行う。 
 

（１） 在宅医療と介護の提供体制の充実に向けた先駆的な取組への支援 
地域支援事業（ア）～（ク）に該当しない取組や先駆的な取組に 

ついて、区市町村が実施する独自の取組について支援する。 
 
（２） 切れ目のない在宅医療提供体制の構築や医療・介護関係者等へ 

の情報共有に対する支援 
  在宅医療・介護連携推進事業（ウ）及び（エ）に関する地域支援

事業交付金対象外経費について、区市町村の取組を支援する。 
 
（３）小児等在宅医療の推進 

関係各部署、関係職種及び関係機関と連携し、地域の実情に応じ 
て小児等在宅医療の提供体制を整備する。 

アウトプット指標 事業実施62 区市町村 
アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅における医療と介護の連携を推進するにあたり、医療側から介護

側へ支援するための体制を整備するために、区市町村が実施する取組

を支援する。 
事業に要する費用の額 金 総事業費 (千円) 基金充当 公  (千円) 



（様式４：東京都） 
額 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 620,000 額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

100,049 

 基金 国（Ａ） (千円) 

100,049 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

50,024 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

150,073 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

469,927 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

1 
 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 12 

事業名 退院支援人材育成研修 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,712 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

１８８頁 第４章Ⅱ 課題③在宅移行支援の充実 

２１７頁 第５章２ 在宅療養の取組 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化社会を迎える都においては、効率的かつ質の高い医療提供体制の構築と

ともに、地域包括ケアシステムの構築が重要となる。このため、病院の退院調

整部門の重要性が増すことから、これらの業務に従事する職員の育成を行う。 

アウトカム指標： 医療ソーシャルワーカー＋社会福祉士＋精神保健福祉士 

          ２，１４７名（H27医療施設調査） →増加 

事業の内容 対象：退院調整部門を設置していない病院で、退院支援・退院調整に従事して

いる又は従事する予定の職員 
内容；退院支援・退院調整に必要な知識及び技術に関する研修を実施 

アウトプット指標 １回あたり８４名程度、７日間の研修を年２回実施。 
アウトカムとアウトプット

の関連 

退院支援業務に従事する人材に対し、地域との関係構築の一助として、

また更なる連携強化の契機として研修を提供する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,712 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,083 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

542 

民 (千円) 

1,083 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,625 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,083 

その他（Ｃ） (千円) 

5,087 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 １３ 

事業名 在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

109,140 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

191 頁 第４章Ⅲ 課題③在宅療養生活の支援 

217 頁 第５章２ 在宅療養の取組 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、安全で安心な質の高

い在宅歯科医療を提供する必要がある。 

アウトカム指標： 在宅療養支援歯科診療所781か所（平成30年1月1

日現在）→増加 

事業の内容 在宅歯科医療を実施している又は新たに在宅歯科医療を実施する医療

機関が整備する在宅歯科医療に必要な医療機器等の備品購入費を補助

する。 
アウトプット指標 補助対象医療機関 ３０か所／年度 

 
アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療に取り組む医療機関を増やすことにより、在宅療養支援

歯科診療所の増加に繋がる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

109,140 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,741 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,871 

民 (千円) 

11,741 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,612 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

91,528 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 14 

事業名 精神保健福祉士配置促進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

118,838 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

208 頁 第5章2 精神障害者の地域移行と生活支援 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院

者の退院促進に関する措置として、患者本人の人権擁護の観点から可

能な限り早期治療・早期退院ができるよう、精神科病院の管理者に、

①退院後生活環境相談員、②地域援助事業者との連携、③医療保護入

院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。 

 そのため、医療機関は退院後生活環境相談員の役割を担う精神保健

福祉士等の人材確保が必要。 

アウトカム指標：入院後１年時点の退院率 

        ８７．５％（H27 末）→ ９０％以上（H35 末） 

事業の内容 医療保護入院者の早期退院に向けた、病院内外における調整や、退院

支援計画、退院支援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、医療

と福祉の連携体制を整備する役割が精神保健福祉士に期待されること

から、医療保護入院者の早期退院を目指す精神科医療機関における精

神保健福祉士の確保のための人件費の補助を行う。 
アウトプット指標 新たに精神保健福祉士を配置した病院の数 ５４病院以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

精神保健福祉士を病院に配置することにより、退院支援や医療と福祉

の連携体制の整備が促進され、精神障害者の早期退院の支援につなが

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

118,838 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,177 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,589 

民 (千円) 

19,177 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,766 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

90,072 



（様式４：東京都） 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 15 

事業名 精神障害者早期退院支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,971 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

208 頁 第5章2 精神障害者の地域移行と生活支援 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院

者の退院促進に関する措置として、患者本人の人権擁護の観点から可

能な限り早期治療・早期退院ができるよう、精神科病院の管理者に、

①退院後生活環境相談員の選任、②地域援助事業者との連携、③医療

保護入院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。 

 そのため、病院における、退院支援委員会に地域援助事業者を出席

させる体制の整備が必要。 

アウトカム指標：入院後１年時点の退院率 

        ８７．５％（H27 末）→ ９０％以上（H35 末） 

事業の内容 医療保護入院者へ地域援助事業者を紹介し本人や家族の相談支援を行

うほか、退院支援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、地域援

助事業者との連携を図り、地域における医療と福祉の連携体制を整備

する精神科医療機関に対する支援を行う。 
①地域援助事業者が、医療機関における医療保護入院者の退院支援の

ための会議へ出席した際の事前調整経費等 
②退院支援のための会議に地域援助事業者を出席させた医療機関への

事務費等補助 
アウトプット指標 地域援助事業者が退院支援委員会に参加した回数 ２万回以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療保護入院患者退院支援委員会等により地域援助事業者等が参加し

た際の費用や医療機関の事務手数料を補助することにより、地域援助

事業者等が退院支援委員会等に参加する機会が増え、医療と福祉の関

係者の連携が強化され、精神障害者の早期退院の支援につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,971 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公  (千円) 

644 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,609 



（様式４：東京都） 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

805 

公民の別 

（注１） 

民 (千円) 

965 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,414 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

7,557 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 16 

事業名 訪問看護ステーション代替職員（研修及び産

休等）確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関

連する記述 

195 頁 第４章Ⅳ 課題③在宅療養を支える人材の確保・育成 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 訪問看護ステーション 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な医療・介護サービ

スが供給できるよう在宅療養にかかるサービス提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標： 訪問看護ステーションの従事者数常勤換算 4,477 人

（平成28年度看護師等業務従事者届）→増加 

事業の内容 １ 研修派遣による代替職員の確保 
現に雇用する訪問看護師の資質向上を図るため、当該現任訪問看護師を

事業所等が策定する研修計画に基づく研修等に参加させる場合に必要な

代替職員等を確保するために係る経費を補助する。 
２ 産休・育休・介休による代替職員の確保 
事業所の規程に基づき、現に雇用する訪問看護師の産休・育休・介休の

代替職員を確保するために係る経費を補助する。 
アウトプット指標 代替勤務 7,909 時間分の代替職員雇用経費に対する補助を実施。 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

小規模な訪問看護ステーションにおいては、人員体制等の理由から、職

員の外部研修への参加や産休・育休・介休の取得が困難な状況にある。

このため、本事業により、外部研修等への参加や産休・育休・介休の取

得のための環境の整備を支援することは、訪問看護師の定着及び訪問看

護サービスの安定的な供給につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,421 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,210 

民 (千円) 

2,420 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,631 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

11,369 

備考（注３）  



（様式４：東京都） 

 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

整理番号 17 

事業名 訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

48,450 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関

連する記述 

195 頁 第４章Ⅳ 課題③在宅療養を支える人材の確保・育成 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 訪問看護ステーション 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な医療・介護サー

ビスが供給できるよう在宅療養に係るサービス提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標： 訪問看護ステーションの従事者数常勤換算 4,477 人

（平成28年度看護師等業務従事者届）→増加 

事業の内容 訪問看護ステーションの労働環境の改善を図るため、訪問看護ステーシ

ョンが事務職員を雇用し、看護職員の事務負担を軽減することで、看護

職員が専門業務に注力することができる環境を整備する場合に、新たな

事務職員の雇用に係る経費を補助する。 
アウトプット指標 事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数 70 か所（平成 29 年

度新規配置 33 か所を含む） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

事務職員未配置の訪問看護ステーションが、あらたに事務職員を配置し

て事務体制を整えることで、看護職の負担が軽減され、定着につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

48,450 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,819 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,909 

民 (千円) 

7,818 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,728 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

36,722 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



個票18

事業の区分

事業名 【総事業費】
6,936,786千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　    64床
・介護老人保健施設（定員29人以下）　 1床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 120床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　13施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　  21施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　 2施設
・認知症高齢者グループホーム　 　 17施設
・看護小規模多機能型居宅介護　 　  8施設
・介護予防拠点　　　　　　　　　　 3施設
・地域包括支援センター　　　　　　 2施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 2施設

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 523床
・地域密着型特別養護老人ホーム　　  53床
・介護老人保健施設　　　　　　　　  63床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 189床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　13施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　 　141床
・認知症高齢者グループホーム　　　 436床
・看護小規模多機能型居宅介護　　 　 75床
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 9施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　 4施設
・認知症高齢者グループホーム　　　 5施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設
・定期巡回随時対応型訪問介護事業所 1施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。
・既存の特養多床室のプラシバシー保護のための改修支援　 52床
・介護療養型医療施設等の転換整備支援 31床

上記事業内容の施設に対し、整備費補助、定期借地権設定のための補助を行う。

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設及び地
域密着型サービス等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提
供体制の整備を促進する。

　特別養護老人ホームや介護老人保健施設の整備については、東京都の中でも地域による
施設の偏在が課題となっており、入所等を希望する高齢者が住み慣れた地域で施設に入所
等ができるよう、東京都全体の整備率の向上を図る。

　地域密着型サービスの整備に当たっては、都内では整備に適した土地の確保が困難であ
ること、小規模な事業所であるため、スケールメリットが働かず採算性が確保しにくいこ
となどから、整備が進みにくい状況にあり、地域密着型サービスの種類に応じた様々な支
援を行い、整備を促進する。

アウトカム指標：
〈参考〉第7期東京都高齢者保健福祉計画に掲げる施設整備目標
・特別養護老人ホーム　　　　　46,623床　→　62,000床（平成37年度まで）
・介護老人保健施設　　　　　　21,397床　→　30,000床（平成37年度まで）
・認知症高齢者グループホーム　10,616床　→　20,000床（平成37年度まで）
※現状は、平成30年3月1日時点。

３．介護施設等の整備に関する事業

東京都介護施設等整備事業

東京都

平成30年度



アウトカムとアウト
プットの関連

国（A）

2,536,585 295,804 2,092,879

1,978,169 900,286 627,740

2,140,764 1,206,418 331,137

281,267 161,437 39,111

6,936,785 公

国（Ａ）

2,563,945 2,563,945

都道府県（Ｂ）

1,281,973

計（Ａ＋Ｂ）

3,845,918

3,090,867

備考（注３）

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

その他（Ｃ）

「事業に要する費用の額」における「その他（Ｃ）」3,090,867千円については、平成28年
度及び平成29年度に造成した同基金を充当する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

④介護サービスの
改善を図るための
既存施設等の改修

80,719

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

第７期計画予定している特別養護老人ホーム、介護老人保健施設及び地域密着型サービス
施設等の整備を促進することにより、６５歳以上人口あたり地域密着型サービス施設等の
定員総数を増やす。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

事業内容
総事業費
（A+B+C）
（注１）

基金
その他
（C）

（注２）
都道府県（B）

①地域密着型サー
ビス施設等の整備

147,902

②施設等の開設・
設置に必要な準備
経費

450,143

③介護保険施設等
の整備に必要な定
期借地権設定のた
めの一時金

603,209



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 19 

事業名 周術期口腔ケア推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,170 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（東京都歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん患者等の治療の苦痛を軽減し、患者のＱＯＬを高めるため、周術

期等の患者の状態に対応できる専門性の高い歯科医療従事者の育成が

必要であるとともに、都民に対し周術期の口腔ケアの重要性を普及啓

発する必要がある。 

アウトカム指標： 都内のがん患者平均在院日数20.2 日→減少 

事業の内容 都内の多くの歯科医療機関でがん患者等に対応できるよう、歯科医師

歯科衛生士向けの研修を実施し人材育成を行う。あわせて、都民への

普及啓発を行うため、都民向け講演会の開催やリーフレットの配布な

どを行う。 
アウトプット指標 研修会の開催 ８回／年度 

都民向け講演会の開催 １回／年度 
アウトカムとアウトプット

の関連 

周術期等の口腔ケアに対応できる専門性の高い歯科医療従事者を育成

するとともに都民への普及啓発を行うことにより、周術期の患者が身

近な地域で歯科受診できる基盤整備が進み、周術期における口腔内合

併症の予防や軽減に寄与し、治療効果を高め、がん患者の平均在院日

数の減少に繋がる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,170 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

971 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

486 

民 (千円) 

971 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,457 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,71 

その他（Ｃ） (千円

3,713 

備考（注３）  



（様式４：東京都） 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 20 

事業名 新生児担当医育成支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,051 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＮＩＣＵ新規入院児数が増加する中、専門的な研修において小児科を選択した

医師に対し研修医手当等を支給することにより、ハイリスク新生児治療に対応

可能な小児科医の増加を図る。 

アウトカム指標：新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）329 床（平成 29 年現在）→

維持 

事業の内容 臨床研修修了後の専門的な研修において小児科を選択し、かつＮＩＣＵ等で新

生児医療を担当する医師に対し、研修医手当等を支給することにより、将来の

新生児医療を担う医師の育成を図るものである。 

アウトプット指標 周産期母子医療センター６施設 
手当支給者数３１人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修医へ支援することにより、将来新生児医療専門医を目指す医師の増加を図

り、多くの患者の受け入れを可能とする。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,051 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

601 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,134 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

567 

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,701 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

7,350 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 21 

事業名 地域包括ケアシステムにおける薬局・薬剤師

の機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,925 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

192 頁 第4章Ⅲ 課題③ 在宅療養生活の支援 

195頁 第4章Ⅳ 課題③ 在宅療養を支える人材の確保・育成 

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都薬剤師会へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・在宅療養患者の中でも多数を占める高齢の患者は、とりわけ多剤服

用による有害事象発生等のリスクが高まることから、薬剤師による服

薬管理指導が必要 

・在宅療養患者が増加するなかで、薬局・薬剤師による訪問服薬指導

は進んでいない 

アウトカム指標：  

 在宅訪問薬剤管理指導実施件数の増加 

事業の内容 【薬剤師の知識・技能の向上】 
・高齢者・在宅療養患者の服薬管理に関する課題に的確に対応できる

人材を育成するための研修を実施する（在宅訪問指導基礎研修、無菌

調製技能習得研修）。 
 
【地域における連携体制の構築】 
・24 時間対応や医薬品調達のための薬局間の具体的な連携方法等につ

いて研修を実施する（地域薬局連携促進研修）。 
 
【他職種との連携促進・患者側の理解促進】 
・地域における在宅医療への薬剤師参加の状況や個別事例等をまと 
め、関係機関等に周知する（訪問服薬指導等に関する情報提供）。 
・在宅患者やその患者家族を対象とした服薬管理講習会を実施する  
（地域住民向け服薬管理講習会）。 
・関係団体連絡会において薬剤師と他職種との連携促進に関する課 
題の協議や意見交換を行う（関係団体連絡会）。 

アウトプット指標 ① 在宅医療基礎研修の参加人数 
 ａ 在宅訪問指導基礎研修 ４００名  

ｂ 無菌調製技能習得研修 １８０名 

② 地域薬局間連携促進研修の実施地区数 
 ａ 在宅医療連携研修 ３８地区   
③ 他職種連携促進・患者側理解促進に係る事業の実施地区数 



（様式４：東京都） 
 ａ 訪問服薬指導状況把握 １５地区 
 ｂ 地域住民向け服薬管理講習会 ２３地区 

アウトカムとアウトプット

の関連 

①薬剤師における在宅業務に必要な知識・技能の習得 
②在宅業務における薬局間の連携の促進 
③患者や関係職種による薬剤師の在宅医療参加の必要性の理解促 
進、他職種連携の促進 

により、在宅訪問服薬管理指導実施件数の増加が見込まれる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,925 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,556 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,778 

民 (千円) 

3,556 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,334 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,556 

その他（Ｃ） (千円) 

13,591 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 

 

 

 

 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 22 

事業名 島しょ看護職員定着促進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,941 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都看護協会へ業務委託） 

事業の期間 平成30年４月１日～平成31 年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員確保が困難な島しょ地域においては、職員数や地理的要因

により研修受講の機会もほとんどなく、他の職員の配慮から離島によ

る研修受講等を諦めてしまうことも多い。上記の理由が看護職員の離

職理由の一つにもなっていることから、島しょ看護職員の働きやすい

環境を整え、定着を促進する必要がある。 

アウトカム指標：看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届<実数>） 

→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 ⑴出張研修を行い、島を離れずに研修を受ける機会を設けることで、

看護職員のモチベーションの向上やケアの質の向上を図る。 
⑵島しょの看護師が研修等により一時的に島を離れる際に、代替看護

師派遣を実施し、看護職員がより勤務を継続しやすい環境を整備する。 
アウトプット指標 出張研修実施回数：8回   代替看護職員派遣回数：延べ14回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

島しょ地域での出張研修や短期代替看護職員派遣を実施により、働

きやすい環境を整えることは、看護職員の定着促進につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,941 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,492 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

746 

民 (千円) 

1,492 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,238 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,492 

その他（Ｃ） (千円) 

5,703 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 23 

事業名 歯科医療技術者対策 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,845千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連す

る記述 

１９４頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

２０１頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

（歯科衛生士確保支援は東京都歯科衛生士会、歯科技工士確保支援は東京都

歯科技工士会に委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 歯科衛生士や歯科技工士は、若い世代の離職率が高く、潜在的労働力となってし

まっている場合も多いといわれている。そのため、歯科衛生士・歯科技工士確保

の推進及び技術・知識の向上を通じた歯科医療の充実が必要である。 

アウトカム指標： 歯科衛生士１２，９４４名（H28業務従事者届）→増加 

         歯科技工士３，０１３名（H28業務従事者届）→増加 

事業の内容 ・出産・育児等の一定期間の離職をした歯科医療従事者に対する復職支援 
・歯科技工士及び歯科衛生士を目指す学生に対する支援（学生向け講演会等の実施） 

アウトプット指標 アウトプット目標：歯科技工士：１，０００名（実習を含む） 
         歯科衛生士：３００名（実習を含む） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

研修を実施することで、歯科衛生士・歯科技工士の人員の確保や専門的な技術・

知識の習得により、歯科医療の充実が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,845 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

724 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

362 

民 (千円) 

724 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,086 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

724 

その他（Ｃ） (千円) 

7,759 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、

「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受

託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 24 

事業名 休日・全夜間診療事業（小児） 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

948,622 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

211 頁 第５章２ 救急医療の取組 

事業の実施主体 東京都（小児二次救急医療機関へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

休日及び夜間帯は医療機関の通常診療時間外のため、小児救急患者の

搬送先選定が困難となることから、受入体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標： 小児救急搬送症例のうち受入困難事例の件数 1,307

件(H27)→減少(H35 年度末) 

事業の内容 都内の小児科を標榜する医療機関の小児科医師等の確保及び病床の確

保等に対する財政支援を行うことにより、休日及び夜間における入院

治療を必要とする小児の救急患者の受入体制を整備する。 
アウトプット指標 都内小児救急医療機関 ５３施設 

 
アウトカムとアウトプット

の関連 

安定した小児救急医療体制が確保でき、小児患者の搬送が円滑化する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

948,622 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,546 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,772 

民 (千円) 

13,546 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,318 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

13,546 

その他（Ｃ） (千円) 

928,304 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 25 

事業名 小児集中治療室医療従事者研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,224 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 小児救命救急センター 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児集中治療医が不足する中、良質な小児救命、集中治療体制を維持

していくため、小児の集中治療に係る専門的な実地研修をすることに

より、小児集中治療室で従事する小児の救命救急医療及び集中治療を

担う医師等を養成し、確保する。 

アウトカム指標：小児救命救急センター数 2施設（H30 現在）→維持 

1日あたり小児救命救急センター医師数 28 人(H28 末時点)→維持 

事業の内容 小児の集中治療に係る専門的な実地研修をすることにより、小児集中

治療室で従事する小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を養

成し、確保する。 
アウトプット指標 研修受講者数（２施設で年間３０名程度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

小児集中治療医を志す多くの医師が専門的な実地研修を受講すること

で、充実した小児救命・集中治療体制の確保を図ることが可能となる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,224 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,369 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,370 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,185 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,555 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

21,669 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 26 

事業名 産科医等確保支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

320,086 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所が減少していることから、産科医等の

勤務環境を改善し、産科医療機関及び産科医等の確保を図ることにより幅広い

患者の受け入れを可能にする。 

アウトカム指標： 手当支給の産科・産婦人科医師数615人（H29）→増加 

分娩1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師（H26都平均14人） 

事業の内容 実際に分娩を取り行う病院、診療所及び助産所が減少している現状に鑑み、地

域でお産を支える産科医等に対して分娩手当を支給することにより、処遇改善

を通じて産科医療機関及び産科医等の確保を図る。 

アウトプット指標 手当支給者 1,743 人 
手当支給施設：病院 34 施設、診療所 31 施設、助産所 23 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医等へ支援し、分娩取扱医療機関の体制を整えることで、幅広い患者の受

け入れを可能とする。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

320,086 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

9,491 

基金 国（Ａ） (千円) 

37,132 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,566 

民 (千円) 

27,641 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

55,698 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

264,388 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 27 

事業名 産科医等育成支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

41,441 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所が減少していることから、専門性の高

い産科医を配置することで、医療機関での患者受け入れの拡大を図る。 

アウトカム指標：手当支給施設の産科・産婦人科医師数249人（H29）→増加 

分娩1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師（H26都平均14人） 

事業の内容 臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し、研修医

手当等を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を図る。 

アウトプット指標 手当支給者数 86 人 
手当支給施設：病院 17 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修医手当を支給する病院を拡大していくことにより、産科を選択する研修医

の処遇改善が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

41,441 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,414 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,395 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,198 

民 (千円) 

2,981 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,593 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

34,848 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 28 

事業名 救急医療機関勤務医師確保事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

945,888 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

高齢化を踏まえ、限られた資源を有効に活用し、救急患者をいつでも、

どこでも、誰でも、症状に応じた適切な医療に確実かつ迅速につなげ

る取り組みを推進 

事業の実施主体 救急告示医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

救急患者搬送数は、平成13 年から平成28年にかけ12万4千人増加し

たが(56万7千人→69万1千人)、一方で、救急患者を受け入れる救急

告示医療機関は、平成13年から平成29年にかけ64施設減少した(384

施設→320 施設)。救急告示医療機関の減少及び救急搬送需要の増加に

対応するため、安定的な救急医療体制の確保が必要である。 

アウトカム指標：  

救急告示医療機関（平成29年12月31日現在）320 施設→維持 

事業の内容 医療機関が休日及び夜間において救急医療に従事する医師に対し、救

急勤務医手当を支給する場合、補助金を交付する。 

【補助対象】 救急告示医療機関、総合周産期母子医療センター及び地

域周産期母子医療センター 

【基準単価】 休日昼間4,523 円/回 【補助率】2/3（独立行政法人、

毎日夜間6,220円/回           大学法人等は1/3） 

アウトプット指標 救急医療を提供する都内の医療機関が、救急勤務医に支給する手当に

対して補助を行う（95施設、10,169 人分）。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

救急医療を提供する医療機関が支給する救急勤務医手当に対し補助を

実施することで、救急医療を担う医師の処遇改善を図ることができ、

救急告示医療機関の確保に寄与する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

945,888 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

17,866 

基金 国（Ａ） (千円) 

102,859 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

51,430 

民 (千円) 

84,993 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

154,289 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

791,599 

備考（注３）  



（様式４：東京都） 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 29 

事業名 救急専門医等養成事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,705 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

211 頁 第５章２ 救急医療の取組 

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都医師会へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成13年から平成28年における救急患者搬送数を見ると、平成13年

の56万7千人から平成28年には69万2千人となっており、12万5千

人増加している。身近な地域で誰もが適切な救急医療を受けられるよ

う、救急告示医療機関に勤務する医師の資質の向上が必要である。 

アウトカム指標： 救急医療の資質の向上 

平成 28 年度までに研修を受講した医師が所属する医療機関数 60 施設 

→増加 

事業の内容 公益財団法人東京都医師会に事業委託し、救急告示医療機関に勤務し

ている医師に対し、都内の救命救急センター等で救急医療等に関する

専門的な研修を行う。 
アウトプット指標 ５施設で１６２名の受講枠を確保 
アウトカムとアウトプット

の関連 

救急医療に関する専門的な研修をより多くの救急告示医療機関に従事

する医師が受講することで、救急医療の資質の向上を図ることができ

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,705 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,239 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

620 

民 (千円) 

1,239 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,859 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,239 

その他（Ｃ） (千円) 

11,846 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 30 

事業名 新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,195 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＮＩＣＵ新規入院児数が増加する中、申請時医療担当医の勤務状況を改善する

ことで医師を確保し、多くの早産児等の受け入れを可能にする。 

アウトカム指標：新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）329 床（平成 29 年現在）→

維持 

事業の内容 医療機関におけるNICU（診療報酬の対象となるものに限る。）において、新

生児医療に従事する医師に対して、新生児担当医手当等を支給することによ

り、過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇改善を図る。 

アウトプット指標 周産期母子医療センター13 施設 
手当支給者数 122 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新生児医療担当医を確保し、NICU の体制を整えることで、多くの早産児等の

受け入れが可能となる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,195 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,666 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,657 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,828 

民 (千円) 

1,991 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,485 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

23,710 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 31 

事業名 東京都地域医療支援ドクター 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,421 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師の確保が困難な地域や診療科等に従事する医師を都が確保し、医

師不足が深刻な地域の医療機関に当該医師を派遣することにより、地

域の医療提供体制を支援する。 

アウトカム指標： 

 ・へき地町村が必要とする医師充足率 

 96.4％（H29.4.1）→100％（H35 年度末) 

・人口10万人あたり医師数 

 小児科17.4 産科・産婦人科11.6 救急科 3.6（各H26）→増加(H35

年度末） 

事業の内容  地域医療の支援に意欲を持つ医師を「東京都地域医療支援ドクター」

として都が採用し、医師不足が深刻な多摩・島しょの市町村公立病院

等に一定期間派遣する。  
 派遣期間（支援勤務）以外は、専門医・指導医等へのキャリアパス

を実現できるよう、本人の希望を踏まえて、都立病院等において専門

研修を実施する。 
 なお、派遣期間中は派遣先の市町村立公立病院等が派遣医師に対し

て給与と医師派遣手当を支給するが、医師派遣手当を支給した派遣先

町村に対して都が補助金を交付する。 
アウトプット指標 医師の確保が困難な地域への医師派遣６名 

 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師の確保が困難な地域への医師派遣により、都内医師の地域・診療

科偏在の解消を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,421 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,522 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,522 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,261 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等



（様式４：東京都） 
3,783 （再掲）（注２） 

(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

9,638 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 32 

事業名 病院勤務者勤務環境改善事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

207,839 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 都内の病院 

（国、独立行政法人、地方独立行政法人、都及び公益財団法人東京都

保健医療公社が設置する病院を除く） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院における長時間労働、当直、夜勤・交代制勤務等の労働環境によ

り離職を余儀なくされるケースや出産・育児等により離職する又は復

職が困難となるケースなどにより、医師及び看護師の確保が困難なた

め、勤務負担が増加している状況となっている。 

アウトカム指標： 医師数（医療施設の従事者）41,445 名（平成28 年

医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加 

看護職員数125,774 人（平成28 年衛生行政報告例<実数>）→増加 

事業の内容 １ 勤務環境改善及び再就業支援事業 
(1) 復職研修及び就労環境改善事業 

ア 復職研修事業 

イ 就労環境改善事業 

 (2) 相談窓口事業 

２ チーム医療推進の取組 

(1) 医師の事務作業を補助する職員（医師事務作業補助者）の配置に

伴う研修の実施 

(2) 助産師及び看護師の活用 
アウトプット指標 事業実施病院：52病院 
アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務環境改善に向けた病院独自の取組を支援し、さらなる勤務環境改

善を促進させ、病院の提供すべき医療体制に必要な医師及び看護師の

確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

207,839 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,959 

基金 国（Ａ） (千円) 

26,450 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,225 

民 (千円) 

24,491 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

39,675 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 



（様式４：東京都） 
その他（Ｃ） (千円) 

168,164 

(千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 33 

事業名 医療勤務環境改善支援センター事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,488 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

（医業経営コンサルタントの配置を行う「医業分野アドバイザー事業」

については、日本医業経営コンサルタント協会東京都支部へ委託） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

長時間労働、当直、夜勤・交代制勤務等の労働環境による離職がさら

なる労働環境の悪化と離職を招く悪循環となる事例もあり、医療の質

を低下させ、医療事故・訴訟リスクを高める要因にもなっている。 

アウトカム指標： 医師数（医療施設の従事者）41,445 名（平成28 年

医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加 

看護職員数125,774 人（平成28 年衛生行政報告例<実数>）→増加 

事業の内容 医療機関が自主的に行う医療従事者の勤務環境改善に資する取組を支

援するため、医療機関からの相談に対し、情報提供や助言等必要な援

助を実施する。医業経営アドバイザーと医療労務管理アドバイザーを

配置し、医療機関の多様なニーズに対し、専門的な支援を行う。 
【センターの業務内容】 
導入支援・組織力向上支援（訪問支援）、随時相談（電話相談・来所相

談）、調査、研修、広報 
アウトプット指標 センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数： 

12 医療機関 
アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問時における調査、ヒアリングによる課題抽出・現状分析や改善計

画策定支援、研修講師派遣等により、勤務環境改善のきっかけを提供

し、自院内での改善の取組を促進させる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,488 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

46 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,882 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

941 

民 (千円) 

1,836 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,823 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,836 

その他（Ｃ） (千円) 

9,665 



（様式４：東京都） 
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 34 

事業名 東京都地域医療支援センター事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,904 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

へき地を含む都内の医師の地域・診療科偏在解消に取り組むコントロ

ールタワーの確立 

アウトカム指標：  

・へき地町村が必要とする医師充足率 

 96.4％（H29.4.1）→100％（H35 年度末) 

・人口10万人あたり医師数 

 小児科17.4 産科・産婦人科11.6 救急科 3.6（各H26）→増やす

(H35 年度末) 

事業の内容 東京都地域医療対策協議会が策定した方針に基づき、都内医療機関の

実態調査、医療機関における医師確保支援、へき地医療等に従事する

医師のキャリア形成支援、医師確保対策に関する情報発信など、都の

特性を踏まえた医師確保対策を推進する。 
アウトプット指標 医師派遣数：30 名 

キャリア形成プログラム数：6 地域枠卒業生に対する参加医師数の割

合：100％ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療支援センター運営委員会を開催し、奨学金医師のキャリア形

成支援を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,904 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

81 

基金 国（Ａ） (千円) 

81 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

40 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

121 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,783 



（様式４：東京都） 
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 35 

事業名 院内助産所・助産師外来開設研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,149 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（医療機関へ委託） 

事業の期間 平成 30 年4月1日～平成31年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

産科・産婦人科を標榜する医療機関の減少、周産期医療を担う医師数の減少、ハイリ

スク出産の増加、晩婚化、高齢出産、不妊治療後の妊娠の増加などの背景に対して状

況等に応じて医師や助産師が役割分担を行うことで、医師の負担軽減及びハイリスク

妊婦への専念ができる環境をつくることにより安心・安全な出産ができる場の提供へ

とつながる。 

アウトカム指標：院内助産所・助産師外来設置医療機関 院内助産 7 施設 

助産師外来54施設（Ｈ29年度開設調査）→増加 

事業の内容 院内助産所・助産師外来の開設の促進や、院内助産所等における医療機関管理者及び

助産師の質の向上を図るため、院内助産所を開設しようとする医療機関管理者や院内

助産所等で助産や妊産婦の相談業務等に従事する医師や助産師等に対する研修を行う 

アウトプット指標 研修の受講に関しては、Ⅰ型の研修は各施設の医師・助産師・助産師が対象であり、 
Ⅱ型の研修は助産師対象としており、委託施設により異なるが、Ⅰ型は年１回、Ⅱ型 
は年２～４回実施予定。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講生が各施設で開設の中心となり、開設施設数増加にむけてというだけでなく

研修期間において受講施設間における情報交換や地域連携という観点でも相互に作用

があると考える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,149 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

170 

基金 国（Ａ） (千円) 

339 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

169 

民 (千円) 

169 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

508 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

169 

その他（Ｃ） (千円) 

1,641 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 

 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 36 

事業名 看護師等養成所運営費補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

595,034 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（保健師助産師看護師法による指定を受けた学校・養成所） 

事業の期間 平成30年４月１日～平成31 年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成を行うために要する経

費を補助することにより教育内容を充実させ、もって都内における看

護師等の充足を図り、都民の生命と安全の確保に寄与することを目的

としている。 

アウトカム指標： 看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届<実数>） 

→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 看護師等の学校又は養成所に対し、必要な経費を補助することによ

り教育内容の充実と都内の看護師等の充足を図る。 
アウトプット指標 補助対象課程数：42 
アウトカムとアウトプット

の関連 

補助金を施設運営に活用することで、看護教育の充実、資質向上及

び安定的な看護師の確保に資する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

595,034 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,783 

基金 国（Ａ） (千円) 

103,641 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

51,821 

民 (千円) 

99,858 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

155,462 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

439,572 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 37 

事業名 看護職員定着促進支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

55,689 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域       

   

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）  

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日  

背景にある医療・介護ニー

ズ 

大規模病院に比べて看護職員の離職率が高い 200 床未満の病院の看護

職員定着のための支援策が必要。 

アウトカム指標：看護職員数125,774 人（Ｈ28衛生行政報告例<実数>）

→増加(平成35年度末)（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 医療圏ごとに地域に密着した看護師等就業協力員を配置し、200 床未

満の病院を巡回訪問することで、勤務環境改善や研修体制構築に向け

た施設の取組に対する助言・支援等を行う。（アウトリーチ型支援） 
アウトプット指標 支援対象病院数：１３ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

支援対象病院における離職率の低下を図ることで、看護職員の定着促

進を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

55,689 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

161 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

80 

民 (千円) 

160 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

241 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

160 

その他（Ｃ） (千円) 

55,448 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 38 

事業名 新人看護職員研修体制整備事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

255,680 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 新人看護師研修体制整備事業：病院等 

新人看護師研修責任者等研修：東京都（東京都看護協会へ委託） 

新人看護職員多施設合同研修：東京都（東京都看護協会へ委託） 

事業の期間 平成 30 年4月1日～平成31年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院などにおいて、新人看護職員等が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修を

実施することにより、看護師の質の向上及び早期離職防止が求められている。 

アウトカム指標： 看護師離職率（2016 年病院看護実態調査〈新卒〉（日

本看護協会調査による）7.8％→低下 

事業の内容 ○「新人看護職員研修ガイドライン」に基づく新人看護職員研修の実施に必要な経費

を補助 
○新人研修プログラムの策定、企画及び運営に対する指導及び助言を行う「研修責任

者」及び、実際に研修を運営し、新人看護職員の評価や実施指導者への助言を行う教

育担当者を養成 
○新人看護職員の採用数が少ない病院に対し、他施設合同研修を実施 

アウトプット指標 新人看護職員研修実施施設数 １５４施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員研修体制整備が進むことで、看護の質の向上及び早期離職防止に

つながると考えられる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

255,680 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,938 

基金 国（Ａ） (千円) 

24,451 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,226 

民 (千円) 

18,513 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

36,677 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

630 

その他（Ｃ） (千円) 

219,003 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 39 

事業名 看護外来相談開設研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,619 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（医療機関へ委託） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療ニーズの多様化や人口減少、医師等の偏在などを背景として医療機関における医

療従事者の確保が困難な中、質の高い医療提供体制を構築するには、勤務環境の改善

を通じ、医療従事者が健康で安心して働くことができる環境整備を促進することが重

要である。その取組の一つとして、看護師の専門性を高めることで、チーム医療を推

進し医師の負担を軽減するとともに、看護師の勤務意欲を向上し定着を促進すること

で、医療従事者の確保を図ることが必要である。 

アウトカム指標： 看護外来相談実施施設数132施設（平成29年度調査）→増加 

事業の内容 看護外来相談等、看護職員の専門性を発揮するために強化すべき看護業務について看

護師等の研修の場を確保することにより、チーム医療のより一層の推進と、専門的な

看護の実践を通じた看護職員の意欲の向上を図ることで、定着促進につなげる。 

アウトプット指標 4 施設で8回の研修実施（90人の研修受講） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を受講した看護職員の離職率が低下し、医療機関における安定的な看護人材の確保につなが

る。また、講義研修に関しては、受講対象が医師や事務職等の職種も対象であり、他施設のノウ

ハウを学べるだけでなく参加施設間での情報交換や課題共有や連携等の機会にもつながる。さら

に、他職者が受講することで看護外来にむけての更なる理解が深まると考える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,619 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

246 

基金 国（Ａ） (千円) 

492 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

246 

民 (千円) 

246 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

738 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

246 

その他（Ｃ） (千円) 

1,881 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 40 

事業名 看護職員実習指導者研修 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

248,868 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域       

   

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）  

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日  

背景にある医療・介護ニー

ズ 

保健施設養成所、助産師養成所、看護師養成所若しくは准看護師養成

所の実習施設で実習指導者の任にある者又は将来これらの施設の指導

者となるような者等が、看護教育における実習の意義及び実習指導者

としての役割を理解し、効果的な実習指導を行うことで、看護職員の

資質向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：看護職員数125,774 人（Ｈ28衛生行政報告例<実数>）

→増加(平成35年度末)（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 厚生労働省医政局長通知（平成28年４月14日付医政発0414 第３号）

「保健師助産師看護師実習指導者講習会の実施要綱について」に基づ

く実習指導者講習会を実施する。 

アウトプット指標 実習指導者講習会の受講者数：225 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

実習指導者講習会の受講促進を促すことで、実習指導者の任にある者

による効果的な実習指導が可能になり、看護師の確保に資することが

できる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

248,868 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

469 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

234 

民 (千円) 

469 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

703 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

469 

その他（Ｃ） (千円) 

248,165 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 41 

事業名 看護職員地域確保支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

65,525 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域       

   

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）  

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日  

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進行、医療環境の変化による患者ニーズの高まりを受け、将

来における看護職員の不足が見込まれる中、潜在看護師に対しても多

様な職場での再就業を促進し、看護職員の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標： 看護職員数125,774 人（Ｈ28衛生行政報告例<実数>）

→増加(平成35年度末)（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 地域における看護職員の確保を図るため、離職中の看護職が身近な地

域の病院等で研修を行うことにより、看護職の再就業を支援する。 
アウトプット指標 地域就業支援病院数：２６病院 
アウトカムとアウトプット

の関連 

復職支援研修を受けた看護職員が病院等施設に再就業することで、看

護職員確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

65,525 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

557 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

278 

民 (千円) 

557 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

835 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

557 

その他（Ｃ） (千円) 

64,690 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 

 

平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 42 

事業名 看護師等教員養成研修 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,226 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 東京都（東京都福祉保健財団へ委託） 

事業の期間 平成30年4月1日～平成31 年3月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化、都民のニーズの多様化に伴い、対応できる看護職員を

養成するため、看護教員として必要な知識と技術を習得し、看護師等

養成所の教員指導能力を強化することで、看護職員の確保を図る必要

がある。 

アウトカム指標： 都内養成所卒業者（保助看業に就業した者）の都内

就業率→増加  

事業の内容 看護教育に必要な知識、技術を習得するための研修を実施する。 
（看護師学校養成所指定規則の教育内容を踏まえた教育内容・カリキ

ュラムにより実施） 
アウトプット指標 研修受講者数75名（長期45 名、短期30名） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

修了生が都内へ就業することで都の看護教育の向上につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,226 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,894 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

947 

民 (千円) 

1,894 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,841 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,894 

その他（Ｃ） (千円) 

28,385 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 43 

事業名 看護師等養成所施設設備整備費等補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,006,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 保健師助産師看護師法による指定を受けた学校・養成所 

事業の期間 平成30年４月１日～平成31 年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

都内における看護師等の充足を図り、都民の生命と安全の確保をし

ていく必要がある。 

アウトカム指標：看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届<実数>） 

→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 看護師等養成所の施設整備事業等に要する経費を補助 
 

アウトプット指標 整備費補助実施件数（１施設実施予定） 
 

アウトカムとアウトプット

の関連 

老朽化した看護師等養成所を別敷地に移転し、整備を図ることは、

看護師等の充足を図ることにつながると考える。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,006,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

57,537 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,769 

民 (千円) 

57,537 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

86,306 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

919,694 

備考（注３） 平成３０年度  3,452 千円     平成３１年度 41,427 千円 

平成３２年度 41,427 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 44 

事業名 看護師宿舎施設整備費補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,046,409 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 病院（看護業務の改善に積極的に取り組み、院内研修等独自に離職防

止対策を実施している病院） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員不足を解消するために、離職防止対策の一環として、看護

師宿舎の個室整備を行い、看護職員の離職防止を図っていく必要があ

る。 

アウトカム指標： 看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届<実数>）

→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 看護師宿舎の個室整備に伴う新築増改築及び改修に要する工事費又は

工事請負費（バルコニー、廊下、階段等教養部門を含む。）の補助 
アウトプット指標 整備補助対象施設件数 ２施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師宿舎を整備することにより、看護職員採用と離職防止を図る

ことは看護職員不足解消につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,046,409 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

58,476 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

29,238 

民 (千円) 

58,476 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

87,714 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

958,695 

備考（注３） 平成３０年度  ６７，３０６千円 平成３１年度 １２１，９５７千円 

平成３２年度 １２１，９５７千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 45 

事業名 看護師勤務環境改善施設整備費補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

748,210 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

194 頁 第４章Ⅳ 課題①～④ 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 病院（看護業務の改善に積極的に取り組み、院内研修等独自に離職防

止対策を実施している病院） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員不足を解消するために、離職防止対策の一環として、看護

職員の勤務環境改善に係る施設整備を行い、看護職員の離職防止を図

っていく必要がある。 

アウトカム指標： 看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届<実数>）

→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 看護職員の勤務環境改善に伴う、ナースステーション・処置室・カ

ンファレンスルームの施設整備に要する経費の補助 
アウトプット指標 整備補助対象施設数 ２施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

ナースステーション等を改修し、勤務環境改善していくことにより

看護職員の確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

748,210 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,893 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,947 

民 (千円) 

19,893 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,840 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

718,370 

備考（注３） 平成３０年度 3,150 千円 平成３１年度 13,345 千円 

平成３２年度 13,345 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 46 

事業名 病院内保育施設運営費補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

436,981 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 医療施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

①育児の必要のある医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進を

図るため、院内保育施設の運営体制を強化することが必要。 

②安静の確保に配慮する必要があり、集団保育が困難な児童を保育す

ることが必要 

アウトカム指標： 医師数（医療施設の従事者）40,769 名（平成26 年

医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加（H35 年度末）（人数については

需給推計に合わせて設定） 

看護職員数119,136 人（Ｈ26 業務従事者届<実数>）→増加(平成35 年

度末)（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 都内の病院及び診療所に勤務する職員のための保育室の運営費掛かる

費用のうち、人件費相当分を補助する。また、運営内容に応じて各種

加算を行う。 
アウトプット指標 院内保育施設運営施設数 121 施設（補助対象予定施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

保育室運営にかかる費用のうち、人件費相当分の補助と運営内容に応

じた各種加算を行うことにより、医療従事者の確保や離職防止及び再

就業の促進を図る。また、安静の確保が必要な集団保育の困難な児童

の保育を行う。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

436,981 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

82,106 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

41,053 

民 (千円) 

82,106 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

123,159 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 



（様式４：東京都） 
313,822  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 47 

事業名 病院内保育所整備補助 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,580 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

196 頁 第４章Ⅳ 課題④ライフステージに応じた勤務環境の実現 

201 頁 第５章２ 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

事業の実施主体 医療施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

育児の必要のある医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進を図

るため、院内保育施設を整備することが必要。 

アウトカム指標： 医師数（医療施設の従事者）40,769 名（平成26 年

医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加（H35 年度末）（人数については

需給推計に合わせて設定）、看護職員数119,136 人（Ｈ26業務従事者届

<実数>）→増加(平成35年度末) 

（人数については需給推計に合わせて設定） 

事業の内容 病院内保育所を新たに開設するために行う新築、増改築及び改修並び

に既存の病院内保育所の新築及び増改築に要する工事費及び工事請負

費に対し助成する。 
アウトプット指標 院内保育所整備施設数 １施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

院内保育所を整備することにより、医療従事者の確保、離職防止及び

再就業の促進を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,580 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,951 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

976 

民 (千円) 

1,951 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,927 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

12,653 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



（様式４：東京都） 
平成30年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅲ 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 48 

事業名 

子供の健康相談室 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

73,953 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
東京都全域 

地域医療構想において関連

する記述 

187 頁 第４章Ⅱ 課題①救急医療の充実 

199 頁 第５章１ 都民の役割  

事業の実施主体 東京都（民間企業及び公益社団法人東京都医師会へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

救急搬送件数が増加する中、子供の健康に関する不安や悩みの解消と

小児初期救急の前段階での安心を確保することで、真に救急医療を必

要とする患者に対し、適切な救急医療を提供する必要がある。 

アウトカム指標：東京都指定二次救急医療機関（小児科）54 施設（Ｈ

29 現在）→維持 

事業の内容 看護師や保健師等が専門的な立場から必要な助言や相談を行う小児患

者の保護者等向けの電話相談体制を整備することにより、地域の小児

救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、都における患者

の症状に応じた適切な医療体制の確保を図る。 
アウトプット指標 平成30年度予定相談件数 90,000 件 

（平成29 年度（12 月まで）67,676 件、平成28 年度68,630 件、平成

27年度36,544 件） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

電話相談の実施により、子供の健康に関する不安や悩みの解消と小児

初期救急の前段階での安心の確保を図ることで、救急医療機関の負担

を軽減でき、真に救急医療を必要とする患者への医療提供が可能にな

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

73,953 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,231 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,615 

民 (千円) 

3,231 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,846 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

3,231 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

69,107 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 



（様式４：東京都） 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



個票49

事業名 【総事業費】
7,475千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

7,475 公

国（Ａ）
4,983 4,983

都道府県（Ｂ）
2,492

計（Ａ＋Ｂ）
7,475

備考（注３）

・学校への訪問セミナーを年30回を実施し、累計800名以上の受講を目指す。
・夏休み期間中に職場体験を実施し、160名程度の参加を目指す。
・進路指導教諭向けのセミナーを、年２回を実施し、各回50名以上の参加を目指す。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（次世代の介護人材確保事業）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

不足する介護人材の将来に向けたすそ野拡大を妨げる、世間一般の介護職に対する一面
的なマイナスイメージを払拭する必要がある

アウトカム指標：事業の対象となる世代（中高生等）が将来的に職業の選択肢の一つと
して福祉業界を選択すること。

　介護現場の職員等が中学・高校を訪問し「福祉の仕事」の内容や魅力について語るセ
ミナーや、希望する生徒・児童を対象とした職場体験を実施する。また、高校生の介護
業界への就労を進めるため、高等学校の進路担当教諭を対象としたセミナーを開催し、
福祉・介護業界に関する情報などを提供する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　次世代を担う中高生等に介護の仕事のやりがいや魅力を伝えることで、福祉・介護に
興味・関心を持つ層を拡充し、将来的な介護職場への就職希望者の増を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

4,983

その他（Ｃ）



個票50

事業名 【総事業費】
　18,329千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

18,329 公

国（Ａ）
11,254

11,254
都道府県（Ｂ）

5,627

計（Ａ＋Ｂ）
16,881

1,448

備考（注３）

　就職フォーラム等大規模なイベントの来場者の増加を図るとともに、福祉人材セン
ターの認知度を高める。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）（総合的広報）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　介護職に対するマイナスイメージを払拭し介護の仕事のやりがいや魅力を広くアピー
ルするとともに、福祉人材確保の取組をより広く周知することにより、介護人材の育
成・確保につなげる。

アウトカム指標：人材センターの利用者数の増加を図り、福祉・介護業界への就職者数
の増加につなげていく。

　求職者及び広く都民を対象に、様々な媒体を駆使して福祉人材センター及びその事業
を総合的・一体的に広報する。

「事業に要する費用の額」における「その他（Ｃ）」1,448千円については、平成28年
度に造成した同基金を充当する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　人材センター及びその事業について広く周知し利用者の増加を図り、介護業界への求
職者数及び就職者数の増加につなげていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
        11,254

その他（Ｃ）



個票51

事業名 【総事業費】
35,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

35,000 公

国（Ａ）
23,333 23,333

都道府県（Ｂ）
11,667

計（Ａ＋Ｂ）
35,000

備考（注３）

・イメージアップキャンペーンに関連する普及啓発活動に接した者の、介護職・介護業
界に対するイメージの変化・改善率（アンケート等により計測）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

福祉の仕事イメージアップキャンペーン

都全域

東京都（企画提案方式により選定された事業者に委託の上実施）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

不足する介護人材の将来に向けたすそ野拡大を妨げる、世間一般の介護職に対する一面
的なマイナスイメージ

アウトカム指標：介護への未就労者の介護職・介護業界に対するネガティブイメージ
「将来に不安がある仕事である」（５７．２％）、「自分の仕事ぶりが正しく評価され
るとは思わない」（５２．９％）、「職場の雰囲気がよいとは思わない」（６４．
７％）（平成25年度　日本介護福祉士会調べ）を払しょくする。

 福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、都においては福祉・介護人材
確保の困難が継続する中、広く都民に対し、「福祉の仕事の魅力、やりがい」をアピー
ルすることにより、福祉・介護人材の確保を図るとともに、福祉・介護従事者の社会的
評価の向上を図る。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

本事業を通じて介護職・介護業へのイメージの向上を図ることで、世間一般に根強く残
るネガティブイメージを後年度にかけて払しょくする。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
         23,333

その他（Ｃ）



個票52

事業名 【総事業費】
　42,776千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

42,776 公

国（Ａ）
28,517 28,517

都道府県（Ｂ）
14,259

計（Ａ＋Ｂ）
42,776

備考（注３）

研修実施の企業数：１００か所

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

介護講師派遣事業（セカンドチャレンジＦＯＲシニア）

都全域

東京都（東京都福祉人材センターに委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

企業等が、主に退職前の従業員に対して、介護技術に関する研修等を実施する場合に、
介護福祉士養成施設の教員等を講師として派遣する。就職等を希望するシニアに対して
は、就職支援を行う。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

退職前のシニアに対して介護の魅力を伝え、技術を修得等させることで、介護業務への
参入促進を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

28,517

その他（Ｃ）



個票53

事業名 【総事業費】
　6,572千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

6,572 公

国（Ａ）
4,381 4,381

都道府県（Ｂ）
2,191

計（Ａ＋Ｂ）
6,572

備考（注３）

・パンフレット配布予定数　２０，０００部
・研修会受講予定者数　２００人×３回＝６００人

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

老健ショートステイ機能活用促進事業

都全域

都内の老健並びに関係者相互の連携により、老健のサービスの質の確保、向上に関する
調査、研究及び指導を行う法人

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

都内の高齢者の単身世帯や夫婦のみ世帯の増加傾向を踏まえ、介護老人保健施設が高齢
者の在宅生活の支援により一層貢献できる施設となるために、その機能の活用促進を図
る。

アウトカム指標：地域の介護支援専門員等の老健ショートに対する理解の促進

・ショートステイ情報基盤構築
・地域の介護支援専門員や病院関係者等を対象とする老健理解促進のためのパンフレッ
ト作成
・地域の介護支援専門員や病院関係者等を対象とする老健活用促進のための研修会開催

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

老健ショートステイに関する情報提供の取組を支援することで、高齢者の在宅生活を支
える仕組みの充実化を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

4,381

その他（Ｃ）



個票54

事業名 【総事業費】
19,271千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

19,271 公

国（Ａ）
12,847

12,847
都道府県（Ｂ）

6,424

計（Ａ＋Ｂ）
19,271

備考（注３）

事業利用者数１，６００名（体験者一人当たり３日まで、延４，８００人日）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業

介護人材確保対策事業（職場体験）

都全域

東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

介護業務の体験を希望する者に、介護体験相談員が個々の要望を踏まえた相談及び体験
職場の案内を行うことで、介護業務のネガティブなイメージを払拭するとともに、早期
離職による介護人材流出を防止することにより、福祉・介護人材の安定的な参入促進を
図る。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

職場体験によって、介護業務のネガティブなイメージを払拭することで、介護人材の安
定的な参入促進を図ることで、介護職員の不足の解消を目指す。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）
民

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

12,847

その他（Ｃ）



個票55

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,334 33,334

都道府県（Ｂ）
16,666

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）参入促進のための研修支援
（小項目）介護福祉士養成課程にかかる介護実習支援事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護福祉士養成課程
に係る介護実習支援事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される介護福祉士養成課程に係る介護実習支援のための
事業について補助を行う。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,334

その他（Ｃ）



個票56

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,334 33,334

都道府県（Ｂ）
16,666

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）参入促進のための研修支援
（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（介護未経験者に対す
る研修支援事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される介護未経験者に対する研修について補助を行う。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,334

その他（Ｃ）



個票57

事業名 【総事業費】
126,959千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

126,959 公

国（Ａ）
23,433

23,433
都道府県（Ｂ）

11,717

計（Ａ＋Ｂ）
35,150

91,809

備考（注３）

事業利用者数８００名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業

介護人材確保対策事業（初任者研修資格取得支援）

都全域

東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

学生に対して、無料の介護職員初任者研修を開講して就職先の選択肢を拡大させるとと
もに、介護業界への就労を希望する者に対して資格取得を支援することにより、介護分
野の人材確保と定着を図る。

「事業に要する費用の額」における「その他（Ｃ）」91,809千円については、平成27年
度に造成した同基金を充当する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

就職先の選択肢を拡大させるとともに、介護業界への就労を希望する者に対して資格取
得を支援することにより、介護分野の人材確保と定着を図ることで、介護職員の不足の
解消を目指す。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）
民

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

23,433

その他（Ｃ）



個票58

事業名 【総事業費】
1,943,496千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

1,943,496 公

国（Ａ）
912,870

912,870
都道府県（Ｂ）

456,535

計（Ａ＋Ｂ）
1,369,405

574,191

備考（注３）

事業利用者数１，０００名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業

介護人材確保対策事業（介護職員就業促進）

都全域

東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

平成30年度、平成31年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

介護業務への就労を希望する者のうち、安定した生活を営む環境にない者を対象とし
て、介護施設等での雇用確保と資格取得支援を合わせて行い、介護分野へ人材を誘導す
るとともに即戦力を確保する。

「事業に要する費用の額」における「その他（Ｃ）」574,191千円については、平成27
年度、平成28年度及び平成29年度に造成した同基金を充当する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

トライアル雇用を実施することで、介護分野へ人材を誘導するとともに即戦力を確保す
ることで、介護職員の不足の解消を目指す。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）
民

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

912,870

その他（Ｃ）



個票59

事業名 【総事業費】
　28,829千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

28,829 公

国（Ａ）
19,219

19,219
都道府県（Ｂ）

9,610

計（Ａ＋Ｂ）
28,829

備考（注３）

　相談支援事業による相談件数について、年間1,500件の利用実績を想定。また、メン
タルヘルス講習会を年２回実施。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（人材定着・離職防止に向けた相談支援）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　介護業界は中小事業者が多く、職場の人間関係の悩み等を相談しづらいことなどか
ら、他産業と比較して離職率が高い状況がある。

アウトカム指標：介護職員の離職率の減

　福祉・介護従事者の悩みを横断的に受け付ける相談窓口（電話・面談）を設置すると
ともに、メンタルヘルス講習会を開催し心身の不調を事前に予防する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　専門の相談員や臨床心理士等の専門職が従事者の不安を的確に把握・解消すること
で、職員の離職の防止を図るとともに、メンタルヘルス講習会等を通して従事者が辞め
にくい職場づくりを推進し、離職率の減を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
         19,219

その他（Ｃ）



個票60

事業名 【総事業費】
　11,472千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

11,472 公

国（Ａ）
7,648

7,648
都道府県（Ｂ）

3,824

計（Ａ＋Ｂ）
11,472

備考（注３）

福祉の仕事就職フォーラムを年2回実施し、累計1,000名以上の参加を目指す。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）
（福祉の仕事就職フォーラム）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

 介護業界は他産業に比較しても人材不足が深刻な状況であり、特に都では他産業との
人材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。

アウトカム指標：福祉・介護業界への就職者数の増

 他産業と同等の活気ある大規模説明会を開催し、福祉系のみならず福祉系以外の学生
等多様な層に対し幅広く介護の仕事の内容と魅力を伝え、福祉・介護業界への就職者の
増加を図る。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　大規模な合同就職説明会を開催し、求職者の就職活動を一体的に支援するとともに、
福祉・介護の仕事の魅力を発信することにより、介護業界への就職者を増やす。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
         7,648

その他（Ｃ）



個票61

事業名 【総事業費】
　12,411千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

12,411 公

国（Ａ）
8,274

8,274
都道府県（Ｂ）

4,137

計（Ａ＋Ｂ）
12,411

備考（注３）

合同就職説明会について、年２回実施し、計200名以上の来場者を目指す。　

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）
（福祉人材確保ネットワーク事業）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

 介護業界は他産業に比較しても人材不足が深刻な状況であり、特に都では他産業との
人材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

 一定の基準を満たした複数の社会福祉法人等がネットワークを組み、合同就職説明
会、合同研修、人材交流を実施する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　複数の法人が連携し、法人の枠を超えた合同就職説明会・合同研修・人材交流を実施
することで、中小事業所のデメリットを補完し、人材の確保・育成・定着を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
          8,274

その他（Ｃ）



個票62

事業名 【総事業費】
　6,276千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

6,276 公

国（Ａ）
4,184

4,184
都道府県（Ｂ）

2,092

計（Ａ＋Ｂ）
6,276

備考（注３）

未実施地区の新規開拓（2地区程度）を含め年間25回程度の面接会を開催する。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）
（地域密着面接会）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

特にパートタイム勤務に多い、身近な地域での求人・求職のニーズに応える。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

区市町村社協、ハローワーク等と連携し、開催地域の事業者が集う地域密着型の面接会
を開催する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　地域をあらかじめ絞った相談会を実施することで、勤務地のミスマッチが少ない条件
での求職活動を支援し、就職者を増やす。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
        4,184

その他（Ｃ）



個票63

事業名 【総事業費】
43,039千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

43,039 公

国（Ａ）
28,693

28,693
都道府県（Ｂ）

14,346

計（Ａ＋Ｂ）
43,039

備考（注３）

・他社協・学校等での出張相談について、12か所以上での実施を目指す。
・「採用活動支援研修会」について、年5回程度開催し、各回50名以上の参加を目指
す。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）
（マッチング強化策）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　福祉・介護分野は他産業に比して人材確保が困難な状況にある。今後さらに都内の介
護人材の育成確保を進めるため、事業者側・求職者側双方へアプローチする機会を拡大
し、採用活動や職場環境づくり、就職活動に関する能力の向上をそれぞれ支援する必要
がある。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

　福祉人材センターの相談員がハローワーク等に出向き、求職者の相談に応じ就職を支
援するとともに、事業者の求人開拓を行う。また、福祉・介護事業者の採用担当者向け
セミナーを開催し、効果的な職員採用のノウハウなどを提供する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　ハローワークや大学等への出張相談により、求職者にとって身近な地域でのマッチン
グを推進するとともに、求人事業者の採用力を高めることで、福祉・介護業界への就職
者を増やす。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
        28,693

その他（Ｃ）



個票64

事業名 【総事業費】
　28,584千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

28,584 公

国（Ａ）
19,056

19,056
都道府県（Ｂ）

9,528

計（Ａ＋Ｂ）
28,584

備考（注３）

事業所に対する各種研修支援：登録講師派遣416回
相談支援業務

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（事業所に対する各種育成支援）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

人材不足・高い離職率とされる介護人材の確保育成を目指す。

アウトカム指標：2025年問題を見据えた、質の高い人材、事業所、施設の確保

事業所に対する各種研修支援
　研修支援アドバイザーが研修実施や研修体系構築に向けた事業所からの相談に応じ助
言等を行う。また、事業所からの要請に応じて登録した講師を派遣し、研修実施を支援
する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

相談・助言の結果、研修計画策定や実施に向けて改善された点を確認、人材育成や事業
所の支援につなげる。また、講師派遣回数を増やすことで、受講事業所数ならびに受講
者数も増、人材確保育成につながる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
         17,359

その他（Ｃ）



個票65

事業名 【総事業費】
141,505千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

141,505 公

国（Ａ）
94,337

94,337
都道府県（Ｂ）

47,168

計（Ａ＋Ｂ）
141,505

備考（注３）

１・２号研修：４８０名、３号研修：２，４６０名

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業

都全域

東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

都内の介護保険事業所等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアが提供できるよ
う、たんの吸引等ができる介護職員等を養成する研修を実施する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

研修を実施することで、都内の介護保険指定事業所等で喀痰吸引等のケアが適切に実施
される体制を構築する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）
民

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

94,337

その他（Ｃ）



個票66

事業名 【総事業費】
　30,243千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

30,243 公

国（Ａ）
20,162

20,162
都道府県（Ｂ）

10,081

計（Ａ＋Ｂ）
30,243

備考（注３）

研修受講予定人数（平成３０年度）
　介護支援専門員実務研修　２，３１７人
　介護支援専門員専門研修　４，２６２人
　介護支援専門員更新研修　２，４１５人
　介護支援専門員再研修　　　　５４１人
　主任介護支援専門員研修　　　２７０人
　主任介護支援専門員更新研修　１，１４６人

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その３）

介護支援専門員研修事業

都内全域

①介護支援専門員実務研修・介護支援専門員更新研修・介護支援専門員再研修
　公益財団法人東京都福祉保健財団
②介護支援専門員現任研修（専門研修Ⅰ）
　公益財団法人総合健康推進財団
③介護支援専門員現任研修（専門研修Ⅱ）
　特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会
④介護支援専門員現任研修（実務従事者基礎研修）（Ｈ27年度で終了）
　特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会
⑤主任介護支援専門員研修
　東京都（委託先：特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会）
⑥主任介護支援専門員更新研修
　東京都（委託先：特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

介護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を徹底し、専
門職としての専門性を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメ
ントの実現に資する。

アウトカム指標：介護支援専門員登録者数
56,247人(H29.4.1現在）⇒ 58,564人（H31.3.31推計）（2,317人増）

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識及び技能を有する介護支
援専門員を養成するとともに、更なる質の向上を図る研修を実施する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

研修を実施することで、介護支援専門員の確保及び養成につながる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

民基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注２）

20,162

その他（Ｃ）



個票67

事業名 【総事業費】
　8,714千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

8,714 公

国（Ａ）
5,809 5,809

都道府県（Ｂ）
2,905

計（Ａ＋Ｂ）
8,714

備考（注３）

研修受講予定人数（平成３０年度）
　　主任介護支援専門員　３２９人
　　区市町村職員　　　　１２４人
                      計４５３人（３日×３コース）

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事業（その３）

自立支援・重度化防止等に向けた介護支援専門員研修事業

都全域

東京都（ＮＰＯ法人東京都介護支援専門員研究協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

介護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を徹底し、専
門職としての専門性を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメ
ントの実現に資する。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる在宅医療等の必要量（１９７，２７７人／
日）への対応

医療等の多様な視点からのアセスメント及びサービス提供を展開するための実践的な知
識・技術の習得を図ることにより、高齢者の自立支援と要介護状態等の重度化防止及び
在宅療養に係る推進役を育成する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

研修を実施することで、主任介護支援専門員の専門性向上及び保険者機能強化のための
区市町村支援につながる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

5,809

その他（Ｃ）



個票68

事業名 【総事業費】
7,948千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

7,948 公

国（Ａ）
5,299 5,299

都道府県（Ｂ）
2,649

計（Ａ＋Ｂ）
7,948

備考（注３）

都内24区市町村各3名程度に研修を実施。（平成29年度から平成31年度までの3年間で62
区市町村に実施。）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

暮らしの場における看取り支援事業

都全域

東京都（研修部分について外部に委託予定）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

住み慣れた暮らしの場における看取りを支援する。

アウトカム指標：医療・介護従事者等の看取り期のケアへの実践力の底上げ・各地域の
研修リーダーの増加

医療・介護従事者等を対象に、暮らしの場における看取りについて、具体的な事例をも
とにチームで検討するなど、実践的な内容の研修を実施。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

医療・介護従事者等を対象に、暮らしの場における看取りについて、具体的な事例をも
とにチームで検討するなど、実践的な内容の研修を実施し、看取り期のケアへの実践力
の底上げ・各地域の研修リーダーの増加を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注２）
         5,299

その他（Ｃ）



個票69

事業名 【総事業費】
17,697千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

17,697 公

国（Ａ）
11,798

11,798
都道府県（Ｂ）

5,899

計（Ａ＋Ｂ）
17,697

備考（注３）

アセッサー講習受講者支援880人

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その２）

東京都介護職員キャリアパス導入促進事業

都全域

東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

キャリアパスの導入の一環として、介護キャリア段位制度を活用し、レベル認定者に対
する認定手当相当額を支給した事業所に対し、補助する。あわせて、キャリアパスの導
入を効果的に行うため、管理者等に対するセミナーを開催する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

介護事業所にキャリアパスの導入を促し、職員がキャリアアップを図れる環境を実現
し、専門的人材の育成を図るとともに、人材の定着促進につなげる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注２）
         11,798

その他（Ｃ）



個票70

事業名 【総事業費】
　10,856千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

10,856 公

国（Ａ）
7,237 7,237

都道府県（Ｂ）
3,619

計（Ａ＋Ｂ）
10,856

備考（注３）

管理者研修：21名
リーダー研修：101名

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

ユニットケア研修

都全域

東京都（都が日本ユニットケア推進センター及び全国個室ユニット型施設推進協議会へ
委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

現状、ユニット設置数に対して、研修受講者が多い状況であるが、施設職員の転退職等
により、ユニットケア研修を受講した職員を配置することが困難な場合があり、１施設
において複数相当の養成が必要である。また、全国的にユニット化率が低く、ユニット
ケアのノウハウの蓄積、ケアへの浸透が困難な状況にあり、一層の技術支援が必要であ
る。

アウトカム指標：平成37年度までに、ユニット化率37％の達成

ユニットケア施設の管理者及び職員に対し、ユニットケアに関する研修等を実施する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

研修を実施することで、都内のユニット化を推進するとともに、各施設において多くの
ユニットリーダーを養成することで、ユニットケアの質の向上を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

7,237

その他（Ｃ）



個票71

事業名 【総事業費】
　193千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

193 公

国（Ａ）
128 128

都道府県（Ｂ）
65

計（Ａ＋Ｂ）
193

備考（注３）

感染症対策指導者養成研修において、500施設以上の参加。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

感染症対策指導者養成研修事業

都全域

東京都

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

都内における高齢者施設での感染症の発生及び拡大を防止するため、施設管理者及び感
染症対策担当等を対象に感染症対策に関する研修を実施する。

アウトカム指標：感染症の発生防止とともに、発生時に適切な対応ができる施設内体制
を整備している高齢者施設の増加

特別養護老人ホーム等における施設管理者及び感染症対策担当者を対象に、感染症対策
に関する研修を実施。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

特別養護老人ホーム等において感染症の発生を防止するとともに、発生時に適切な対応
ができるような施設内体制を整備する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

128

その他（Ｃ）



個票72

事業名 【総事業費】
25,125千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

25,125 公

国（Ａ）
16,750 16,750

都道府県（Ｂ）
8,375

計（Ａ＋Ｂ）
25,125

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている
　　　場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲する
　　　こと。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記
　　　載すること。

本事業の活用により、日本語能力及び介護技術の習得を目指す。

技能実習に必要な日本語教育及び介護技術の習得にかかる経費を補助することで、日本
語能力及び介護技術を身に付けるとともに、より一層、技能実習生が利用者や他の介護
職員等と適切にコミュニケーションを図ることができる能力を確保し、介護サービスの
質を担保することが可能になる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

16,750

その他（Ｃ）

背景にある医療・介護
ニーズ

開発途上地域等への技能等の移転を図り、その経済発展を担う「人づくり」に協力する
趣旨から、都内の特養・老健等で外国人技能実習生を受入れる場合に、技能実習に必要
な日本語教育及び技術の習得が円滑に実施されるよう高齢者福祉施設を支援する。

アウトカム指標：実習開始から６か月を経過した場合に、介護報酬上の配置基準の介護
職員とみなす取り扱いとされていることから、技能実習生が利用者や他の介護職員等と
適切にコミュニケーションを図ることができる能力を確保し、介護サービスの質を担保
する。

外国人技能実習制度に基づく介護職種の技能実習生が、在留期間（上限は５年）内に、
高齢者福祉施設で技能の習得ができるよう、民間福祉施設に対し介護技能移転に伴う教
育経費及び日本語学習に要する経費の一部の補助を行う。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入支援事業

都全域

東京都

平成30年度



個票73

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,334 33,334

都道府県（Ｂ）
16,666

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,334

その他（Ｃ）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（多様な人材層に対す
る介護人材キャリアアップ研修支援事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される多様な人材層に対する介護人材キャリアアップの
研修ついて補助を行う。



個票74

事業名 【総事業費】
　92,781千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

92,781 公

国（Ａ）
22,247

22,247
都道府県（Ｂ）

11,123

計（Ａ＋Ｂ）
33,370

59,411

備考（注３） 「事業に要する費用の額」における「その他（Ｃ）」59,411千円については、平成28年
度に造成した同基金を充当する。

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

介護職員のキャリアアップを促進し、介護人材の定着を図ることで、介護職員の不足の
解消を目指す。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

　　　　22,247

その他（Ｃ）

約１００名（延３５，７９５時間）

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）研修代替要員の確保支援
（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業

代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業

都全域

東京都（人材派遣会社へ委託）

平成30年度、平成31年度

背景にある医療・介護
ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万５千人の介護職員の不足の解消

都内の介護事業所等が、介護職員に資質向上を図るための研修を受講させる場合、都受
託人材派遣会社から代替職員を当該事業所へ派遣する。



個票75

事業名 【総事業費】
　24,662千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

24,662 公

国（Ａ）
16,441

16,441
都道府県（Ｂ）

8,221

計（Ａ＋Ｂ）
24,662

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　民間のスキルを生かしたキャリアカウンセリングや就職支援セミナー等きめ細やかな
支援を行うことで、潜在的有資格者の介護職場への円滑な就労を支援する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
 

16,441

その他（Ｃ）

就職者数について、年間800名を目指す。

事業の区分
５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）潜在有資格者の再就業促進
（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業

福祉人材センターの運営（事業運営費）
（民間就職支援アドバイザー）

都全域

東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

介護業界は他産業に比較しても人材不足が深刻な状況であり、特に都では他産業との人
材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。こうした中、資格を有しながら
介護等の業務に従事していない潜在的介護福祉士は平成24年度に全国に約50万人と推計
され、潜在的有資格者の再就職支援への取組が求められている。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

民間就職支援アドバイザーが、個々の求職者に対してキャリアカウンセリングを行うと
ともに、履歴書の書き方など求職活動に必要なノウハウを伝える就職支援セミナーを開
催する。



個票76

事業名 【総事業費】
　10,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

10,000 公

国（Ａ）
6,667 6,667

都道府県（Ｂ）
3,333

計（Ａ＋Ｂ）
10,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

6,667

その他（Ｃ）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）離職した介護人材ニーズ把握のための実態調査事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（離職した介護人材
ニーズ把握のための実態調査事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される離職した介護人材ニーズ把握のための実態調査に
ついて補助を行う。



個票77

事業名 【総事業費】
　48,056千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

48,056 公 2,670

国（Ａ）
32,037 29,367

都道府県（Ｂ）
16,019

計（Ａ＋Ｂ）
48,056

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

かかりつけ医や看護師等に認知症対応力向上研修を実施することで、認知症の疑いがあ
る人への早期対応、認知症の人の行動・心理症状や身体合併症等への適切な対応等が可
能となり、地域における医療提供体制が整備される。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

29,367
その他（Ｃ）

以下の研修を実施する。
・かかりつけ医認知症研修　60名×12センター＝720名
・看護師認知症対応力向上研修Ⅰ　120名×12センター＝1,440名

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

認知症疾患医療センター運営事業

都全域

東京都（以下の都内12か所の認知症疾患医療センターに委託して実施）
①順天堂医院、②荏原病院、③松沢病院、④浴風会病院、⑤東京都健康長寿医療セン
ター、⑥大内病院、⑦順天堂東京江東高齢者医療センター、⑧青梅成木台病院、⑨平川
病院、⑩立川病院、⑪杏林大学医学部附属病院、⑫山田病院

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症の人が住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らしく暮らし続けることができる
よう、認知症の人とその家族の地域生活を支える医療体制が必要。

アウトカム指標：かかりつけ医、病院勤務の医療従事者、地域包括支援センターの職員
等、地域の医療従事者等の認知症対応力向上が図られている。

　12か所の都内地域拠点型認知症疾患医療センターを、二次保健医療圏における人材育
成の拠点とし、各種研修を実施することにより、地域の認知症対応力向上を図る。



個票78

事業名 【総事業費】
64,785千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

64,785 公

国（Ａ）
43,190 43,190

都道府県（Ｂ）
21,595

計（Ａ＋Ｂ）
64,785

0

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

研修の実施により、都内全体の認知症ケアに携わる医療専門職等の認知症対応力が向上
し、認知症高齢者等を地域で支えるための体制が構築される。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

43,190

その他（Ｃ）

以下の研修を実施する。
・認知症サポート医フォローアップ研修　各250名程度（年4回）
・認知症疾患医療センター職員研修　120名程度（年1回）
・認知症地域対応力向上研修　各140名程度（年2回）
・認知症多職種協働研修講師養成研修　130名程度（年1回）
・島しょ地域の認知症対応力向上研修　3町村

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

認知症支援推進センター運営事業

都全域

東京都（東京都健康長寿医療センターに委託して実施）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：認知症ケアに携わり、認知症高齢者等を地域で支える都内全体の医
療・介護専門職等の認知症対応力の向上

各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組を支援するとともに、各種研修を実
施することにより、認知症ケアに携わる医療従事者等の都内全体のレベルアップを図
る。



個票79

事業名 【総事業費】
　38,300千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

38,300 公

国（Ａ）
25,533 25,533

都道府県（Ｂ）
12,767

計（Ａ＋Ｂ）
38,300

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症の人の介護に関する研
修を実施することにより、認知症介護の技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を養
成し、もって認知症の人に対する介護サービスの充実を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注２）

25,533

その他（Ｃ）

以下の研修を実施する。
①認知症介護実践者研修　1,600名（80名×20回）
②認知症介護実践リーダー研修　300名（50名×6回）
③認知症対応型サービス事業開設者研修　70名（35名×2回）
④認知症対応型サービス事業管理者研修　420名（70名×6回）
⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　80名（20名×4回）
⑥認知症介護基礎研修　1,600名（80名×20回）
⑦認知症介護指導者養成研修　30名
⑧認知症介護指導者フォローアップ研修　3名

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

認知症介護研修事業

都全域

東京都（以下の団体に委託して実施）
・社会福祉法人東京都社会福祉協議会
(認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症対応型サービス事業開設
者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担
当者研修、認知症介護基礎研修)
・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター
(認知症介護指導者養成研修、認知症介護指導者フォローアップ研修)

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症の人への介護に当たっては、認知症のことをよく理解し、本人主体の介護を行う
ことで、できる限り認知症の進行を緩徐化させ、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を予防で
きるような形でサービスを提供することが求められている。

アウトカム指標：
上記のような良質な介護を担うことができる人材を質・量ともに確保できている。

　高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症の人の介護に関する研
修を実施することにより、認知症介護の技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を養
成し、もって認知症の人に対する介護サービスの充実を図る。



個票80

事業名 【総事業費】
　22,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

22,000 公

国（Ａ）
14,667 14,667

都道府県（Ｂ）
7,333

計（Ａ＋Ｂ）
22,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チーム員がその役割を担うための知識・
技能の習得をすることにより、認知症専門医による指導の下に早期診断、早期対応の体
制が地域包括支援センター等に整備される。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

14,667その他（Ｃ）

以下の研修を実施する。
・認知症初期集中支援チーム員研修　360名
・認知症地域支援推進員研修　200名

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

認知症初期集中支援チーム員等研修事業

都全域

東京都（以下の団体に委託して実施）
・国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（認知症初期集中支援チーム員研修）
・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター（認知症地域支援推進員研
修）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：
すべての区市町村に認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チームが配置され、
それぞれの役割を担うための質が確保されている。

すべての区市町村に配置されている認知症地域支援推進員及び認知症初期集中支援チー
ム員がその役割を担うための知識・技能の受講促進を図る。



個票81

事業名 【総事業費】
　19,828千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

19,828 公

国（Ａ）
13,219 13,219

都道府県（Ｂ）
6,609

計（Ａ＋Ｂ）
19,828

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

歯科医師、薬剤師、看護職員の認知症の早期発見や医療における認知症への対応力の向
上により、認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供を図る。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

13,219

その他（Ｃ）

以下の研修を実施する。
・歯科医師認知症対応力向上研修：600名（200名×年3回）
・薬剤師認知症対応力向上研修：1,000名（500名程度×年2回）
・看護師認知症対応力向上研修
　　看護師認知症対応力向上研修Ⅱ：700名（180名程度×年4回）
　　看護師認知症対応力向上研修Ⅲ：150名（年1回）

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業

都全域

・歯科医師認知症対応力向上研修：
　東京都（公益社団法人東京都歯科医師会に委託して実施）
・薬剤師認知症対応力向上研修：
　東京都（公益社団法人東京都薬剤師会との共催で実施）
・看護職員認知症対応力向上研修：
　東京都（一部研修を東京都健康長寿医療センターに委託して実施）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：
地域の医療機関、認知症疾患医療センター、地域包括支援センター等と日常的な連携機
能を有する歯科医師・薬剤師・看護職員の認知症対応力の向上

関係団体等と連携して、歯科医師向け、薬剤師向け、看護職員向けの研修を実施する。



個票82

事業名 【総事業費】
　1,095千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

1,095 公

国（Ａ）
730 1,095

都道府県（Ｂ）
365

計（Ａ＋Ｂ）
1,095

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

認知症支援に係る体制づくり等を担う指導者に研修を実施することで、認知症の初期か
ら地域において適切な支援が受けられる体制の構築が図られる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）

1,095

その他（Ｃ）

認知症地域づくり支援研修を年１回（定員１５０名程度）を開催する。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

認知症とともに暮らす地域あんしん事業

都全域

東京都（東京都健康長寿医療センターに委託して実施）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

認知症になっても地域で安心して暮らすことができるよう、認知症(軽度認知障害を含
む。以下同じ。)の初期から、地域において適切な支援が受けられる体制を構築する必
要がある。
アウトカム指標：認知症に係る体制づくり等を担う指導者（認知症地域支援推進員等。
以下同じ。）による、認知症の初期段階から支援ができる地域づくりの推進。

認知症に係る体制づくり等を担う指導者が、認知症とともに暮らす地域づくりを行うに
あたって必要な知識及び技術の習得を図る。



個票83

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,334 33,334

都道府県（Ｂ）
16,666

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,334

その他（Ｃ）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（認知症ケアに携わる
人材の育成のための研修事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業
について補助を行う。



個票84

事業名 【総事業費】
　17,043千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

17,043 公

国（Ａ）
11,362 11,362

都道府県（Ｂ）
5,681

計（Ａ＋Ｂ）
17,043

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

各区市町村が生活支援コーディネーターを適切に配置し、効果的な取組が行えるよう支
援することで、地域に必要な生活支援サービスを創出する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

11,362

その他（Ｃ）

①初任者研修受講人数
　３か年で６００名程度
②現任者研修
　３か年で１８０名程度

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

生活支援体制整備強化事業

都全域

東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託して実施）

平成３０年度

背景にある医療・介護
ニーズ

生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高齢者の社会参加の推進によって、高齢
者が地域において安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：
全６２区市町村で生活支援体制整備事業が地域の実情に応じて実施され、必要な生活支
援サービスが充足

各区市町村の生活支援コーディネーター等に対し、生活支援コーディネーター及び協議
体に求められる役割・機能や、サービス開発の手法、地域の多様な主体との連携の必要
性等について理解し、業務を行う上で必要な知識及び技能の習得・向上を図る研修（初
任者研修及び現任者研修）を実施する。



個票85

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,333 33,333

都道府県（Ｂ）
16,667

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,333

その他（Ｃ）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）人材育成力の強化
（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（新人介護職員に対す
るエルダー、メンター制度等導入支援事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等
導入支援のための事業について補助を行う。



個票86

事業名 【総事業費】
　17,043千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

139,257 公 8,445

国（Ａ）
92,838 84,393

都道府県（Ｂ）
46,419

計（Ａ＋Ｂ）
139,257

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

指定関係手続の中で、労働関係法令の順守を周知徹底することにより、介護事業所の職
場環境の改善を援助する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

84,393

その他（Ｃ）

介護保険制度において、サービス提供の主体となるサービス提供事業者を指定するとと
もに、指定事業者等に関する情報を都民や区市町村等に幅広く提供する。
介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図るため、新規事業者研修（年12回）及び指定
更新対象事業者研修（年２回）において、東京労働局職員による講義を設ける。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）勤務環境改善支援
（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業
（事業者指定・事業者情報提供事業）

都全域（八王子市を除く）

東京都（一部東京都福祉保健財団に委託して実施）

平成３０年度

背景にある医療・介護
ニーズ

事業者指定等の事務を効率的に実施し、事業者支援の取組みの拡充や、介護サービスの
質の向上を図るとともに、介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図る。

アウトカム指標：労働関係法令順守の徹底を図ることによる適切な職場環境の創出

１　介護事業者指定事務等
（１）新規指定事業所の指定及び公示
（２）廃止届出事業所の公示
（３）指定更新事業所の審査、更新決定
（４）事業所の事業運営に対する適切な援助
２　介護事業者情報提供
　事業者等管理台帳システムの運用・改修



個票87

事業名 【総事業費】
　50,000千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

50,000 公

国（Ａ）
33,333 33,333

都道府県（Ｂ）
16,667

計（Ａ＋Ｂ）
50,000

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

　各区市町村のそれぞれの特色を生かした先行的な取組事例を横展開し、区市町村にお
ける施策検討に資するような情報提供を図っていく。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

33,333

その他（Ｃ）

　本事業の活用により、都内全域の区市町村で各地域の特色に応じた介護人材確保の取
組がより一層促進されることを目指す。

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）勤務環境改善支援
（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助金（管理者等に対する雇
用管理改善方策普及・促進事業）

都全域

都内区市町村

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

　地域医療介護総合確保基金を活用し、区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行
い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成をすすめる。

アウトカム指標：都内区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保の取組の促進

　地域医療介護総合確保基金をもとに「東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補助
金」を設立し、区市町村で実施される管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進の
ための事業について補助を行う。



個票88

事業名 【総事業費】
　7,500千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

7,500 公

国（Ａ）
5,000 5,000

都道府県（Ｂ）
2,500

計（Ａ＋Ｂ）
7,500

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

次世代介護機器の導入支援及び普及啓発を実施することで、次世代介護機器の適切な使
用及び効果的な導入を促し、職場環境の改善が期待できる。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

5,000

その他（Ｃ）

次世代介護機器導入経費の補助　１５か所

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）
（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業・介護ロボット導入支援
事業

次世代介護機器の活用支援事業

都全域

東京都

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

地域包括ケアシステムの構築に向け、介護職員の定着支援及び高齢者の生活の質の向上
を図る。

アウトカム指標：
次世代介護機器導入施設における介護従事者の負担軽減及び介護の質の向上を図る。

1　導入経費補助の実施
介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など、介護環境の改善に資する次世代介
護機器の導入に必要な経費の一部を補助する。
2　次世代介護機器の普及啓発
（１）セミナー・公開見学会の開催
優秀事例の紹介、専門家の講演や体験使用のできるセミナーを開催し、理解を深める機
会を提供する。また、モデル施設となった２施設の公開見学会を開催し、現場の好事例
を実際に見る機会を提供する。
（２）機器展示スペースの設置
東京都福祉保健財団の福祉機器設置スペースを活用し、次世代介護機器の展示等を行
い、次世代介護機器の情報収集や体験の場を提供する。



個票89

事業名 【総事業費】
　76,650千円

事業の対象となる医療
介護総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムとアウト
プットの関連

76,650 公

国（Ａ）
51,100 51,100

都道府県（Ｂ）
25,550

計（Ａ＋Ｂ）
76,650

備考（注３）

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託
        額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

保育施設の運営費を助成することにより、介護職員等の処遇を改善し、働きやすい介護
の職場づくりを推進する。

事業に要する費用の額
（単位：千円）

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 基金充当額
（国費）にお
ける公民の別
（注１）

基
金

民

うち受託事業等
（再掲）（注

２）
　

51,100

その他（Ｃ）

１６箇所の施設・事業所に対し、保育施設の運営費を助成する。
（内訳）Ａ型６、Ｂ型１０箇所

事業の区分
５.介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）子育て支援
（小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

介護施設内保育施設運営支援事業

都全域

東京都（都が介護施設等に直接補助）

平成30年度

背景にある医療・介護
ニーズ

 福祉・介護関係は他産業に比べて人材確保が困難な状況であり、特に都では他産業と
の人材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

介護施設等が雇用する職員のために設置する保育施設の運営費を助成する。



平成26年度　　東京都計画に関する

　 事後評価

平成30年10月

東京都



東京都全体の計画実施状況

【全体目標】

①ＩＣＴを活用し、異なる医療機能や役割を持つ医療機関同士が効果的・効率的に連携

②地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築するにあたっての基盤づくり

③看護師等医療従事者の確保・育成・定着

【達成状況】

（１）目標の達成状況

・地域援助事業者等が退院支援委員会等に参加した回数　1,431回

・在宅歯科医療に必要となる医療機器等を整備した医療機関の数　89施設

・島しょで働く看護職員に対する研修の実施　14回

・無菌調剤室設備設置薬局での実地調整研修等を修了した薬剤師数　660名

・地域における薬局連携のための地区研修会等を実施した地区数36地区

（2）見解

（３）目標の継続状況

（４）事業の評価について

　平成29年度においては、ICTを活用した医療機関同士の連携や多職種連携を推進するとともに、地域包括ケアシステムの
構築に向け、体制整備や人材育成、不足する看護師等の確保により、安定的な医療体制の構築を進めることができた。

　平成26年度計画で進めた体制整備について引き続き実施するとともに、複数か年で計画している事業についても目標達
成に向け、適切に遂行する。

　平成26年度計画については、東京都保健医療計画推進協議会や東京都地域医療対策協議会等で評価検討する。

・ICTを活用して診療情報を開示する医療機関を増やす　18施設

・ICTネットワーク導入を進めた地区医師会数　46地区医師会

・退院支援強化研修を修了した退院支援・退院調整業務に携わる職員数　1,124名

・退院支援強化研修を受講した看護師を院内に配置し、退院支援体制の強化を行った施設数　93施設

・新たに精神保健福祉士を配置した病院の数　30施設



個票　1

総事業費（単位：千円） 240,000

事業の有効性・効率性
　地域医療の中核を担う医療機関が診療所等と医療に関する情報を共有できる体制が整
い始めた。

その他

事業の内容

○緊密な医療連携を行うため、ICTを活用した診療情報の共有に必要なサーバーシステム
を導入・更新するために必要な経費、既存システムの改修経費、サーバー無停電電源装
置、非常時に参照するため経費等を補助する。

○ＩＣＴを活用した地域医療連携については、タイムリーな情報共有や業務負担軽減、非常
時のデータ参照等の効果が期待できることから、これらに取り組む都内医療機関を支援
し、地域医療連携の推進を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
ＩＣＴを活用して診療情報を開示する医療機関を増やす
目標：24医療機関

アウトプット指標（達成値）
平成26年度～平成27年度＝2医療機関
平成28年度＝9医療機関
平成29年度＝7医療機関

事業の期間 平成26年度から平成29年度

事業名 東京都地域医療連携ICTシステム整備支援事業

事業の区分 Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 医療機関

背景にある医療・介護ニーズ

病床の機能分化・連携等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」を図る

アウトカム：医療機関間の相互連携の推進　60％

継続 終了 



個票　2

総事業費（単位：千円）62,044千円

事業の有効性・効率性

　○事業の有効性
　多職種が参加しICTを活用した在宅療養患者を支えるネットワーク体制の構築について、
検討会等の開催及び各地域の実情に合わせたICTシステムの導入が進み、多職種で在宅
療養患者を見守るシステムが構築され始めた。

　○事業の効率性
　（2）事業の効率性
　都医師会が地区医師会の窓口となったため、技術的助言や進行管理が効率的に行われ
た。

その他
　現在、ICTの導入については各地区ごとで差がある。ICTの導入をより多くの地区で取り
組んでもらうため、都医師会と連携をし事業の説明を行うことや先駆的な地区の取組発表
する場を設けるなど事業の普及を行っていく。

事業の内容

地域包括ケアシステムにおける在宅療養について都民の理解を深めるとともに、医療と介
護が連携し、ICTネットワークの活用等により効果的に情報共有し、在宅療養患者を支える
体制を整備する。

（１）多職種連携連絡会
地域包括ケアシステムの推進に向け、多職種が一堂に会し、各地域で連携して在宅療養
患者を支える体制を整備するために必要な方策について検討を行うとともに、地域包括ケ
アシステムにおける在宅療養について都民の理解を深めるための講演会等の普及啓発を
実施する。

（２）多職種ネットワーク構築事業
医療と介護の関係者が効果的に情報を共有しながら連携して在宅療養患者を支える体制
を整備するため地区医師会が他の団体や区市町村等と連携してICTを活用したネットワー
クを構築する取組に対して支援する。

アウトプット指標（当初の目標値） 事業内容（２）においてICTネットワークを導入する地区医師会数　57地区医師会

アウトプット指標（達成値） 事業内容（２）において平成29年度申請地区医師会数　46地区医師会

事業の期間 平成26年度から平成29年度

事業名 在宅療養推進基盤整備事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都医師会、57地区医師会

背景にある医療・介護ニーズ

・高齢者人口の割合は今後上昇を続け、平成37年（2025年）には、およそ４人に１人が６５
歳以上の高齢者となる。
・高齢で医療や介護が必要になっても、できるだけ住み慣れた地域で、安心して療養生活
を送れる体制の実現が必要。

アウトカム指標 構築済地区医師会数：24地区

継続 終了 



個票　３

総事業費（単位：千円） 215,510

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　東京都看護協会に委託し、在宅ケアや医療機関における退院支援等に携わっている有
識者が検討した医療・福祉・介護等の幅広い分野に関する研修カリキュラムを活用し、都
内病院の退院支援に携わる看護師等のさらなるレベルアップを図ることができたと考え
る。

（２）事業の効率性
平成27年度に都が改訂した退院支援マニュアルを活用したカリキュラムで研修を実施する
ことより、各病院の退院支援の平準化を図る取組も合わせて実施することができたと考え
る。

その他

事業の内容

○退院支援強化研修
　高齢者等が円滑に在宅生活に移行できるよう、都内病院における退院支援・退院調整
業務に携わる職員に対し、退院支援マニュアルを活用した全７日間の研修を年２回実施。

○在宅療養移行体制整備費補助
　院内において退院支援・退院調整の取組を推進するほか、地域における在宅療養移行
支援や医療・介護の連携などに積極的に取り組む人材の確保を支援するため、上記研修
を受講した退院調整を行う看護師等の配置に必要な経費の一部を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値）

在宅移行支援や医療と介護の連携などに取り組む人材を配置する病院数　２７３病院（２０
０床未満の病院）

→①本事業により病院が地域との連携体制を確保した区市町村　全区市町村（島しょを除
く）
　②救急医療機関等からの患者受入数の増

アウトプット指標（達成値）

○退院支援強化研修
H27第1回修了者数192名(内管理監督職除く受講者：93名)
H27第2回修了者数156名（内管理監督職除く受講者：92名)
H28第1回修了者数195名(内管理監督職除く受講者：97名)
H28第2回修了者数187名（内管理監督職除く受講者：93名)
H29第1回修了者数197名（内管理監督者除く受講者97名）
Ｈ29第2回修了者数197名（内管理監督者除く受講者98名）

○在宅療養移行体制整備費補助
　上記研修等を受講した看護師等を院内に配置し、退院支援体制の強化を図った病院数
　　93医療機関（Ｈ27～Ｈ29）

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 在宅療養移行体制強化事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都、東京都看護協会

背景にある医療・介護ニーズ

・高齢者等が安心して在宅療養を受けることができる環境を整備する必要がある。
・入院医療機関において在宅療養移行支援や医療・介護の連携などに取り組む人材を養
成・確保し、もって、地域における在宅療養体制の整備を図る。

アウトカム指標

継続 終了 



個票　4

総事業費（単位：千円） 83,596

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　医療機関において、退院支援を行う精神保健福祉士を配置することにより、円滑な退院
を促進することができたと考える。
（2）事業の効率性
　別の事業での医療機関訪問を活用して積極的に事業周知を行うことによって効率的に
事業を実施した。

その他
より多くの病院に活用してもらうため、平成３０年度においても医療機関に対して積極的に
周知を行う。

事業の内容

医療保護入院者の早期退院に向けた、病院内外における調整や、退院支援計画、退院支
援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、医療と福祉の連携体制を整備する役割
が精神保健福祉士に期待されることから、医療保護入院者の早期退院を目指す精神科医
療機関における精神保健福祉士の確保のための人件費の補助を行う。

アウトカム指標

アウトプット指標（当初の目標値）
新たに精神保健福祉士を配置した病院の数　５４病院以上

→本事業を利用し精神保健福祉士を配置した病棟の在宅移行率　９０％以上

アウトプット指標（達成値） 新たに精神保健福祉士を配置した病院の数　３０病院

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

　平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院者の退院促進に関
する措置として、患者本人の人権擁護の観点から可能な限り早期治療・早期退院ができる
よう、精神科病院の管理者に、①退院後生活環境相談員、②地域援助事業者との連携、
③医療保護入院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。
　そのため、医療機関は退院後生活環境相談員の役割を担う精神保健福祉士等の人材
確保が必要。

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 精神保健福祉士配置促進事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

継続 終了 継続 終了 



個票　5

総事業費（単位：千円） 3,083

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　医療保護入院者退院支援委員会等に地域援助事業者等が参加した際の費用や医療機
関の事務手数料を補助することにより、地域援助事業者等が退院支援委員会等に参加す
る機会が増え、医療と福祉の関係者の連携を促進できた。

（2）事業の効率性
　地域援助事業者等への報酬及び交通費に加え、医療機関の事務手数料も補助すること
により、医療機関も取り組みやすくなり、効率的な働きかけができた。

その他
より多くの医療機関に活用してもらうために、平成３０年度においても医療機関のみなら
ず、地域援助事業者にも関係機関を通じて積極的に周知を行う。

事業の内容

医療保護入院者へ地域援助事業者を紹介し本人や家族の相談支援を行うほか、退院支
援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、地域援助事業者との連携を図り、地域に
おける医療と福祉の連携体制を整備する精神科医療機関に対する支援を行う。

①地域援助事業者が、医療機関における医療保護入院者の退院支援のための会議へ出
席した際の事前調整経費等

②退院支援のための会議に地域援助事業者を出席させた医療機関への事務費等補助

アウトプット指標（当初の目標値）
地域援助事業者が退院支援委員会に参加した回数　２万回以上

→入院後１年時点の退院率　９１％以上

アウトプット指標（達成値）

地域援助事業者等が退院支援委員会等に参加した回数
平成２６年度　　　９回
平成２７年度　２５４回
平成２８年度　５８３回
平成２９年度　５８５回

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 精神障害者早期退院支援事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院者の退院促進に関す
る措置として、患者本人の人権擁護の観点から可能な限り早期治療・早期退院ができるよ
う、精神科病院の管理者に、①退院後生活環境相談員の選任、②地域援助事業者との連
携、③医療保護入院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。
　そのため、病院における、退院支援委員会に地域援助事業者を出席させる体制の整備
が必要。

アウトカム指標：

継続 終了 



個票　6

総事業費（単位：千円） 22,852

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 東京都在宅歯科診療設備整備事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ
　高齢期・寝たきり者等に対する在宅歯科医療の推進に資するため、在宅歯科医療を実
施する東京都内の医療機関に対し、在宅歯科医療機器等の設備を整備することにより、
安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実を図る

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　本事業の実施により、在宅歯科医療を行う医療機関が増加した。また、在宅歯科医療専
用機器の整備により、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実が図られた。
（2）事業の効率性
　東京都歯科医師会へ各医療機関への周知を依頼し、各地区歯科医師会から推薦のあっ
た医療機関を補助対象とすることにより、在宅歯科医療に意欲的な医療機関への補助を
行うことができた。

その他
　在宅歯科医療を実施する医療機関の拡充のためには、各医療機関に対し事業の内容及
び申請方法の周知が効果的であると判断し、研修会での周知及び各地区担当者への説
明会を開催した。

事業の内容
　在宅歯科医療を実施している又は新たに在宅歯科医療を実施する医療機関が行う、在
宅歯科医療に必要な医療機器等の備品購入費の補助。

アウトプット指標（当初の目標値） 在宅歯科医療を行う医療機関の拡充　１１０か所

アウトプット指標（達成値）
平成２８年度において、２８医療機関に在宅歯科医療に必要となる医療機器等を整備し
た。

継続 終了 



個票　7

総事業費（単位：千円） 4,834

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　島しょ地域に従事する看護職員が、島を離れずに研修を受講できることで、看護職員の
モチベーションの向上やケアの質の向上につながる。
（2）事業の効率性
　島しょ地域で出張研修を行うことにより、島内の看護職員全員を対象に、効率的に各島
の課題認識に応じた研修を行うことができる。

その他

事業の内容

（１）出張研修
　島しょで働く看護職員が、島を離れずに研修を受ける機会を設けることで、看護職員のモ
チベーションの向上やケアの質の向上を図る。
（２）短期代替看護職員派遣
　島しょの看護師が研修等により一時的に島を離れる際に、代替看護師派遣をモデル的
に実施し、看護職員がより勤務を継続しやすい環境を整備する。

アウトプット指標（当初の目標値）
出張研修実施回数 ： 13回
代替看護職員派遣回数 ： 延べ144回

アウトプット指標（達成値）

出張研修実施回数 ： 14回
　　　　　　　　　　　　　（26年度 1島1回、27年度 4島5回、28年度 3島3回、29年度　5島5回）
代替看護職員派遣回数 ： 延べ9回
　　　　　　　　　　　　　　　　（28年度 4回、29年度 5回）

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 島しょ看護職員定着促進事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

看護職員確保が困難な島しょ地域においては、職員数や地理的要因により研修受講の機
会もほとんどなく、ほかの職員の配慮から離島による研修受講等をあきらめてしまうことも
多い。この理由が看護職員の離職理由の一つにもなっていることから、島しょ看護職員の
働きやすい環境を整え、定着を促進する必要がある。

アウトカム指標：

継続 終了 継続 終了 



個票　8

総事業費（単位：千円）

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　在宅医療において必要となる最新の知見を習得するための講習会や無菌調整等の技能
を習得するための実習等を実施し、在宅医療を行うにあたり必要な知識・技能を有する薬
剤師を育成した。
　また、地域ごとの連携研修等の実施により、在宅医療の実施に当たって不可欠である地
域の関係者間の連携を促進するための機会を提供した。

（2）事業の効率性
　個々の薬剤師の資質向上については既存の事業の活用や集合的な研修により、効率的
に実施した。
　また、薬局・薬剤師間もしくは多職種との連携については、地域ごとに実施することによ
り、地域の実情に応じて実施した。

その他

事業の内容

【研修事業】地域において在宅療養支援を行う薬剤師を養成するための研修を実施
ア　在宅医療基礎研修
　（Ⅰ）在宅訪問指導基礎研修
　（Ⅱ）無菌調製技能習得研修
イ　地域薬局間連携研修
　（Ⅰ）在宅医療連携研修
　　　　地域における薬局連携のための地区研修会 等
　（Ⅱ）地域施設実地研修
　　　　無菌調剤室設備設置薬局での実地調製研修 等
ウ　他職種連携研修
エ　上記ア・イの参加者等を名簿等にまとめ、関係機関へ情報提供

【連携啓発事業】地域包括支援センター等との協力関係を構築するとともに、地域住民に
対し講習会等を開催して、かかりつけ薬局・薬剤師の機能について普及啓発する。

アウトプット指標（当初の目標値）
研修受講者数　①無菌調製技能習得研修：180名/年　②地域薬局間連携研修H26：2地区
H27～H29：38地区/年

アウトプット指標（達成値）

　①　無菌調製技能習得研修
　　　 平成26年度からの実績：660名（修了証授与者数）
　　　　（うち平成29年度分149名）
　②　地域薬局間連携研修(平成29年度実施状況)
　　　 36地区

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 薬局・薬剤師在宅療養支援促進事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都薬剤師会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ
高齢者増加に伴い、在宅医療が増加するなかで、在宅療養支援を担う薬剤師が不足して
いる。

継続 終了 



平成27年度　　東京都計画に関する

　 事後評価

平成30年10月

東京都



東京都全体の計画実施状況

【全体目標】

②地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築するにあたっての基盤づくり

③看護師等医療従事者の確保・育成・定着

【達成状況】

（１）目標の達成状況

（2）見解

（３）目標の継続状況

（４）事業の評価について

①患者の病期、ニーズ、提供体制上の役割の明確化の観点から、一般病床について、役割、体制等に応じた機能分化を推進

　平成27年度計画で進めた体制整備について引き続き実施するとともに、複数か年で計画している事業について目標達成
に向け、適切に遂行する。

　平成27年度計画については、東京都保健医療計画推進協議会や東京都地域医療対策協議会等で評価検討する。

・小児科医師及び病床確保に対する支援により、休日及び全夜間帯における入院医療体制の確保　　52施設79床

・回復期リハビリテーション病棟等への転換を目的とした施設整備に係る経費補助　4施設

・区市町村における医療コーディネート体制の整備等の事業に対する補助　　33事業

・リハビリを学ぶ実践形式の研修を受講した理学療法士及び作業療法士　　157名

・新生児担当医手当等を支給する医療機関への補助　　14施設

　平成29年度においては、在宅医療・介護連携推進事業の実施主体である区市町村の体制整備に対する支援や、若手の
理学療法士及び作業療法士の質の向上を図る人材育成を実施するなど、安定的な医療体制の構築を進めることができた。



個票　1

総事業費（単位：千円） 2,130,727

事業の期間
平成27年度から平成29年度

　　　　　　　　　／

事業名 病床機能分化推進事業

事業の区分 Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

（１）【医業経営コンサルティング等の専門家に事業委託】
　　　東京都（民間のコンサルティング会社に委託し、病院へ派遣）
（2）【施設設備整備】
　　　都内病院及び診療所

背景にある医療・介護ニーズ

・患者の病期、ニーズに応じた医療資源の投入、提供体制上の役割の明確化の観点か
ら、一般病床について、果たすべき役割、有する体制等に応じた機能分化が必要

・急性期医療から引き継ぐ病床の確保が必要

事業の有効性・効率性

（１）【医業経営コンサルティング等の専門家に事業委託】
　　　医療機関に対し、経営面での助言を行うことにより対象病床への転換が進んだことに
加え、転換後の医療機関に対しても経営研修を行うことにより持続的に病床を確保するこ
とができ、病床機能の分化が進んでいる。
（２）【施設設備整備】
　　　医療機関が、医療保険適用の療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包
括ケア病棟の整備を行うことに対する費用の補助を行うことにより、医療機関が積極的に
病床整備を実施するようになり、都における病床機能の分化が進んでいる。
　
　

その他

事業の内容

（1）【医業経営コンサルティング等の専門家に事業委託】
①転換促進委託
回復期リハビリテーション病棟等へ転換を検討している病院に対し、収支シュミレーション
等を行い、転換の支援を行う。

②転換実行支援委託
回復期リハビリテーション病棟等へ転換を決定している病院に対し、具体的な転換計画の
策定等へのアドバイスを行うことで、円滑で実効性のある転換が行えるように支援を行う。

③経営研修
回復期リハビリテーション病棟等を有する病院の管理者に対し、経営の観点から講義を行
うとともに、個別経営相談会を実施する。

（2）【施設設備整備】
①施設整備
療養病床及び回復期リハビリテーション病棟の整備を行うために必要な改修、改築及び新
築等に要する工事費又は工事請負費に対する補助

②設備整備
療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟の整備を行うために必要
な設備整備費に対する補助

アウトプット指標（当初の目標値）

（1）転換促進委託：１０病院、転換実行支援委託：４病院、経営研修：１５０名
（2）【施設設備整備】
　　医療保険適用の療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟の整
備
　　→都における病床機能分化の促進

アウトプット指標（達成値）

（１）【医業経営コンサルティング等の専門家に事業委託】
　　　（実績数）転換促進：10病院　転換実行支援：1病院　経営研修：延183名
（２）【施設設備整備】
　　　（施設）4医療機関の整備完了　（設備）4医療機関の整備完了

継続 終了 



個票　2

総事業費（単位：千円） 1,240,000

事業の期間
○平成27年4月1日から平成28年3月31日まで
○平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　／

事業名 区市町村在宅療養推進事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 区市町村

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者人口の割合は今後上昇を続け、平成37年（2025年）には、およそ４人に１人が６５歳
以上の高齢者となる。
高齢で医療や介護が必要になっても、できるだけ住み慣れた地域で、安心して療養生活を
送れる体制を実現するため、医療と介護の連携を推進していくことが必要

アウトカム指標：訪問診療を実施する一般診療所数（在宅療養支援診療所を除く）
775所（H26年）→1,028所（H32年）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　介護事業者や都民等からの様々な在宅医療に関する専門相談への対応や、早期から
の退院支援やかかりつけ医や入院医療機関との情報共有の仕組み作りやルールの検
討・策定を支援してきている。
　これにより、かかりつけ医や入院医療機関、多職種が連携した患者・家族が安心して在
宅療養生活を継続することができる体制の検討・構築が促進された。
（２）事業の効率性
　区市町村が主体となって実施したことで、地域の実情に応じた効率的な執行ができたと
考える。

その他
平成30年度以降は、在宅医療・介護連携推進事業について、区市町村との役割分担を整
理し、本事業を再構築する。

事業の内容（当初計画）

医療面における支援体制を整備するために、区市町村が実施する以下の取組について支
援

（１）医療コーディネート体制の整備
介護事業者及び都民からの様々な在宅医療に関する専門相談に対応できる体制を整備
し、医療面における相談機能の強化を図る。

（２）退院患者への医療・介護連携支援体制の整備
地域の実情に応じて、地域の医療・介護資源が連携して早期から退院支援を行う仕組み
やルールを検討・策定し、退院患者の在宅療養生活への円滑な移行を実現できる体制を
構築する。

（３）かかりつけ医と入院医療機関の連携促進
地域の入院医療機関が登録医療機関として、日頃からかかりつけ医と情報共有を行い連
携して、患者・家族が安心して在宅療養生活を継続することができる体制を構築する。

（４）小児等在宅医療の推進（平成29年度から）
関係各部署、関係職種及び関係機関と連携し、地域の実情に応じて小児等在宅医療の提
供体制を整備する。

アウトプット指標（当初の目標値） 事業実施　62事業（平成27年度、平成29年度ともに同規模）

アウトプット指標（達成値）
事業実施
平成27年度　10事業
平成29年度　23事業

継続 終了 



個票　3

総事業費（単位：千円） 1,509

事業の有効性・効率性
〇若手リハ職員が実務経験を積める育成体制の整備を行うことにより、都内リハ実施施設
の職員の質の向上・底上げが図られた

その他

事業の内容
質の向上、底上げを図るため、実務経験が原則１年目から５年目までの、都内医療機関等
に従事する理学療法士及び作業療法士に対し、一定期間、リハビリを学ぶ実践形式の研
修を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値） 【研修受講者数】　２７年度３６名、２８年度１４４名、２９年度２８８名

アウトプット指標（達成値） 【研修受講者数】　２７年度３１名、２８年度６０名、２９年度６６名

事業の期間
平成27年度から平成29年度

　　　　　　　　　／

事業名
地域リハビリテーション支援センター事業
（若手PT・OTの育成）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体
東京都
（２７年度は３か所の医療機関、２８年度は７か所の医療機関、２９年度は１２か所の医療
機関へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

→若手のリハビリ職が実務経験を積める育成体制を整備し、質の向上、底上げを図る。

アウトカム指標

継続 終了 



個票　4

総事業費（単位：千円） 57,283

事業の期間
平成27年度から平成29年度

　　　　　　　　　／

事業名 新生児医療担当医確保事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 ＮＩＣＵを有する医療機関

背景にある医療・介護ニーズ

新生児医療担当医の勤務状況を改善することで医師が確保され、多くの早産児の受け入
れを可能にする。

アウトカム指標：新生児集中治療室（NICU）病床数の維持

事業の有効性・効率性
新生児医療担当医を確保し、NICUの体制を整えることで、より多くの早産児等の受け入れ
が可能になる。

その他

事業の内容（当初計画）
医療機関におけるNICU（診療報酬の対象となるものに限る）において、新生児医療に従事
する医師に対して、新生児医療担当医手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にあ
る医師の処遇改善を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
周産期母子医療センター24施設
周産期連携病院他7施設

アウトプット指標（達成値） 周産期母子医療センター14施設

継続 終了 



個票　5

総事業費（単位：千円） 1,850,778

事業の期間
平成27年度から平成29年度

　　　　　　　　　／

事業名 休日・全夜間診療事業（小児）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（小児二次救急医療機関へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

休日及び夜間帯は医療機関の通常診療時間外のため、小児救急患者の搬送先選定が困
難となる。

アウトカム指標：東京都指定二次救急医療機関（小児科）51施設（平成27年4月１日現在）
→維持

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　都内の小児科を標榜する医療機関の小児科医師等の確保及び病床の確保により、休日
及び夜間における入院治療を必要とする小児救急患者の医療体制を確保することができ
た。
（２）事業の効率性
　休日及び夜間に小児の入院治療に対応できる医療機関を指定し、小児科医師や病床を
確保しておくことで、迅速な救急搬送・救急医療提供を行うことができた。

その他

事業の内容（当初計画）
都内の小児科を標榜する医療機関の小児科医師等の確保及び病床の確保等に対する支
援を行うことにより、休日及び夜間における入院治療を必要とする小児の救急患者の医療
体制の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 都内小児救急医療機関　51施設79床

アウトプット指標（達成値） 都内小児救急医療機関　51施設79床

継続 終了 



個票　6

総事業費（単位：
千円）

6,918,363

事業の期間 平成２７年度、平成２９年度

事業名 東京都介護施設等整備事業

事業の区分 Ⅲ　介護施設等の整備に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、特別養護老人ホーム、介護老人保
健施設及び地域密着型サービス等の整備等を支援することにより、地域の実
情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。

　特別養護老人ホームや介護老人保健施設の整備については、東京都の中
でも地域による施設の偏在が課題となっており、入所等を希望する高齢者が
住み慣れた地域で施設に入所等ができるよう、東京都全体の整備率の向上
を図る。

　地域密着型サービスの整備に当たっては、都内では整備に適した土地の確
保が困難であること、小規模な事業所であるため、スケールメリットが働かず
採算性が確保しにくいことなどから、整備が進みにくい状況にあり、地域密着
型サービスの種類に応じた様々な支援を行い、整備を促進する。

アウトカム指標：
〈参考〉第6期東京都高齢者保健福祉計画に掲げる施設整備目標
・特別養護老人ホーム　　　　　43,181床　→　60,000床（平成37年度まで）
・介護老人保健施設　　　　　　20,631床　→　30,000床（平成37年度まで）
・認知症高齢者グループホーム　 9,896床　→　20,000床（平成37年度まで）
※現状は、平成28年3月1日時点。

事業の内容（平成27年度）

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　　8施設（202床）
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　10施設（200床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　10施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　22施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　3施設
・認知症高齢者グループホーム　　　23施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　8施設

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　16施設（1635床）
・介護老人保健施設　　　　　　　　5施設（504床）
・地域密着型特別養護老人ホーム　　3施設（78床）
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　25施設（248床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　13施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　18施設
・認知症高齢者グループホーム　　　29施設（522床）
・看護小規模多機能型居宅介護　　　8施設

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援
を行う。
・特別養護老人ホーム　　10施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　1施設
・介護老人保健施設　　　2施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　1施設（30床）



事業の内容（平成29年度）

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　   192床
・養護老人ホーム　　　　　　　　　 1施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　  81床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　14施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　  25施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　 3施設
・認知症高齢者グループホーム　 　 32施設
・看護小規模多機能型居宅介護　 　 15施設
・介護予防拠点　　　　　　　　　　 6施設
・地域包括支援センター　　　　　　 1施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 2施設

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 824床
・地域密着型特別養護老人ホーム　　 203床
・介護老人保健施設　　　　　　　　 108床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 176床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　18施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　 　235床
・認知症高齢者グループホーム　　　 815床
・看護小規模多機能型居宅介護　　 　135床
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援
を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 9施設
・介護老人保健施設　　　　　　　　 1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　 2施設
・認知症高齢者グループホーム　　　 2施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設
・定期巡回随時対応型訪問介護事業所 1施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。
・既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業　40床
・既存の特養多床室のプラシバシー保護のための改修支援　 100床
・介護療養型医療施設等の転換整備支援 180床

アウトプット指標（当初の目標値）

上記事業内容の施設に対し、整備費補助、定期借地権設定等のための補助
を行う。



アウトプット指標（達成値）（平成27年度）

各事業の補助実績について以下の通り。

①地域密着型サービス施設等の整備費助成
・地域密着型特別養護老人ホーム　　2施設（37床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　10施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　1施設
・認知症高齢者グループホーム　　　8施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　4施設

②介護施設等の開設・設置準備経費の助成
・特別養護老人ホーム　　　　　　　16施設（1206床）
・介護老人保健施設　　　　　　　　4施設（466床）
・都市型軽費老人ホーム　　　　　9施設（147床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　6施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　9施設（56床）
・認知症高齢者グループホーム　　　15施設（261床）
・看護小規模多機能型居宅介護　　　4施設（26床）
・訪問看護ステーション　　　 1施設
・地域密着型特養　　　　　　 2施設（57床）

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援
を行う。
・特別養護老人ホーム　　8施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　1施設
・介護老人保健施設　　　2施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の助成
実績なし

アウトプット指標（達成値）（平成29年度）

各事業の補助実績について以下の通り。

①地域密着型サービス施設等の整備費助成
・地域密着型特別養護老人ホーム　　64床
・都市型軽費老人ホーム　　55床
・認知症高齢者グループホーム　　　15施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　9施設
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　2施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　4施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　1施設
・介護予防拠点　3施設
・地域包括支援センター　1か所
・施設内保育施設　1施設

②介護施設等の開設・設置準備経費の助成
・特別養護老人ホーム　　　　　　　938床
・介護老人保健施設　　　　　　　　 275床
・ケアハウス　　　　44床
・地域密着型特養　　　　　　 　　　　48床
・小規模な介護老人保健施設　　　15床
・認知症高齢者グループホーム　　　312床
・小規模多機能型居宅介護事業所　78床
・看護小規模多機能型居宅介護　　　29床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　3施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　61床
・施設内保育　　　　1施設

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援
を行う。
・特別養護老人ホーム　　9施設
・老人保健施設　1施設
・認知症高齢者グループホーム　1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　1施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　1施設
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　1施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の助成
・特別養護老人ホームプライバシー保護のための改修　　29床



事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　②③などの整備促進策により 、特養、老健、認知症ＧＨそれぞれについて
以下のとおり整備実績があがった。
　・特養：987床
　・老健：466床
　・認知症ＧＨ：399床
（２）事業の効率性
　調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一定の共通認識のも
とで施設整備を行い、調達の効率化が図られた。

その他

平成27年度：3,213,958千円
平成29年度：3,704,405千円（29年度合計執行額：6,725,193千円。残り
3,020,788千円は28年度造成分より執行）



個票　7

総事業費（単位：千円） 236

事業の期間 平成２７年度

事業名

介護人材確保対策連携強化事業（協議会の設
置等）
（将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事
業（事業連絡会（協議会の運営））

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、福祉・介護人材確保の困難が
継続する中、広く都民に対し「福祉の仕事の魅力、やりがい」をアピールすることによ
り、福祉・介護人材の確保を図るとともに、介護・福祉従事者の社会的地位の向上を図
る必要がある。

アウトカム指標：福祉・介護分野の有効求人倍率の減、新規求職者数の増

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
区市町村、職能団体、教育機関等、人材施策を取り巻く関係団体から既存事業の課題
や有機的な連携方法の検討、今後の取組に関する議論がなされ、人材対策の効果最
大化に資した。
２　事業の効率性
関係各者が一堂に会し、コンセンサスを形成することで、各所管事業を円滑に実施で
き、事業効率化に資した。

その他

事業の内容

平成２６年度から実施している将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業の中に介
護人材確保・育成事業連絡会を設置し、関係部局及び関係団体との連携強化を図るこ
とで、福祉人材の確保育成に向けた本事業（次世代の介護人材確保、離職防止、事業
者の育成支援）の取組を推進していく。
平成２７年度は、事業連絡会で、（１）人材確保・定着・育成に向けた総合的な支援のあ
り方に関する検討、（２）本事業の進行管理、課題検討、調整、連絡等を行う。
また、次世代の介護人材確保推進WGを設置し、都内中学校・高等学校等に配布する
福祉学習教材ＤＶＤの作成企画や各養成施設を活用したセミナーの実施企画の検討等
を行う。

アウトプット指標（当初の目標値）

事業連絡会
　構成委員　都関係（福祉保健局総務部、生活福祉部、高齢社会対策部、少子社会
　　　　　　対策部、教育庁指導部）、区市町村（4区市）、関係団体（2団体）
　開催予定　年２回
　ＷＧ設置　次世代の介護人材確保推進WG（年３回）

アウトプット指標（達成値）

事務連絡会を年２回実施するとともに、ＷＧを年３回実施した。



個票　8

総事業費
（単位：千
円）

48,098

事業の期間 平成27年度、平成29年度（（１）のみ）

事業名

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業
※以下の細事業を実施する。
（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（次世代
の介護人材確保事業）
（２）福祉人材センターの運営（事業運営費）（総合的広報）
（３）福祉人材センターの運営（事業運営費）（福祉の仕事イ
メージアップキャンペーン）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

（１～３）福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、福祉・介護人材確保の
困難が継続する中、広く都民に対し「福祉の仕事の魅力、やりがい」をアピールすること
により、福祉・介護人材の確保を図るとともに、介護・福祉従事者の社会的地位の向上
を図る必要がある。

アウトカム指標：　（１～３）福祉・介護分野の有効求人倍率の減、新規求職者数の増

事業の内容

（１）中学校、高等学校を訪問し、学生等に「福祉の仕事」について分かりやすいセミナー
や施設見学会を開催する。また、高校生の福祉・介護業界への就労を進めるため、高
等学校の進路担当教諭を対象としたセミナーを開催し、福祉・介護業界の就職情報など
を提供する。
（２）イメージアップキャンペーンなど都民、求職者を対象とした福祉人材センターの個々
の事業を総合的・一体的に広報するため、大手広告代理店を活用し、様々な広報手段
を駆使して事業周知を図る。
（３）福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、都においては福祉・介護人
材確保の困難が継続する中、広く都民に対し、「福祉の仕事の魅力、やりがい」をアピー
ルすることにより、福祉・介護人材の確保を図るとともに、福祉・介護従事者の社会的評
価の向上を図る。

アウトプット指標（当初の目
標値）

（１）以下の３点を目標とする。
・「フクシを知ろう！なんでもセミナー」について、年３０回を実施し、累計８００名以上の
受講を目指す。
・「フクシを知ろう！介護等体験ツアー」について、年２回を実施し、各回１０名以上の参
加を目指す。
・「進路担当者向けセミナー」について、年２回を実施し、各回５０名以上の参加を目指
す。
（２）新聞広告、インターネット広告、電車等中吊り広告、ポスター、チラシなど様々な方
法により、福祉人材センターの事業周知を図り、各種セミナーへの参加者・利用者を増
加させる。
（３）福祉の仕事に関するイメージアップイベントを年１回開催し、１，３００名以上の来場
を目指す。

アウトプット指標（達成値）

・平成27年度
（１）次世代に向けた介護人材確保事業の実施状況
　なんでもセミナーを６８回実施（２，２５１名参加）、体験ツアーを３回実施（２７名参加）
（２）福祉の仕事就職フォーラム（来場者数　７７２名）、合同採用試験（年２回実施・計１５
８名受験）
（３）イメージアップイベントの実施状況（来場者数：１，１００名）
・平成29年度
（１）次世代に向けた介護人材確保事業の実施状況
　なんでもセミナーを３１回実施（１，１３１名参加）、おしごと体験１０３名参加、進路担当
者向けセミナー１回実施



事業の有効性・効率性

　１　事業の有効性
　中高生等の次世代に向けた啓発の取組や、広く都民を対象とした普及啓発の取組に
より、福祉・介護の仕事を職業選択の一つとして位置づけることで、深刻化する福祉人
材の確保につなげることができる。中高生向けセミナーについては、平成２７年度に前
年を大きく上回る実績を上げており、教育現場からの理解も徐々に得られている。
　２　事業の効率性
　中高生向けセミナーは中学高校の授業として、学校の希望に応じたメニューを提供す
ることにより、よりニーズに応じたセミナーを開催することで、着実なＰＲにつながってい
る。総合広報やイメージアップイベントの取組は、大規模な広告戦略をとることや集客数
の多い大規模なイベントを実施し、より広範な範囲へのＰＲができた。

その他

平成27年度：42,889千円
平成29年度：5,209千円（29年度合計執行額：7,142千円。残り1,933千円は28年度造成
分より執行）



個票　9

総事業費（単位：千円） 18,049

事業の期間 平成27年度

事業名
若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とし
た介護の職場体験事業
（介護人材確保対策事業（職場体験事業））

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して
確保する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
介護業務を経験したことない者が介護業務を経験することで、ネガティブなイメージを
払拭でき、福祉・介護人材の安定的な参入促進を図るための入り口になっている。
　
２　事業の効率性
　都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに初任
者研修資格取得支援事業とともに事業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円
滑に参入できるよう支援している。

その他

事業の内容

介護業務を経験したことのない者に、個々の要望を踏まえた体験職場の案内を行うこ
とで、介護業務のネガティブなイメージを払拭するとともに、早期離職による介護人材
流出を防止することにより、福祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。

アウトプット指標（当初の目標
値）

体験者数1,600人

アウトプット指標（達成値）

体験者数886人



個票　10

総事業費（単位：千円） 510,389

事業の期間 平成27年度

事業名

介護分野での就労未経験者の就労・定着促進
事業
※以下の細事業を実施する。
（１）介護人材確保対策事業（初任者研修資格
取得支援事業）
（２）介護人材確保対策事業（トライアル雇用）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して
確保する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
（１）無料で介護職員初任者研修を開講し、資格取得を支援することで介護業界を就職
先の選択の一つとしてもらうことで、介護分野への人材確保が図られていると考える。
（２）介護施設等での雇用確保と資格取得を合わせて行うことで、対象者である離職者
等が介護分野へ誘導でき、即戦力の確保を図ることができると考える。
２　事業の効率性
（１）都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに職
場体験とともに事業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に参入できるよ
う支援している。
（２）都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに事
業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に参入できるよう支援している。

その他

事業の内容

（１）職場体験事業を利用した学生等に対して、無料の介護職員初任者研修を開講して
就職先の選択肢を拡大させるとともに、介護業界への就労を希望する者に対して資格
取得を支援することにより、介護分野の人材確保と定着を図る。
（２）介護業務への就労を希望する無資格の者を対象として、介護施設等での雇用確
保と資格取得支援を合わせて行い、介護分野への人材誘導と即戦力の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標
値）

（１）受講者数800人
（２）雇用者数400人

アウトプット指標（達成値）

（１）受講者数576人
（２）雇用者数261人



個票　11

総事業費
（単位：千
円）

137,565

事業の期間 平成27年度、平成29年度（（１）のみ）

事業名

多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強
化事業
※以下の細事業を実施する。
（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（人材定着・
離職防止に向けた相談支援）
（２）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業（事業連絡会
（システム開発））
（３）福祉人材センターの運営（福祉の仕事就職フォーラム）
（４）福祉人材センターの運営（福祉人材確保ネットワーク事業）
（５）福祉人材センターの運営（地域密着面接会）
（６）福祉人材センターの運営（マッチング強化策）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

（１）人材確保が困難な状況下で、離職による他産業への人材の流出を食い止めるこ
とで、人材定着率を高め、慢性的な介護・福祉分野の人材不足の解消を図る必要が
ある。
（２～６）福祉・介護関係は他産業に比して人材確保な状況が続いており、様々な取組
により人材の確保・育成及び定着の支援が必要。

アウトカム指標：　（１～６）福祉・介護分野の有効求人倍率の減、新規求職者数の増

事業の内容

（１）人材定着・離職防止の観点から、福祉・介護従事者に対して相談支援事業を行
う。なお、やむなく離職する相談者に対しては、併せて業界内転職を支援し、資格・経
験を有する人材の他業界流出を防止する。
（２）福祉人材センターが活用している求人求職システムの機能を拡充し、求職者等の
利便性向上を図るとともに、より適切な相談支援やイベント等の情報提供を行う。
（３）大規模説明会を開催し、福祉業界のイメージアップを図り、福祉系のみならず、経
営系等他学部の学生も確保し、業界の未来を担う人材を確保する。また、福祉の仕事
の内容と魅力を伝える。
（４）都内の福祉施設がネットワークを組んだ形で、合同採用試験、採用時合同研修、
人事交流などを実施し、人材確保・定着を図る。
（５）住み慣れた地域で、遊休時間を活かして福祉の仕事をしたい人のための地域面
接会を開催する。
（６）福祉人材センターの相談員がハローワーク等に出向き、求職者の相談に応じ就
職を支援するとともに、事業者の求人開拓を行う。また、福祉・介護事業者の採用担当
者向けセミナーを開催し、効果的な職員募集のノウハウなどを提供する。

アウトプット指標（当初の目標
値）

（１）相談支援事業による相談件数について、年間1,900件の利用実績を想定してい
る。
（２）システムの調達について、２７年度内に完了し、２８年度より稼働を目指す。
（３）「福祉の仕事就職フォーラム」について、年２回実施し、累計１，０００名以上の参
加を目指す。
（４）「合同採用試験」について、年２回実施し、計２５０名以上の受験を目指す。
（５）年３０回以上の面接会開催を目指す。
（６）・他社協・学校等での出張相談について、１２か所以上での実施を目指す。また、
「採用活動支援研修会」について、５回以上開催し、各回５０名以上の参加を目指す。



事業の有効性・効率性

　１　事業の有効性
　慢性的な人材不足の解消のためには、従事者の離職による他産業への人材流出を
防ぐことが必要であり、求職者へのきめ細やかなマッチングと従事者への心身へのケ
アを行うことが重要である。また、転職希望者の状況に応じて業界内での転職を支援
することで、福祉人材の他産業への流出を食い止めている。
　２　事業の効率性
　新規の人材の掘り起し及び育成には、複数年の期間が必要となるため、福祉職場へ
の就職希望者や従事者の定着率を上げることは、人材不足解消に非常に効率的であ
る。

その他

平成27年度：120,675千円
平成29年度：16,890千円（29年度合計執行額：27,407千円。残り10,517千円は28年度
造成分より執行）

アウトプット指標（達成値）

・平成２７年度
（１）　１，２３５件（仕事相談　５６２件、健康相談　６７３件）
（２）　平成２８年５月より稼働
（３）　８３８名（７月、１月に実施）
（４）　１５８名受験（８月、１２月に実施）
（５）　２４回開催
（６）　１５か所で実施（ＨＷ８か所、他社協２か所、大学５校）、法人向け研修：５回実施
（２１７名受講）
・平成２９年度
（１）　１，６４６件（仕事相談　４５１件、メンタルヘルス相談　２７６件）



個票　12

総事業費
（単位：千
円）

331,451

事業の期間 平成27年度、平成29年度（（３）のみ）

事業名

多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支
援事業
※以下の細事業を実施する。
（１）将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（２）福祉・介護人材キャリアパス支援事業
（３）介護職員等によるたんの吸引等の研修のための
事業
（４）介護支援専門員研修事業

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

（１）、（２）東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）
（３）東京都（東京都福祉保健財団へ委託）
（４）東京都福祉保健財団、東京都介護支援専門員研究協議会、総合健康推進財団
及び東京都（東京都介護支援専門員研究協議会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

（１～２）慢性的な人材不足、離職率の高さに対し、研修実施を支援することにより、
職員の知識や技術を向上させ、様々な現場に対応できる人材を育成する一助とす
る。
（３）社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、喀痰吸引等が介護職員の業務と
して位置づけられた。都内の介護保険指定事業所等において、法に基づく喀痰吸引
等のケアが適切に実施される体制を構築する。
（４）介護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を
徹底し、専門職としての専門性を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切な
ケアマネジメントの実現に資する。

アウトカム指標
（１～２）人材育成が難しい中小規模の事業所へ、事業所単位で一同に受講できる研
修を提供することにより、介護事業者のサービスの質の底上げにつながるとともに、
人材の定着につなげることができる。
（３）平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消
（４）介護支援専門員登録者数　51,643人⇒54,497人（2,854人増）

事業の内容

（１）研修支援アドバイザーが研修実施や研修体系構築に向けた事業所からの相談
に応じ助言等を行う。また、事業所からの要請に応じて登録した講師を派遣し、研修
実施を支援する。
（２）介護福祉士等の養成施設の教員が事業所を巡回・訪問し、介護技術等に関す
る研修を行うことにより、事業所職員のキャリアアップや資質及び職場への定着を支
援する。
（３）都内の介護保険事業所等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアが提供
できるよう、たんの吸引等ができる介護職員等を養成する研修を実施する。
（４）介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識及び技能を有す
る介護支援専門員を養成するとともに、更なる質の向上を図る研修を実施する。



事業の有効性・効率性

 １ 事業の有効性
（１～２）共に、数多くのプログラムから各事業所が必要としている研修内容を選ぶ、
また個別アレンジすることができ、事業所の特性をより特化することができる。
（３）介護職員等が研修を受講することで、喀痰吸引等が実施できる介護職員が増
え、介護事業者が医療的ケアが実 施できる体制が整備されていると考える。
（４）介護支援専門員が研修を受講することで、利用者の自立支援に資する適切なケ
アマネジメントの実現が図られていると考える。
（５）介護職員の介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介護福祉士資格保
有者の割合の向上が図られていると考える。
（６）介護職員に医学的知識や高齢者特有の身体的特徴の知識を付与することで、
日常的に行う介護が、より安全で質の高いサービス提供に繋がっていると考える。
２ 事業の効率性
（１～２）共に、シフト調整を行うことなく職場で同内容の研修を一斉に受講でき、職員
の資質向上、諸費用の軽減にもつながり、効率よい研修を行うことができた。
（３）対象者を現任の介護職員とし、申込みは介護事業所からとすることで、医療的ケ
アが実施できる体制の整備が効率的にできる研修となっていると考える。
（４）受講者の実務経験等で受講する研修が異なるため、介護支援専門員の資質に
合わせ研修の実施ができたと考える。
（５）法人に対し事業の通知を行うことにより、対象事業所に法人を通じてもれなく事
業の周知がされ、効率よく補助金申請がされていると考える。
（６）受講対象者を研修受講後に事業所内での伝達研修を行える職員としており、受
講後に伝達研修を行うことで、受講者だけでなく事業所全体のスキルアップが図られ
ていると考える。

その他

平成27年度：212,240千円
平成29年度：119,211千円（29年度合計執行額：128,212千円。残り9,001千円は28年
度造成分より執行）

アウトプット指標（当初の目標
値）

（１）事業所に対する各種研修支援　　登録講師派遣：150回、相談支援回数：144件
（２）事業所に対する研修 286件
（３）不特定多数の者対象研修：480名、特定の者対象研修：2,400組
（４）研修受講予定人数（平成27年度）
　介護支援専門員実務研修 　　　　　 2,329人
　介護支援専門員実務従事者基礎研修　1,104人
　介護支援専門員専門研修　　　　　　2,243人
　介護支援専門員更新研修　　　　　　2,689人
　介護支援専門員再研修　　　　　　　　　410人
　主任介護支援専門員研修　　　　　　　　260人

アウトプット指標（達成値）

・平成27年度
（１）事業所に対する各種研修支援　　登録講師派遣：319回、相談支援回数：72件
（２）事業所に対する研修 126件
（３）不特定多数の者対象研修：478名、特定の者対象研修：2,538組
（４）介護支援専門員実務研修 　　　　　 2,176人
　介護支援専門員実務従事者基礎研修　1,108人
　介護支援専門員専門研修　　　　　　2,307人
　介護支援専門員更新研修　　　　　　2,331人
　介護支援専門員再研修　　　　　　　　　541人
　主任介護支援専門員研修　　　　　　　　257人
・平成29年度
（３）不特定多数の者対象研修：484名、特定の者対象研修：1,851組



個票　13

総事業費（単
位：千円）

109,633

事業の期間 平成27年度、平成29年度

事業名
各種研修に係る代替要員の確保対策事業
（代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援
事業）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（人材派遣会社へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定し
て確保するため、介護職員のキャリアアップを促進し、介護人材の定着を図る必要
がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
小規模な介護事業所等は、人員体制等の理由から、職員に外部の研修等を受講さ
せるのが困難な状況にあるが、本事業により、外部の研修等に参加しやすい環境
の整備を支援することで、介護職員のキャリアアップを促進するとともに、介護人材
の定着が図られると考える。
（２）事業の効率性
人材派遣会社へ委託して実施することで、効率的に代替職員を派遣することができ
たと考える。

その他

平成27年度：35,650千円
平成29年度：73,983千円

事業の内容

都内の介護事業所等が、介護職員に資質向上を図るための研修を受講させる場
合、都受託人材派遣会社から代替職員を当該事業所へ派遣する。

アウトプット指標（当初の目標
値）

都内の介護事業所等へ代替職員を年間で100人派遣することにより、介護職員の研
修受講を支援する。

アウトプット指標（達成値）

平成27年度：代替職員の派遣人数６３名
平成29年度：代替職員の派遣人数７２名



個票　14

総事業費
（単位：千
円）

93,723

事業の期間 平成27年度

事業名

潜在介護福祉士の再就業促進事業
※以下の細事業を実施
（１）福祉人材センターの運営（事業運営費）（民間就
職支援アドバイザー）
（２）福祉人材センターの運営（事業運営費）（介護人
材再就職支援事業）
（３）潜在的介護職員活用推進事業

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体
（１）、（２）東京都（東京都社会福祉協議会へ委託）
（３）東京都（人材派遣会社へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

（１～２）介護関係は他職種と比して人材確保が困難な業種であり、特に都では他
産業との人材獲得競争も激しい状況である。こうした中、資格を有しながら介護等
の業務に従事していない、いわゆる潜在的介護福祉士は平成２４年度に全国で約
５０万人と推計されており、潜在的有資格者の再就職支援への取組が求められて
いる。
（３）今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安
定して確保するため、潜在的有資格者の雇用を促進する必要がある。

アウトカム指標
平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の内容

（１）キャリアカウンセリングのスキルを持つ民間就職支援アドバイザーが、求職者
一人ひとりのキャリアプランの相談や求人紹介を行うとともに、履歴書の書き方な
ど細やかな指導を行うことで、潜在的有資格者の円滑な就労を支援する。
（２）ヘルパー及び介護福祉士の資格を有しながら、現在就業していない者に対し、
最新の介護技術や介護現場の現状等の知識を付与することで、再就職に向けて
の不安感を払拭し、人材の確保を図る。
（３）紹介予定派遣を通じて、潜在的有資格者を対象とした新たな採用ルートを開
拓し、潜在的有資格者の雇用の促進と介護人材の安定的な確保を図る。都内介
護事業所での就労を希望する潜在的有資格者の、就業に要する経費（派遣前研
修及び紹介予定派遣期間中にかかる経費等）を補助する。

アウトプット指標（当初の目標
値）

（１）就職者数について、年間８００名以上を目指す。
（２）区部開催分：１２回実施し、累計２００名以上の参加を目指す。
　　　市部開催分：８回実施し、累計１００名以上の参加を目指す。
（３）年間で100人の潜在的有資格者の雇用促進を図る。

アウトプット指標（達成値）

・平成27年度
（１）就職者３２５名
（２）８５名受講（区部１２回、市部４回開催）
（３）０名
・平成29年度
（１）就職者３２７名
（２）８１名受講（区部１１回、市部４回開催）
（３）１４名



事業の有効性・効率性

　１　事業の有効性
（１～２）有資格者に対し、就職先とのミスマッチの無いようにキャリアプランの相談
からきめ細やかに支援することで、早期就職のみならずその後の定着にも有効で
ある。また、ブランクのある有資格者に対し最新の介護技術等に関する研修を開
催して再就職への不安感を払拭し、スムーズな就労につなげている。
（３）就労を希望する潜在的有資格者に就労の機会を与えることで雇用の促進を図
り、介護人材の確保につながると考える。

　２　事業の効率性
（１～２）有資格者に対し再就職への支援をきめ細やかに行うことで、早期に有効な
人材を確保できる。
（３）人材派遣会社に委託して実施することで効率的に紹介予定派遣に結び付けら
れるようになっていると考える。

その他

平成27年度：29,886千円
平成29年度：63,837千円



個票　15

総事業費（単
位：千円）

187,343事業名

認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業
※以下の細事業を実施
（１）認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組
（２）認知症支援推進センターにおける人材育成の取組
（３）認知症介護研修事業
（４）認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地域支援
推進員研修

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

（１）東京都（都内12か所の認知症疾患医療センターに委託して実施）
（２）東京都（地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに委託して実施）
（３）東京都（以下の団体に委託して実施）
　・社会福祉法人東京都社会福祉協議会
(認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症対応型サービス事業開
設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作
成担当者研修)
　・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター
(認知症介護指導者養成研修、認知症介護指導者フォローアップ研修)
（４）東京都（以下の団体に委託して実施）
　・国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（認知症初期集中支援チーム員研修）
　・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター（認知症地域支援推進員研
修）

背景にある医療・介護ニー
ズ

（１～４）新オレンジプランで示された「認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れ
た地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現」において、認知症の
容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供のため、上記4事業による人材育成が求め
られる。

事業の期間 平成27年度、平成29年度（（１）のみ）

事業の内容

（１）都では、平成24年度に12か所の認知症疾患医療センターを指定して、センターの基本
的機能の一つに人材育成機関としての役割を位置付け、各センターにおいて、地域のか
かりつけ医、病院勤務の医療従事者(看護師等）等を対象とした研修を実施してきた。
　平成27年度からは、現行の12か所のセンターを「地域拠点型認知症疾患医療センター」
に移行し、二次保健医療圏における人材育成の拠点として、各種研修を実施することによ
り、地域の認知症対応力向上を図る。
（２）今後急増が見込まれる認知症高齢者等を地域で支える医療専門職等を育成するた
め、認知症ケアに携わる医療専門職等の研修の拠点を設け、地域の医師・看護師等の医
療職に対する研修等を実施する。
（３）高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症高齢者の介護に関す
る研修を実施することにより、認知症介護の技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を
養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図る。
（４）平成３０年度までにすべての区市町村に配置される認知症地域支援推進員及び認知
症初期集中支援チーム員がその役割を担うための知識・技能を習得するための研修



事業の有効性・効率性

　１　事業の有効性
　本人主体の医療・介護等を基本に据えて医療・介護等が有機的に連携し、認知症の容
態の変化に応じて適時・適切に切れ目なく提供されることで、認知症の人が住み慣れた地
域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるようにするための人材育成が行われ
た。
　２　事業の効率性
　各事業を委託により実施したことで、都全体において研修事業を効率的に実施できたと
考える。

その他

平成27年度：156,630千円
平成29年度：30,713千円（29年度合計執行額：50,509千円。残り19,796千円は28年度造成
分より執行）

アウトプット指標（当初の
目標値）

（１）各センターにおいて、以下の研修を含んだ研修会を実施する。
　・かかりつけ医認知症対応力向上研修（年２回程度）
　・地域の病院勤務者（看護師等）向けの研修（年２回程度）
（２）都内全体の認知症ケアに携わる医療専門職等の認知症対応力の向上を図るために、
以下の研修及び会議を実施する。
 　ア　認知症サポート医フォローアップ研修
 　イ　島しょ地域の認知症対応力向上研修
 　ウ　かかりつけ医・認知症サポート医フォローアップ研修ワーキンググループ
 　エ　看護師等認知症対応力向上研修ワーキンググループ
（３）以下の研修を実施する。
 　ア　認知症介護実践者研修　800名（80名×10回）
 　イ　認知症介護実践リーダー研修　150名（50名×3回）
 　ウ　認知症対応型サービス事業開設者研修　70名（35名×2回）
 　エ　認知症対応型サービス事業管理者研修　420名（70名×6回）
 　オ　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　80名（20名×4回）
 　カ　認知症介護指導者養成研修　6名（2名×3回）
 　キ　認知症介護指導者フォローアップ研修　3名
（４）認知症初期集中支援チーム員研修　平成27年度受講予定人数：１２５名程度
　　　認知症地域支援推進員研修　平成27年度受講予定人数：１５０名

アウトプット指標（達成値）

・平成27年度
（１）各センターにおいて、以下の研修を実施した。
　・かかりつけ医認知症対応力向上研修（計２７回）
　・看護師認知症対応力向上研修（計３２回）
（２）東京都認知症支援推進センターにおいて、以下の研修を実施した。
　・認知症サポート医フォローアップ研修
　・島しょ地域の認知症対応力向上研修
　・かかりつけ医・認知症サポート医フォローアップ研修ワーキンググループ
　・看護師等認知症対応力向上研修ワーキンググループ
（３）以下の研修を実施した。
　・認知症介護実践者研修　834名（計11回）
　・認知症介護実践リーダー研修　140名（計3回）
　・認知症対応型サービス事業開設者研修　21名（計2回）
　・認知症対応型サービス事業管理者研修　352名（計6回）
　・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　86名（計4回）
　・認知症介護指導者養成研修　15名
　・認知症介護指導者フォローアップ研修　1名
（４）認知症初期集中支援チーム員研修：157名
　　認知症地域支援推進員研修：148名
・平成29年度
（１）各センターにおいて、以下の研修を実施した。
　・かかりつけ医認知症対応力向上研修（４０３名）
　・看護師認知症対応力向上研修（８３９名）



個票　16

総事業費（単位：
千円）

17,758

事業の期間 平成27年度、平成29年度

事業名
地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・
資質向上事業
（生活支援コーディネーター養成研修事業）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都福祉保健財団へ委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者が地域における安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：
全62区市町村で生活支援体制整備事業が地域の実情に応じて実施され、必要な
生活支援サービスが充足

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
（１）本事業により、生活支援コーディネーターの役割や機能について共通認識が
醸成され、効果的な取組へとつながった。
（２）地域包括支援センターの職員が研修を受講することで、業務のスキルアップ
が図られるとともに、円滑な業務連携の実現へと繋がった。
２　事業の効率性
（１）地域資源の把握やサービスの創出等に係る効果的な技法を事例とあわせて
紹介することにより、取組の効率化が図られた。
（２）東京都福祉保健財団へ委託して実施することで、多くの受講者を受け入れる
ことができ、効率的に研修事業を実施できたと考える。

その他

平成27年度：12,758千円
平成29年度：5,000千円（29年度合計執行額：8,804千円。残り3,804千円は28年度
造成分より執行）

事業の内容

各区市町村の生活支援コーディネーターやその候補者等に対し、生活支援コー
ディネーターの機能・役割やサービスの開発手法、地域の多様な主体との連携の
必要性等について理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向上を図
るための研修を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

各区市町村が第１層・第２層の生活支援コーディネーターを適切に配置し、効果
的な取組を行えるような実務研修を実施し、３か年で５４０名を養成する。

アウトプット指標（達成値）

・平成27年度
受講人数（第１層・第２層生活支援コーディネーター等）：１７８名
・平成29年度
受講人数（第１層・第２層生活支援コーディネーター等）：１０３名



個票　17

総事業費（単位：千円） 106,552事業名
管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進
事業
（事業者指定・事業者情報提供事業）

事業の区分 Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（一部東京都福祉保健財団に委託して実施）

背景にある医療・介護ニー
ズ

事業者指定等の事務を効率的に実施し、事業者支援の取組みの拡充や、介護サービス
の質の向上を図る

介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図る

事業の期間 27年度

事業の有効性・効率性

介護事業者に係る指定申請受付業務及び届出業務等の一部を東京都福祉保健財団に
委託することにより、事業者指定等の事務を効率的に実施し、事業者支援の取組みの拡
充や、介護サービスの質の向上を図ることができる。

新規事業者研修、指定更新対象事業者研修において、労働関係法令についての講義を
設けることで、介護事業者による労働関係法令遵守を効率的に図ることができる。

その他

事業の内容

介護事業者指定事務等
（１）新規指定事業所の指定及び公示
（２）廃止届出事業所の公示
（３）指定更新事業所の審査、更新決定
（４）事業所の事業運営に対する適切な援助

アウトプット指標（当初の目
標値）

介護保険制度において、サービス提供の主体となるサービス提供事業者を指定するとと
もに、指定事業者等に関する情報を都民や区市町村等に幅広く提供する。

介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図るため、新規事業者研修（年12回）及び指
定更新対象事業者研修（年２回）において、東京労働局職員による講義を設ける。

アウトプット指標（達成値）

新規指定受付事務：2,917件
指定更新受付事務：1,572件
変更届等受付事務：30,226件
新規事業者研修：1,163事業者（年12回実施）
指定更新対象事業者研修：1,087事業者（年2回実施）



個票　18

総事業費（単位：千円） 39,080

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）
（小項目）ボランティアセンターとシルバー人材センター等の連携強化事業

事業名 福祉人材総合支援事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都福祉人材対策推進機構に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者の増加に伴う介護需要の増大など、増え続ける都民の福祉ニーズに応えるため、
多様な人材の福祉職場への就業を促進する必要がある。

アウトカム指標：福祉・介護業界への多様な人材の参入

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

福祉施設での補助的な業務を学ぶ研修や、福祉職場で働く際に必要となる基本的な知識
や技術を身に付ける入門的な研修を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

平成28年度：研修参加者600名
平成29年度：研修参加者600名

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：研修修了者173名
平成29年度：研修修了者72名

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
　研修を通して、就業されていない方や高齢者など、多様な人材の福祉職場への就業を促
進することができている。
２　事業の効率性
　研修の参加者募集に当たっては、区市町村や労働局等に協力してもらうことで、効率的
に事業周知が図れている。

その他

平成27年度　0千円
平成28年度　21,450千円
平成29年度　17,630千円

継続 終了 



個票　19

総事業費（単位：千円） 56,919

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 現任介護職員資格取得支援事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都福祉保健財団へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

介護福祉士国家資格取得を支援することにより、現任介護職員のサービスの質の向上を
図る。

アウトカム指標：平成37年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

介護職員の専門性の向上を目指し、介護福祉士国家資格取得を支援することにより、現
任介護職員の育成及びサービスの質の向上を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

平成27年度225人（1事業者あたり10人）
平成28年度225人（1事業者あたり10人）
平成29年度225人（1事業者あたり10人）

アウトプット指標（達成値）

平成27年度1208人（うち合格者784人）
平成28年度673人（うち合格者507人）
平成29年度848人（うち合格者600人）

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
介護職員の介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介護福祉士資格保有者の割
合の向上が図られていると考える。

２　事業の効率性
法人に対し事業の通知を行うことにより、対象事業所に法人を通じてもれなく事業の周知
がされ、効率よく補助金申請がされていると考える。

その他

平成27年度執行額　19,447千円
平成28年度執行額　17,233千円
平成29年度執行額　20,239千円

継続 終了 



個票　20

総事業費（単位：千円） 32,589

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 介護職員スキルアップ研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

介護職員が医療的知識の取得することにより、日常的に行う介護が、より生活で安全なも
のとなり、質の高いサービス提供が可能となる。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

検討会で作成したカリキュラムに沿って、介護事業所に従事する介護職員へ介護に必要
な医療に関する知識の習得を図るための研修会を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

平成27年度　研修受講者　900人
平成28年度　研修受講者　900人
平成29年度　研修受講者　900人

アウトプット指標（達成値）

平成27年度　研修受講者　557人
平成28年度　研修受講者　363人
平成29年度　研修受講者　451人

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
介護職員に医学的知識や高齢者特有の身体的特徴の知識を付与することで、日常的に
行う介護が、より安全で質の高いサービス提供に繋がっていると考える。

２　事業の効率性
受講対象者を研修受講後に事業所内での伝達研修を行える職員としており、受講後に伝
達研修を行うことで、受講者だけでなく事業所全体のスキルアップが図られていると考え
る。

その他

平成27年度執行額　10,863千円
平成28年度執行額　10,863千円
平成29年度執行額　10,863千円

継続 終了 



個票　21

総事業費（単位：千円） 11,541

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）
（小項目）喀痰吸引等研修の実施体制強化事業

事業名
介護職員等によるたんの吸引等のための研修
事業（登録研修機関開設準備経費支援）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、喀痰吸引等のが介護職員の業務として位
置づけられた。都内の介護保険指定事業所等において、法に基づく喀痰吸引等のケアが
適切に実施される体制を構築する。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

喀痰吸引等が必要な者に対して必要な医療的ケアをより安全に提供することができる介
護職員を養成するため、喀痰吸引等研修を実施する登録研修機関の初度経費について
補助を行う。

アウトプット指標（当初の目標値）

平成28年度　１５事業者
平成29年度　１１事業者

アウトプット指標（達成値）

平成28年度　６事業者
平成29年度　３事業者

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
介護職員等が研修を受講することで、喀痰吸引等が実施できる介護職員が増え、介護事
業者が医療的ケアが実施できる体制が整備されていると考える。
２　事業の効率性
登録研修機関の初度経費の補助を行うことで、受講料が抑えられ、介護職員等が受講し
やすくなることで医療的ケアが実施できる人材を効率的増やすことがにできる研修となって
いると考える。

その他

平成27年度　0千円
平成28年度　9,183千円
平成29年度　2,358千円

継続 終了 



個票　22

総事業費（単位：千円） 10,530

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業名 地域包括支援センター職員研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都福祉保健財団へ委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者が地域において安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：初任者を対象に、地域包括支援センターの意義・役割、各専門職の者が
主として行う業務、他の専門職との連携について理解するための研修を実施。また、現任
者を対象に、実務に関するより専門性の高い研修を実施し、スキルアップを図る。

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

地域包括支援センター等に勤務する職員が、地域包括ケアの推進主体として大きな役割
を担う地域包括支援センターの意義、その業務、他の専門職との連携等について理解し、
業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向上を図るため、下記の研修を実施し、もっ
て地域包括支援センターの適切な運営及びさらなる機能強化を目指す。
＜初任者研修＞
地域包括支援センターの職員に勤務する職員（勤務予定者を含む）を対象に、地域包括支
援センターの意義・役割、各専門職の者が主として行う業務、他の専門職との連携につい
て理解するための研修を実施する。
＜現任者研修＞
勤務6ヶ月以上のものを対象に、実務に関するより専門性の高い研修を実施し、スキル
アップを図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

平成27年度　初任者研修：３８９人受講、現任者研修：４０２人受講
平成28年度　初任者研修：３８５人受講、現任者研修：３９８人受講
平成29年度　初任者研修：４１３人受講、現任者研修：４２７人受講

アウトプット指標（達成値）

平成27年度　初任者研修：４００人受講、現任者研修：３８５人受講
平成28年度  初任者研修：３９９人受講、現任者研修：３９５人受講
平成29年度  初任者研修：３９６人受講、現任者研修：３７４人受講

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
地域包括支援センターの職員が研修を受講することで、業務のスキルアップが図られると
ともに、円滑な業務連携の実現へと繋がった。

２　事業の効率性
東京都福祉保健財団へ委託して実施することで、多くの受講者を受け入れることができ、
効率的に研修事業を実施できたと考える。

その他

平成27年度　4,685千円
平成28年度　2,825千円
平成29年度　3,020千円

継続 終了 



個票　23

総事業費（単位：千円） 320,330

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）勤務環境改善支援
（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

事業名 事業者指定・事業者情報提供事業

事業の対象となる区域 都全域（八王子市を除く）

事業の実施主体 東京都（一部東京都福祉保健財団に委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ
事業者指定等の事務を効率的に実施し、事業者支援の取組みの拡充や、介護サービス
の質の向上を図るとともに、介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図る。

事業の期間

平成27年度～平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

１　介護事業者指定事務等
（１）新規指定事業所の指定及び公示
（２）廃止届出事業所の公示
（３）指定更新事業所の審査、更新決定
（４）事業所の事業運営に対する適切な援助
２　介護事業者情報提供
　事業者等管理台帳システムの運用・改修

アウトプット指標（当初の目標値）

介護保険制度において、サービス提供の主体となるサービス提供事業者を指定するととも
に、指定事業者等に関する情報を都民や区市町村等に幅広く提供する。

介護事業者の労働関係法令遵守の徹底を図るため、新規事業者研修（年12回）及び指定
更新対象事業者研修（年２回）において、東京労働局職員による講義を設ける。

アウトプット指標（達成値）

平成27年度
新規事業者研修　年12回実施
指定更新対象事業者研修　年2回実施
平成28年度
新規事業者研修　年12回実施
指定更新対象事業者研修　年2回実施
平成29年度
新規事業者研修　年12回実施
指定更新対象事業者研修　年2回実施

事業の有効性・効率性

介護事業者に係る指定申請受付業務及び届出業務等の一部を東京都福祉保健財団に委
託することにより、事業者指定等の事務を効率的に実施し、事業者支援の取組みの拡充
や、介護サービスの質の向上を図ることができる。

新規事業者研修、指定更新対象事業者研修において、労働関係法令についての講義を
設けることで、介護事業者による労働関係法令遵守を効率的に図ることができる。

その他

平成27年度　106,552千円
平成28年度　105,828千円
平成29年度　107,950千円

継続 終了 



個票　24

総事業費（単位：千円） 23,823

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）基本整備
（中項目）
（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業名
働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事
業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ
福祉・介護業界の慢性的な人手不足及び離職理由として労働環境や勤務体制が挙げられ
ていることから、働きやすい福祉・介護事業所の情報を公表し、福祉業界が職業選択の際
に安心して選択できる業界であることを明らかにする必要がある。

事業の期間

平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

働きやすさの指標となる項目を明示した「ＴＯＫＹＯ働きやすい福祉の職場ガイドライン」を
踏まえた職場づくりに取り組み、「ＴＯＫＹＯ働きやすい福祉の職場宣言」を行う福祉・介護
事業所の情報を「東京都福祉人材情報バンクシステム（ふくむすび）」に登録し、公表する。

アウトプット指標（当初の目標値）

宣言法人数：　１２０法人（３０年１月～公表予定）

アウトプット指標（達成値）

申請法人数：　１１３法人９７９事業所
　　　　　　　　　（平成３０年３月末時点　６６事業所を公表）

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　将来に渡る安定的な介護人材確保のためには、働きやすい職場づくりに取り組む事業
所の情報を見える化し求職時のミスマッチを防ぐとともに、福祉職場の労働環境の底上げ
により人材の定着を図る必要がある。
(2)事業の効率性
　福祉人材情報バンクシステム「ふくむすび」へ情報を公表することにより、福祉の仕事に
興味を持つ層に対して、働きやすい職場づくりに取り組む事業所の情報を伝えている。

その他

継続 終了 



個票　25

総事業費（単位：千円） 3,038

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）労働環境・処遇の改善
（中項目）
（小項目）介護ロボット導入支援事業

事業名
ロボット介護機器・福祉用具活用支援モデル
事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（一部委託）

背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアシステムの構築に向け、介護人材の確保を図る。

事業の期間

平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容（当初計画）

介護ロボット導入支援事業は、ロボット介護機器・福祉用具の適切な使用方法や効果的な
購入方法を検証・普及することにより、介護の身体的負担の軽減、介護の質の向上、高齢
者の自立支援を図り、介護職員の離職率低下、人手不足の解消、高齢者の生活の質の
向上や介護予防を実現する。

アウトプット指標（当初の目標値） 介護ロボットの導入及び活用を支援した施設　５施設

アウトプット指標（達成値） 介護ロボットの導入及び活用を支援した施設　５施設

事業の有効性・効率性
アドバイザーによるロボット介護機器・福祉用具の適切な使い方のコンサルティングによ
り、課題解決を図り、施設従業者の身体的負担の軽減や介護の質の向上、利用者の自立
支援の効果が見られた。

その他

継続 終了 



平成28年度　　東京都計画に関する

　 事後評価

平成30年10月

東京都



東京都全体の計画実施状況

【全体目標】

②地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築するにあたっての基盤づくり

③看護師等医療従事者の確保・育成・定着

【達成状況】

（１）目標の達成状況

・在宅歯科医療にかかる多職種連携のための講演会及び研修の実施回数　2回

・医療圏ごとに就業協力員を配置し、200床未満の病院を巡回訪問　　11施設

（2）見解

（３）目標の継続状況

（４）事業の評価について

①患者の病期、ニーズ、提供体制上の役割の明確化の観点から、一般病床について、役割、体制等に応じた機能分化を推進

　平成29年度においては、病床機能の分化と連携を推進するための施設整備等を引き続き行うとともに、区市町村と地区医
師会等が連携し、地域包括ケアシステムの構築にあたり必要な体制整備や人材育成を実施するなど、安定的な医療体制の
構築を進めることができた。

　平成28年度計画で進めた体制整備について引き続き実施するとともに、複数か年で計画している事業についても目標達成
に向け、適切に遂行する。

　平成28年度計画については、東京都保健医療計画推進協議会や東京都地域医療対策協議会等で評価検討する。

・回復期リハビリテーション病棟等への転換を目的とした施設整備に係る経費補助　9施設

・退院調整加算施設基準を満たし、退院調整を充実させた医療機関　4施設

・在宅療養支援窓口に従事する在宅療養支援員に対する必要な知識、技術等の向上に資する研修受講者数　103名

・地域医療医師奨学金被貸与者の就業　　32名

・退院支援業務に従事する人材の確保・育成のための研修受講者　212名



個票　1

総事業費（単位：千円） 6,613,180

アウトプット指標（当初の目標値）

アウトプット指標（達成値）

事業の有効性・効率性

その他

（１）施設設備整備
　　　医療機関が、医療保険適用の療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包
括ケア病棟の整備を行うことに対する費用の補助を行うことにより、医療機関が積極的に
病床整備を実施するようになり、都における病床機能の分化が進んでいる。
（２）医業経営コンサルティング等の専門家に事業委託
　　　地域医療構想調整会議での議論を踏まえ、構想上必要とされる病床機能への転換
等を推進するに当たり、より適切な制度を構築した。

（１）【施設設備整備】
　　ア　医療保険適用の療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟
の整備
　　イ　地域医療構想に基づく病床の整備
　　〔施設整備〕改築4施設、新築5施設　計777床　〔設備整備〕4施設
（２）転換促進委託等　0病院

（１）施設設備整備
　　ア　医療保険適用の療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟
の整備
　　イ　地域医療構想に基づく病床の整備
　　〔施設整備〕改築4施設、新築31施設　計788床　〔設備整備〕8施設
（２）転換促進委託等　12病院

事業の期間

事業の内容（当初計画）

背景にある医療・介護ニーズ

・患者の病期、ニーズに応じた医療資源の投入、提供体制上の役割の明確化の観点か
ら、一般病床について、果たすべき役割、有する体制等に応じた機能分化が必要である。
・地域医療構想推進事業に基づき、2025年のあるべき医療体制の実現に向けた施策を推
進する必要がある。
・特に東京都では、回復期機能が著しく不足しており、構想上必要とされる病床の機能分
化を進めるためには、回復期機能を整備促進する必要がある。

アウトカム指標：地域医療構想に基づく平成37年の必要病床数
　　　　　（高度急性期：15,888床、急性期：42,275床、回復期：34,628床、慢性期：20,973床）
（参考※）平成27年度病床機能報告に基づく申告件数
　　　　　（高度急性期：43,427床、急性期：48,327床、回復期：8,577床、慢性期：23,075床）
　　※　地域医療構想の必要病床数は、医療需用（患者数）の推計値を元に算出しており、病床機能報告は、各病院の病棟ごとの自己申告に基づくため、あくまで参考値として掲載している。

　　平成28年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　／

（１）施設設備整備
①施設整備
ア　療養病床及び回復期リハビリテーション病棟の整備を行うために必要な改修、改築及
び新築等に要する工事費又は工事請負費に対する補助
イ　地域医療構想に基づく病床の整備を行うために必要な改修、改築及び新築等に要す
る工事費又は工事請負費に対する補助

②設備整備
ア　療養病床、回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟の整備を行うために
必要な設備整備費に対する補助
イ　地域医療構想に基づく病床の整備を行うために必要な設備整備費に対する補助

（２）転換促進委託等
地域医療構想に関し、不足している病床機能へ転換を検討している病院に対し、収支シュ
ミレーション等を行い、転換の支援等を実施

事業名

事業の区分 Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

都全域

（1）都内病院及び診療所
（2）東京都（一部事業については、民間のコンサルティング会社等の専門家に委託し、病
院へ派遣）

地域医療構想推進事業

事業の対象となる区域

事業の実施主体

継続 終了 



個票　2

総事業費（単位：千円） 190,080

事業の期間
　平成28年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　／

事業名 在宅療養移行支援事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
200床未満の東京都指定二次救急医療機関であって、平成28年３月31日時点において基
本診療料の施設基準等（平成26年厚生労働省告示第58号）に規定する退院調整加算の
施設基準を満たしていないもの）

背景にある医療・介護ニーズ

・病院が一体となって、患者やその家族に対し、入院早期から退院支援に取り組む体制を
整備する必要がある。
・救急医療機関に搬送された患者が、急性期を脱した後、円滑に退院することを促進し、
救急患者の受入れに支障を及ぼす、いわゆる「出口の問題」の解消を図る。

アウトカム指標：　退院支援（調整）加算1のレセプト件数8,880回（平成29年度病床機能報
告）→増加
退院支援（調整）加算２のレセプト件数4,874回（平成29年度病床機能報告）→増加

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　医療機関において、退院支援を行う看護師又は社会福祉士を配置することにより、地域
の救急医療機関における円滑な退院を促進することができた。
（2）事業の効率性
　別の事業での連絡会等を活用して積極的に事業周知を行うことによって、効率的な事業
推進を図った。

その他

事業の内容（当初計画）
地域の救急医療機関における退院支援の取組を支援し、入院患者を円滑に在宅療養へ
移行するとともに、在宅療養患者の病状変化時の受け入れ体制を充実するため、退院調
整を行う看護師等の新たな配置に必要な経費の一部を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値） 補助実施施設数　５３施設

アウトプット指標（達成値）
補助実施施設数　４施設（平成２８年度）
補助実施施設数　９施設（平成２９年度）

継続 終了 



個票　3

総事業費（単位：千円） 16,173

事業の期間

　平成28年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　／

事業名 在宅療養支援員養成事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

地域の在宅患者等が、入院医療機関から在宅療養への円滑な移行や安定した在宅療養
生活の継続ができるような在宅療養環境の整備が必要。

アウトカム指標
　在宅療養支援窓口設置区市町村数32区市町村（平成27年度末時点）→全区市町村

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　東京都看護協会に委託し、在宅ケアや医療機関における退院支援等に携わっている有
識者が検討した医療・福祉・介護等の幅広い分野に関する研修カリキュラムを活用し、区
市町村在宅療養支援窓口担当者のさらなるレベルアップを図ることができたと考える。

（２）事業の効率性
　前年度までに本研修を受講し、その後在宅療養支援業務に携わっている人を対象とした
フォローアップ研修を開催し、担当者のより一層の能力向上や情報交換を通じたネット
ワーク強化を図ることができたと考える。

その他

事業の内容（当初計画）
各区市町村において、在宅療養支援窓口に従事する在宅療養支援員に対して、必要な知
識、技術等の向上に資する研修を委託して実施する。

アウトプット指標（当初の目標値） 研修受講者　１００名（定員３０名程度、年３回実施）

アウトプット指標（達成値）
研修受講者　５４名（平成２８年度）
研修受講者　４９名（平成２９年度）

継続 終了 



個票　4

総事業費（単位：千円） 6,950,941

事業の期間
平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№1（介護分）】
東京都介護施設等整備事業

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設及び
地域密着型サービス等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス
提供体制の整備を促進する。
　特別養護老人ホームや介護老人保健施設の整備については、東京都の中でも地域によ
る施設の偏在が課題となっており、入所等を希望する高齢者が住み慣れた地域で施設に
入所等ができるよう、東京都全体の整備率の向上を図る。
　地域密着型サービスの整備に当たっては、都内では整備に適した土地の確保が困難で
あること、小規模な事業所であるため、スケールメリットが働かず採算性が確保しにくいこ
となどから、整備が進みにくい状況にあり、地域密着型サービスの種類に応じた様々な支
援を行い、整備を促進する。

アウトカム指標：
〈参考〉第6期東京都高齢者保健福祉計画に掲げる施設整備目標
・特別養護老人ホーム　　　　　43,181床　→　60,000床（平成37年度まで）
・介護老人保健施設　　　　　　20,631床　→　30,000床（平成37年度まで）
・認知症高齢者グループホーム　 9,896床　→　20,000床（平成37年度まで）
※現状は、平成28年3月1日時点。

事業の内容（当初計画）（平成28年度）

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　 188床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 159床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　20施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　 26施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　 4施設
・認知症高齢者グループホーム　 　 38施設
・看護小規模多機能型居宅介護　 　 12施設

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　1186床
・介護老人保健施設　　　　　　　　 80床
・地域密着型特別養護老人ホーム　　 153床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 225床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　26施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　 　240床
・認知症高齢者グループホーム　　　 848床
・看護小規模多機能型居宅介護　　 　 89床

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　　2施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　6施設
・認知症高齢者グループホーム　　　3施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。
・介護療養型医療施設等の転換整備支援 100床

継続 終了 



事業の内容（当初計画）（平成29年度）

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
・地域密着型特別養護老人ホーム　   192床
・養護老人ホーム　　　　　　　　　 1施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　  81床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　14施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　  25施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　 3施設
・認知症高齢者グループホーム　 　 32施設
・看護小規模多機能型居宅介護　 　 15施設
・介護予防拠点　　　　　　　　　　 6施設
・地域包括支援センター　　　　　　 1施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 2施設

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 824床
・地域密着型特別養護老人ホーム　　 203床
・介護老人保健施設　　　　　　　　 108床
・都市型軽費老人ホーム　　　　　　 176床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　18施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　 　235床
・認知症高齢者グループホーム　　　 815床
・看護小規模多機能型居宅介護　　 　135床
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　　　　　　 9施設
・介護老人保健施設　　　　　　　　 1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　 2施設
・認知症高齢者グループホーム　　　 2施設
・施設内保育施設　　　　　　　　　 1施設
・定期巡回随時対応型訪問介護事業所 1施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。
・既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業　40床
・既存の特養多床室のプラシバシー保護のための改修支援　 100床
・介護療養型医療施設等の転換整備支援 180床

アウトプット指標（当初の目標値）

上記事業内容の施設に対し、整備費補助、定期借地権設定等のための補助を行う。



アウトプット指標（達成値）（平成28年度）

各事業の補助実績について以下の通り。

①地域密着型サービス施設等の整備費助成
・地域密着型特別養護老人ホーム　　3施設（66床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　1施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　16施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　1施設
・認知症高齢者グループホーム　　　15施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　5施設
・介護予防拠点　2施設
・定期巡回・随時対応サービス事業所　2か所
・地域包括支援センター　1か所

②介護施設等の開設・設置準備経費の助成
・特別養護老人ホーム　　　　　　　22施設（1920床）
・介護老人保健施設　　　　　　　　3施設（315床）
・都市型軽費老人ホーム　　　　　11施設（205床）
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　7施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　16施設（118床）
・認知症高齢者グループホーム　　　20施設（378床）
・看護小規模多機能型居宅介護　　　5施設（41床）
・地域密着型特養　　　　　　 2施設（37床）

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　5施設
・地域密着型特養　3施設
・認知症高齢者グループホーム　3施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　3施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　1施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　1施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の助成
実績なし

アウトプット指標（達成値）（平成29年度）

各事業の補助実績について以下の通り。

①地域密着型サービス施設等の整備費助成
・地域密着型特別養護老人ホーム　　52床
・都市型軽費老人ホーム　　45床
・認知症高齢者グループホーム　　　7施設
・小規模多機能型居宅介護事業所　　7施設
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　1施設
・看護小規模多機能型居宅介護　　　4施設
・認知症対応型通所介護　　　　　　1施設
・介護予防拠点　2施設
・地域包括支援センター　1か所

②介護施設等の開設・設置準備経費の助成
・特別養護老人ホーム　　　　　　　767床
・介護老人保健施設　　　　　　　　 225床
・ケアハウス　　　　36床
・地域密着型特養　　　　　　 　　　　39床
・小規模な介護老人保健施設　　　13床
・認知症高齢者グループホーム　　　255床
・小規模多機能型居宅介護事業所　63床
・看護小規模多機能型居宅介護　　　23床
・定期巡回随時対応型訪問介護看護　3施設
・都市型軽費老人ホーム　　　　　50床

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して支援を行う。
・特別養護老人ホーム　　7施設

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の助成
・特別養護老人ホームプライバシー保護のための改修　　23床



事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　②③などの整備促進策により 、特養、老健、認知症ＧＨそれぞれについて以下のとおり
整備実績があがった。
　・特養：2,160床
　・老健：231床
　・認知症ＧＨ：382床
（２）事業の効率性
　調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一定の共通認識のもとで施設整
備を行い、調達の効率化が図られた。

その他

平成28年度：3,930,153千円
平成29年度：3,020,788千円（29年度合計執行額：6,725,193千円。残り3,704,405千円は27
年度造成分より執行）



個票　5

総事業費（単位：千円）4,730（千円）事業名 退院支援人材育成事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

医療社会事業等実績調査（平成２５年度）によると、２００床以上の病院では医療社会事業
従事者をほぼ１００％配置しているものの、１００床未満の病院の約５割は医療社会事業従
事者を配置していないという現状がある。そのような中、高齢社会を迎えている東京都で
は、退院後住み慣れた地域で安心して暮らすため、病院医療から生活支援を含めた在宅
療養への転換がより強く求められている。地域と連携し、一人ひとりの状態に合わせた支
援を行うためには、医療社会事業従事者の配置や当該業務に従事する職員の資質の向
上が必要である。

アウトカム指標：医療社会事業従事者数７１２名（平成２６年度医療施設調査）→増加

事業の期間
平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
当事業は、病院の管理・監督者や退院支援業務に従事する人材に対し、地域との関係構
築の一助として、また更なる連携強化の契機として、退院支援育成研修を位置づけてい
た。
当研修修了者に対して、受講後数ヶ月経過後修了者アンケートを実施したところ、２５名の
有効回答数の中で、２０名が本研修を受講後退院支援部門を設置、または設置を検討し
ていると回答しており、地域との関係構築、連携強化を促す事業として一定の効果があっ
た。
（２）事業の効率性
同様の内容の研修を年２回設けることにより、病院の管理・監督者や退院支援業務に従事
する人材も参加しやすい事業となっており、効率的なスケジュールで行われていると考えら
れる。（受講決定人数における修了者の割合：９０．１％）

その他

アンケート内の意見として、「退院支援専門部署が設置されていなく、近い将来に設置され
ることを前提に研修を受けるので勉強し情報を収集していきたい。」との意見がみられた。
また、申込みの時点で退院支援調整部門は設置しているものの、設置してからの日が浅く
研修の受講によって必要な知識を身に付けたいといった問い合わせもあり、院内の退院調
整事業の質の向上を促しているといえる。

背景にある医療・介護ニーズ

事業の内容

退院調整部門を設置していない病院で、退院支援・退院調整に従事している又は従事す
る予定の職員（職種不問）を対象に、入院患者・家族の意向を踏まえた上、円滑な退院支
援が行えるよう、退院支援・退院調整に必要な知識及び技術に関する研修を実施し、退院
支援業務に従事する人材の確保・育成を行う。

アウトプット指標（当初の目標値）

研修の受講に当たっては、１病院につき管理・監督者と受講者がそれぞれ参加するものと
する。
１回あたり５０名程度、４日間（１日６時間程度）の研修会を、年２回実施。
なお、初日は管理・監督者悉皆研修である為、受講者と合わせて２００名程度が受講する。

アウトプット指標（達成値）

【平成２８年度】
１１５名（うち管理・監督者５０名、第１回３３名、第２回３２名）が修了
全４日間（１日６時間程度）の研修会を年２回実施

【平成２９年度】
９７名（うち管理・監督者４１名、第１回２７名、第２回２９名）が修了。
全４日間（１日６時間程度）の研修会を年２回実施。

継続 終了 



個票　6

総事業費（単位：千円） 4,737

事業の期間
平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 在宅歯科医療推進支援体制の整備

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都歯科医師会に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後、増加が見込まれる在宅療養患者等に対して、適切な在宅歯科医療が提供できるよ
う、地域における多職種連携の取組を推進していく必要がある。

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所744所→増加

事業の内容

在宅歯科医療にかかる多職種連携のノウハウや意義を歯科医療従事者や多職種に伝え
るとともに、患者・家族や療養生活を支える人材に対し歯科介入の意義を普及啓発する。
１　連携マニュアル・チェックシートを活用した普及啓発事業の実施
２　在宅歯科医療講演会等の実施

アウトプット指標（当初の目標値）
在宅歯科医療講演会の実施　１回／年度
在宅歯科医療におけるコーディネート研修会　１回／年度

アウトプット指標（達成値）
在宅歯科医療講演会の実施　１回／年度
在宅歯科医療におけるコーディネート研修会　１回／年度

事業の有効性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所744所→838所

（１）事業の有効性
　在宅歯科医療講演会やコーディネート研修会を開催し、在宅医療において求められる歯
科の役割や介護保険制度の状況、また、歯科支援における多職種連携の先駆事例を啓
発にすることにより、歯科医療機関が在宅歯科医療に取り組みやすい環境整備を行うこと
ができた。
（２）事業の効率性
　地域で在宅歯科医療に関わる歯科医師や歯科衛生士が一堂に会し情報共有することに
より、地域を超えて様々な取組を効率的に伝達することができた。

その他

継続 終了 



個票　7

総事業費（単位：千円） 2,914

事業の有効性・効率性
　本事業の実施により、奨学金被貸与者に対するキャリア形成支援のプログラムが充実
し、都の地域医療を担う人材の将来的な有効活用に向けて検討が進んだ。

その他

事業の内容（当初計画）
東京都地域医療対策協議会が策定した方針に基づき、都内医療機関の実態調査、医療
機関における医師確保支援、へき地医療等に従事する医師のキャリア形成支援、医師確
保対策に関する情報発信など、都の特性を踏まえた医師確保対策を推進する。

アウトプット指標（当初の目標値） 東京都地域医療医師奨学金被貸与者のうち就業者数　34名

アウトプット指標（達成値） 東京都地域医療医師奨学金被貸与者のうち就業者数　32名

事業の期間
　平成28年4月1日から平成30年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　／

事業名 東京都地域医療支援センター事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

へき地を含む都内の医師の地域・診療科偏在解消に取り組むコントロールタワーの確立

アウトカム指標：全国平均を下回る多摩・島しょ地域を中心とした人口10万対医師数増（全
国233.6人、区部354.9人、多摩196.9人、島しょ112.7人　平成26年度医師・歯科医師・薬剤
師調査より）

継続 終了 



個票　8

総事業費（単位：千円） 62,856

（1）事業の有効性：各病院における勤務環境改善や研修体制構築に向けた取組を支援す
ることにより、看護職が離職せず、就業を継続できる仕組みを構築することができる。
（2）事業の効率性：医療圏ごとに地域に密着した就業協力員を配置し、各病院の取組を計
画的に支援することで、効率的に課題を解決することができる。

医療圏ごとに地域に密着した就業協力員を配置し、200床未満の病院を巡回訪問し、勤務
環境改善や研修体制構築に向けた施設の取組に対する助言・指導等を行う。

巡回対象病院数：５０

事業の有効性・効率性

その他

事業の内容（当初計画）

アウトプット指標（当初の目標値）

アウトプット指標（達成値） 巡回対象病院数：１１

事業名
看護職員定着促進のための巡回訪問事業（看
護職員確保に向けた取組支援）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）

事業の期間
平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

背景にある医療・介護ニーズ

200床未満の中小規模病院の方が、大規模病院に比べて看護職の離職率が高いことがわ
かっており、中小病院の看護職の確保・定着のための支援策が必要である。

アウトカム指標：看護職員離職率（2015年病院看護実態調査（日本看護協会調査による））
14.2％→低下

継続 終了 



個票　9

総事業費（単位：千円） 16,019

事業の期間
平成28年4月1日から平成29年4月1日まで

　　　　　　　　　　　　／

事業名 訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 訪問看護ステーション

背景にある医療・介護ニーズ

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な医療・介護サービスが供給できる
よう在
宅療養にかかるサービス提供体制の強化が必要。

アウトカム指標：訪問看護ステーションの従事者数　常勤換算3,620人（平成26年度看護師等業
務従事者届）→増加

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
事務職員を配置することで、看護職員の事務負担が軽減され、看護職が専門業務に注力
できる環境の整備につながった。

（２）事業の効率性
事業説明会を実施するとともに、機会をとらえ積極的に事業の周知を図った。

その他

事業の内容（当初計画）

訪問看護ステーションの労働環境の改善を図るため、訪問看護ステーションが事務職員を
雇用
し、看護職員の事務負担を軽減することで、看護職員が専門業務に注力することができる
環境を
整備する場合に、新たな事務職員の雇用に係る経費を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値）

事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数　35か所

アウトプット指標（達成値）

事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数　20か所
→専門業務に注力できる環境の整備

継続 終了 



個票　10

総事業費（単位：千円） 8,585

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№2（介護分）】
将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（次世代の介護人材確保事業）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

不足する介護人材の将来に向けたすそ野拡大を妨げる、世間一般の介護職に対する一
面的なマイナスイメージを払拭する必要がある

アウトカム指標：事業の対象となる世代（中高生）が将来的に職業の選択肢の一つとして
福祉業界を選択すること。

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　将来に渡る安定的な介護人材確保のためには、次世代への普及啓発が不可欠である。
(2)事業の効率性
　教育部門等と連携し、校長会等を通じて事業周知することで、参加者の増を図っている。

その他

平成28年度：6,652千円
平成29年度：1,933千円（29年度合計執行額：7,142千円。残り5,209千円は27年度造成分よ
り執行）

事業の内容（当初計画）

　介護現場の職員等が中学・高校を訪問し、福祉の仕事とその魅力について語るセミナー
や、希望する生徒を対象とした職場体験を実施する。また、高校の進路担当教諭等に、福
祉・介護業界の就職情報などを提供するセミナーを開催する。

アウトプット指標（当初の目標値）
・学校への訪問セミナーを年３０回を実施し、累計８００名以上の受講を目指す。
・職場体験を年３０回を実施し、各回２～３名程度の参加を目指す。
・進路指導教諭向けのセミナーを、年２回を実施し、各回５０名以上の参加を目指す。

アウトプット指標（達成値）

平成28年度
・なんでもセミナー：62回実施（2,415名参加）
・おしごと体験：32名参加
・進路担当者向けセミナー　2回開催
平成29年度
・なんでもセミナー：11回実施（418名参加）
・おしごと体験：38名参加
・進路担当者向けセミナー　1回開催

継続 終了 



個票　11

総事業費（単位：千円） 29,994

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№3（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）（総合
的広報）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

不足する介護人材の確保を妨げる一因である、世間一般の介護職に対する一面的なマイ
ナスイメージを払拭するとともに、福祉人材確保の取組をより広く伝える必要がある

アウトカム指標：イベント等への参加者数を増加させ、福祉業界への新規求職者数を増加
させる

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　人材センターの各事業について広く周知し利用者の増加を図るとともに、介護に対する
マイナスイメージを払しょくすることにより、介護業界への求職者数及び就職者数の増加に
つなげていく。
(2)事業の効率性
　対象者ごとに広報手段を選択し組み合わせることにより、より効果的な周知を図った。

その他

平成28年度：13,413千円
平成29年度：16,581千円

事業の内容（当初計画）
　求職者及び都民を対象に、福祉人材センターの事業を総合的・一体的に広報するため、
様々な広報手段を駆使して事業周知を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
就職フォーラム、合同採用試験等の大規模なイベントや人材センターで実施している各セ
ミナー等への参加者数の増加を目指す。

アウトプット指標（達成値）

平成28年度
福祉の仕事就職フォーラム（来場者数　５８１名）、合同採用試験（年２回実施・計１４４名受
験）
平成29年度
福祉の仕事就職フォーラム（来場者数　６０３名）、合同採用試験（年２回実施・計１３０名受
験）

継続 終了 



個票　12

総事業費（単位：千円） 69,527

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№4（介護分）】
　福祉の仕事イメージアップキャンペーン事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」
（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（企画提案方式により選定された事業者に委託の上実施）

背景にある医療・介護ニーズ

不足する介護人材の将来に向けたすそ野拡大を妨げる、世間一般の介護職に対する一
面的なマイナスイメージ

アウトカム指標： 介護への未就労者の介護職・介護業界に対するネガティブイメージ「将来
に不安がある仕事である」（５７．２％）、「自分の仕事ぶりが正しく評価されるとは思わな
い」（５２．９％）、「職場の雰囲気がよいとは思わない」（６４．７％）（平成25年度　日本介護
福祉士会調べ）

事業の有効性・効率性

　１　事業の有効性
　広く都民を対象とした普及啓発の取組により、福祉・介護の仕事を職業選択の一つとして
位置づけることで、深刻化する福祉人材の確保につなげることができる。
　２　事業の効率性
　集客数の多い大規模なイベントを実施することで、より広範な範囲へのＰＲができた

その他

平成28年度：34,794千円
平成29年度：34,733千円

事業の内容（当初計画）

福祉の仕事に対するマイナスイメージが社会に広がり、都においては福祉・介護人材確保
の困難が継続する中、広く都民に対し、「福祉の仕事の魅力、やりがい」をアピールするこ
とにより、福祉・介護人材の確保を図るとともに、福祉・介護従事者の社会的評価の向上を
図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
イベント参加者及びイベントに関連する普及啓発活動に接した者の、介護職・介護業界に
対するイメージの変化・改善率（アンケート等により計測）
福祉の仕事に関するイメージアップイベント1,500 名以上の来場

アウトプット指標（達成値）

平成28年度
イベント来場者のうち、約８割が福祉・介護に対するイメージが変わった、と回答（来場者ア
ンケートより）。
イメージアップイベントの実施状況（来場者数：１，２００名）
平成29年度
イベント来場者のうち、約５割が福祉・介護に対するイメージが変わった、と回答。イメージ
が変わった人のうち、９割以上が良いイメージへ変化した、と回答（来場者アンケートよ
り）。
イメージアップイベントの実施状況（来場者数：１，５００名）

継続 終了 



個票　13

総事業費（単位：千円） 29,768

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№5（介護分）】
介護人材確保対策事業（職場体験）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
介護業務を経験したことない者が介護業務を経験することで、ネガティブなイメージを払拭
でき、福祉・介護人材の安定的な参入促進を図るための入り口になっている。
　
２　事業の効率性
　都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに初任者
研修資格取得支援事業とともに事業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に
参入できるよう支援している。

その他

平成28年度：13,262千円
平成29年度：16,506千円

事業の内容（当初計画）

介護業務を経験したことのない者に、個々の要望を踏まえた体験職場の案内を行うこと
で、介護業務のネガティブなイメージを払拭するとともに、早期離職による介護人材流出を
防止することにより、福祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 体験者数1,600人

アウトプット指標（達成値）
平成28年度：体験者数867人
平成29年度：体験者数814人

継続 終了 



個票　14

総事業費（単位：千円） 165,519

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№6（介護分）】
介護人材確保対策事業（初任者研修資格取得
支援）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
　無料で介護職員初任者研修を開講し、資格取得を支援することで介護業界を就職先の
選択の一つとしてもらうことで、介護分野への人材確保が図られていると考える。
２　事業の効率性
　都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに職場体
験とともに事業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に参入できるよう支援し
ている。

その他

平成28年度：85,561千円
平成29年度：79,958千円

事業の内容（当初計画）

（１）職場体験事業を利用した学生等に対して、無料の介護職員初任者研修を開講して就
職先の選択肢を拡大させるとともに、介護業界への就労を希望する者に対して資格取得を
支援することにより、介護分野の人材確保と定着を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

受講者数800人

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：受講者数595人
平成29年度：受講者数517人

継続 終了 



個票　15

総事業費（単位：千円） 729,286

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№7（介護分）】
介護人材確保対策事業（トライアル雇用）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（福祉人材センター（東京都社会福祉協議会）へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
　介護施設等での雇用確保と資格取得を合わせて行うことで、対象者である離職者等が
介護分野へ誘導でき、即戦力の確保を図ることができると考える。
２　事業の効率性
　都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに職場体
験とともに事業を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に参入できるよう支援し
ている。
（２）都内の福祉介護人材の相談、あっせん、紹介等行う東京都福祉人材センターに事業
を委託することで、事業利用者が介護業界へ円滑に参入できるよう支援している。

その他

平成28年度：365,264千円
平成29年度：364,022千円

事業の内容（当初計画）

介護業務への就労を希望する無資格の者を対象として、介護施設等での雇用確保と資格
取得支援を合わせて行い、介護分野への人材誘導と即戦力の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

雇用者数400人

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：雇用者数228名
平成29年度：雇用者数222名

継続 終了 



個票　16

総事業費（単位：千円） 34,713

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№8（介護分）】
将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（人材定着・離職防止に向けた相談支援）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

　介護職員の勤続年数が一般職員（全産業平均）に比して大幅に短く、かつ他産業に比し
て離職率が高いことをうけ、慢性化する介護人材不足に歯止めをかけるため、従事者の離
職を防止する取組が求められている。

アウトカム指標：　介護職員の離職率の減

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　専門の相談員や臨床心理士等の専門職が従事者の不安を的確に把握・解消すること
で、離職率の減を図る。
(2)事業の効率性
　相談内容を統計的に集約し、メンタルヘルス講習会等で活用することで、働き続けやす
い職場づくりを推進する。

その他

平成28年度：24,196千円
平成29年度：10,517千円（29年度合計執行額：27,407千円。残り16,890千円は27年度造成
分より執行）

事業の内容（当初計画）
 福祉・介護従事者を対象とした広域的な相談窓口を設置し電話や面談で相談を受けると
ともに、メンタルヘルス講習会を開催し心身の不調を事前に予防する。

アウトプット指標（当初の目標値）
相談支援事業による相談件数について、年間1,200件の利用実績を想定。及びメンタルヘ
ルス講習会を年２回実施。

アウトプット指標（達成値）
平成28年度：１，７７６件（仕事相談　６９９件、健康相談　１，０７７件）
平成29年度：１，００８件（仕事相談　２７６件、健康相談　７３２件）

継続 終了 



個票　17

総事業費（単位：千円） 20,692

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№9（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（福祉の仕事就職フォーラム）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

福祉・介護関係は他産業に比べて人材確保が困難な状況であり、特に都では他産業との
人材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者数の増

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　大規模な合同就職説明会を開催し、多くの来場数を呼び込むことで、多様な人材の参入
を促進する。
（２）事業の効率性
　一度に複数の求人事業者の説明を直接聞く機会を設けることで、就職及び人材確保に
つなげ、求職者・事業者双方のニーズに応える。

その他

平成28年度：8,612千円
平成29年度：12,080千円

事業の内容（当初計画）
大規模説明会を開催し、福祉業界のイメージアップを図り、福祉系のみならず、経営系等
他学部の学生も確保し、業界の未来を担う人材を確保する。また、福祉の仕事の内容と魅
力を伝える。

アウトプット指標（当初の目標値） 年２回実施し、累計１，０００名以上の参加を目指す。

アウトプット指標（達成値）
平成28年度：５８１名（７月、２月に実施）
平成29年度：６０３名（７月、１０月に実施）

継続 終了 



個票　18

総事業費（単位：千円） 27,334

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№10（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（福祉人材確保ネットワーク事業）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

福祉・介護関係は他産業に比べて人材確保が困難な状況であり、特に都では他産業との
人材確保競争も厳しく、他県に比して困難な状況である。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　小規模法人がネットワークを組むことでスケールメリットを活かして、人材確保・育成・定
着を図る。
（２）事業の効率性
　一度に複数の求人事業者の説明を直接聞く機会を設けることで、就職及び人材確保に
つなげ、求職者・事業者双方のニーズに応える。

その他

平成28年度：12,807千円
平成29年度：14,527千円

事業の内容（当初計画）
　給与や待遇面で一定の基準をクリアした優良法人がネットワークを組み、合同採用試
験、採用時合同研修、人事交流を実施し、人材確保・定着を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 「合同採用試験」について、年２回実施し、計２００名以上の受験を目指す

アウトプット指標（達成値）
平成28年度：１４４名受験（６月、１２月に実施）
平成29年度：１３０名受験（６月、１０月に実施）

継続 終了 



個票　19

総事業費（単位：千円） 19,163

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№11（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（地域密着面接会）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

パートタイム勤務等を中心に、身近な地域での求人・求職のニーズが多い。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　地域をあらかじめ絞った相談会を実施することで、短時間勤務を希望する子育て中の主
婦や中高年者等を含めた幅広い層の求職者を開拓する。
(2)事業の効率性
　区市町村やハローワークと連携を図り、ノウハウを共有することで、人材確保対策を強化
していく。

その他

平成28年度：9,165千円
平成29年度：9,998千円

事業の内容（当初計画） 区市町村やハローワークと連携し、地域密着型の合同就職面接会を開催する。

アウトプット指標（当初の目標値） 未実施地区の新規開拓（３地区程度）及び、年間３０回程度の面接会開催を目指す。

アウトプット指標（達成値）
平成28年度：２１地区で２７回開催
平成29年度：２２地区で２９回開催

継続 終了 



個票　20

総事業費（単位：千円） 78,382

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№12（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（マッチング強化策）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）参入促進
（中項目）地域のマッチング機能強化
（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

福祉・介護分野は他産業に比して人材確保が困難な状況にある。今後さらに都内の福祉・
介護人材の育成確保を進めるため、事業者側・求職者側双方へアプローチする機会を拡
大し、採用活動や職場環境づくり、就職活動に関する能力の向上をそれぞれ支援する必
要がある。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　求職者にとって身近な場所で相談できる機会を作ることで、人材センターの利用者の増
につなげていく。また、法人自身の採用活動力を高めるサポートすることで、人材の確保を
図る
(2)事業の効率性
　ハローワークとの連携を強化し、有益な情報やノウハウを共有することにより、介護業界
への就職者の増加を図る。

その他

平成28年度：40,159千円
平成29年度：38,223千円

事業の内容（当初計画）
　福祉人材センターの相談員がハローワーク等に出向き、求職者の相談に応じ就職を支
援するとともに、事業者の求人開拓を行う。また、福祉・介護事業者の採用担当者向けセミ
ナーを開催し、効果的な職員募集のノウハウなどを提供する。

アウトプット指標（当初の目標値）
・他社協・学校等での出張相談について、１２か所以上での実施を目指す。
・「採用活動支援研修会」について、５回以上開催し、各回５０名以上の参加を目指

アウトプット指標（達成値）

・平成28年度
出張相談：１３か所で実施（ＨＷ８か所、他社協１か所、大学４校）、法人向け研修：５回実
施（４６６名受講）
・平成29年度
出張相談：１１か所で実施（ＨＷ６か所、他社協１か所、大学４校）、法人向け研修：５回実
施（３５１名受講）

継続 終了 



個票　21

総事業費（単位：千円） 54,622

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№13（介護分）】
将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業
（事業所に対する各種育成支援）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

慢性的な人材不足、離職率の高さに対し、研修実施を支援することにより、職員の知識や
技術を向上させ、様々な現場に対応できる人材を育成する一助とする。

アウトカム指標：人材育成が難しい小・中規模の事業に対し、事業所単位で一同に受講で
きる研修を提供することにより、各事業者のサービスの底上げにつながるとともに、人材の
定着につなげることができる。

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　自力で研修を実施することが困難な小・中規模の事業所に出前研修及び研修開催支援
を行うことで、業界全体のスキルアップに資する。
（２）事業の効率性
　様々な研修プログラムを、必要とする事業所に集中的に提供し、かつ自力での研修開催
を可能とする技術的支援を行うことで、業界全体の資質向上を図ることができた。

その他

平成28年度：26,039千円
平成29年度：28,583千円

事業の内容（当初計画）

・研修企画・講師確保等が困難な小・中規模の事業所からの要請に応じて登録した講師を
派遣し、研修実施を支援する。
・研修支援アドバイザーが研修実施や研修体系構築に向けた事業所からの相談に応じ助
言等を行う。

アウトプット指標（当初の目標値）
事業所に対する各種研修支援　　登録講師派遣：350回
相談支援業務

アウトプット指標（達成値）

・平成28年度
事業所に対する各種研修支援　　登録講師派遣：360回　延べ受講者数：6,931名
相談支援回数：78件
・平成29年度
事業所に対する各種研修支援　　登録講師派遣：414回　延べ受講者数：8,287名
相談支援回数：65件

継続 終了 



個票　22

総事業費（単位：千円） 129,928

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№14（介護分）】
介護職員等によるたんの吸引等のための研修
事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、喀痰吸引等のが介護職員の業務として位
置づけられた。都内の介護保険指定事業所等において、法に基づく喀痰吸引等のケアが
適切に実施される体制を構築する。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　介護職員等が研修を受講することで、喀痰吸引等が実施できる介護職員が増え、介護
事業者が医療的ケアが実施できる体制が整備されていると考える。
（２）事業の効率性
　対象者を現任の介護職員とし、申込みは介護事業所からとすることで、医療的ケアが実
施できる体制の整備が効率的にできる研修となっていると考える。

その他

平成28年度：120,927千円
平成29年度：9,001千円（29年度合計執行額：128,212千円。残り119,211千円は27年度造成
分より執行）

事業の内容（当初計画）

都内の介護保険事業所等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアが提供できるよ
う、たんの吸引等ができる介護職員等を養成する研修を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

不特定多数の者対象研修：480名、特定の者対象研修：2,400組

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：不特定多数の者対象研修：549名、特定の者対象研修：1,899組
平成29年度：不特定多数の者対象研修：　36名、特定の者対象研修：　139組

継続 終了 



個票　23

総事業費（単位：千円） 79,250

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№15（介護分）】
介護支援専門員研修事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その３）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

①介護支援専門員実務研修・介護支援専門員更新研修・介護支援専門員再研修
　公益財団法人東京都福祉保健財団
②介護支援専門員現任研修（専門研修Ⅰ）
　公益財団法人総合健康推進財団
③介護支援専門員現任研修（専門研修Ⅱ）
　特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会
④介護支援専門員現任研修（実務従事者基礎研修）（Ｈ27年度で終了）
　特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会
⑤主任介護支援専門員研修
　東京都（委託先：特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会）
⑥主任介護支援専門員更新研修
　東京都（委託先：特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会）

背景にある医療・介護ニーズ

介護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を徹底し、専
門職としての専門性を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメント
の実現に資する。

アウトカム指標：介護支援専門員登録者数　54,497人(H28.4.1現在）⇒ 56,247人
（H29.3.31）（1,750人増）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　介護支援専門員が研修を受講することで、利用者の自立支援に資する適切なケアマネ
ジメントの実現が図られていると考える。
（２）事業の効率性
　受講者の実務経験等で受講する研修が異なるため、介護支援専門員の資質に合わせ
研修の実施ができたと考える。

その他

平成28年度：62,924千円
平成29年度：16,326千円

事業の内容（当初計画）

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識及び技能を有する介護支
援専門員を養成するとともに、更なる質の向上を図る研修を実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

研修受講予定人数
　介護支援専門員実務研修　　　５７５人（平成２８年度）、２，３１７人（平成２９年度）
　介護支援専門員専門研修　２，４５３人（平成２８年度）、２，６４８人（平成２９年度）
　介護支援専門員更新研修　１，５７５人（平成２８年度）、２，３０７人（平成２９年度）
　介護支援専門員再研修　　　　　４７１人（平成２８年度）、５６０人（平成２９年度）
　主任介護支援専門員研修　　　 ２７０人（平成２８年度）、２７０人（平成２９年度）
　主任介護支援専門員更新研修 ５７１人（平成２８年度）、７９０人（平成２９年度）

アウトプット指標（達成値）

　介護支援専門員実務研修 　　　　　５９４人（平成２８年度）、２，０５１人（平成２９年度）
　介護支援専門員専門研修　　　 ２，４６６人（平成２８年度）、２，６０１人（平成２９年度）
　介護支援専門員更新研修　　　　　 ９７９人（平成２８年度）、１，４３１人（平成２９年度）
　介護支援専門員再研修　　　　　　　５５３人（平成２８年度）、４３２人（平成２９年度）
　主任介護支援専門員研修　　　　　 ２６０人（平成２８年度）、２２２人（平成２９年度）
　主任介護支援専門員更新研修　　 ４６１人（平成２８年度）、６６８人（平成２９年度）

継続 終了 



個票　24

総事業費（単位：千円） 67,159

事業の期間
平成28年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№16（介護分）】
代替職員の確保による現任介護職員等の研修
支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）研修代替要員の確保支援
（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（人材派遣会社へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
するため、介護職員のキャリアアップを促進し、介護人材の定着を図る必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
小規模な介護事業所等は、人員体制等の理由から、職員に外部の研修等を受講させるの
が困難な状況にあるが、本事業により、外部の研修等に参加しやすい環境の整備を支援
することで、介護職員のキャリアアップを促進するとともに、介護人材の定着が図られると
考える。
（２）事業の効率性
人材派遣会社へ委託して実施することで、効率的に代替職員を派遣することができたと考
える。

その他

事業の内容（当初計画）

都内の介護事業所等が、介護職員に資質向上を図るための研修を受講させる場合、都受
託人材派遣会社から代替職員を当該事業所へ派遣する。

アウトプット指標（当初の目標値）

都内の介護事業所等へ代替職員を年間で100人派遣することにより、介護職員の研修受
講を支援する。

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：50名

継続 終了 



個票　25

総事業費（単位：千円） 24,637

事業の期間
平成28年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№17（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（民間就職支援アドバイザー）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）潜在有資格者の再就業促進
（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

介護関係は他職種と比して人材確保が困難な業種であり、特に都では他産業との人材獲
得競争も激しい状況である。こうした中、資格を有しながら介護等の業務に従事していな
い、いわゆる潜在的介護福祉士は平成２４年度に全国で約５０万人と推計されており、潜
在的有資格者の再就職支援への取組が求められている。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　民間のキャリアカウンセリングのスキルを生かしたきめ細やかな支援により、潜在的有資
格者を確実に就職に結びつけていく。
(2)事業の効率性
　即戦力として期待される有資格者の就労を促進する。

その他

事業の内容（当初計画）
　キャリアカウンセリングのスキルを持つ民間就職支援アドバイザーが、求職者一人ひとり
の個別支援計画を作成し継続的に支援するとともに、履歴書の書き方など細やかな指導
を行うことで、潜在的有資格者の円滑な就労を支援する。

アウトプット指標（当初の目標値） 就職者数について、年間８００名以上を目指す。

アウトプット指標（達成値） 平成28年度：就職者数　３１３名

継続 終了 



個票　26

総事業費（単位：千円） 4,274

事業の期間
平成28年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№18（介護分）】
福祉人材センターの運営（事業運営費）
（介護人材再就職支援研修）

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）潜在有資格者の再就業促進
（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都社会福祉協議会東京都福祉人材センターへ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

介護関係は他職種と比して人材確保が困難な業種であり、特に都では他産業との人材獲
得競争も激しい状況である。こうした中、資格を有しながら介護等の業務に従事していな
い、いわゆる潜在的介護福祉士は平成２４年度に全国で約５０万人と推計されており、潜
在的有資格者の再就職支援への取組が求められている。

アウトカム指標：　福祉・介護業界への就職者の増

事業の有効性・効率性

(1)事業の有効性
　再就職を希望する潜在的有資格者等に研修の機会を提供し、就労を促進する。
(2)事業の効率性
　即戦力として期待される有資格者の就労を促進する。

その他

事業の内容（当初計画）
　ヘルパー及び介護福祉士の資格を有しながら、現在就業していない者に対し、最新の介
護技術や介護保険制度の動向等の知識を付与することで、再就職に向けての不安感を払
拭し、就職を促進する。

アウトプット指標（当初の目標値）
・区部開催分について、１１回実施し、累計２００名以上の参加を目指す。
・市部開催分について、４回実施し、累計８０名以上の参加を目指す

アウトプット指標（達成値） 平成28年度：全日程受講者数　８０名（区部１１回、市部４回開催）

継続 終了 



個票　27

総事業費（単位：千円） 5,868

事業の期間
平成28年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№19（介護分）】
潜在的介護職員活用推進事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）潜在有資格者の再就業促進
（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（人材派遣会社へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

年間で100人の潜在的有資格者の雇用促進を図る。

その他

事業の内容（当初計画）

紹介予定派遣を通じて、潜在的有資格者を対象とした新たな採用ルートを開拓し、潜在的
有資格者の雇用の促進と介護人材の安定的な確保を図る。都内介護事業所での就労を
希望する潜在的有資格者の、就業に要する経費（派遣前研修及び紹介予定派遣期間中
にかかる経費等）を補助する。
※本事業の潜在的有資格者は、訪問介護員の要件を満たす資格（例：初任者研修修了
者、実務者研修修了者、介護福祉士等）を有する者である

アウトプット指標（当初の目標値）

１００名

アウトプット指標（達成値）

平成28年度：3名

継続 終了 



個票　28

総事業費（単位：千円） 80,480

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№20（介護分）】
認知症疾患医療センター運営事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

東京都（以下の都内12か所の認知症疾患医療センターに委託して実施）
①順天堂医院、②荏原病院、③松沢病院、④浴風会病院、⑤東京都健康長寿医療セン
ター、⑥大内病院、⑦順天堂東京江東高齢者医療センター、⑧青梅成木台病院、⑨平川
病院、⑩立川病院、⑪杏林大学医学部付属病院、⑫山田病院

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人が住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らしく暮らし続けることができるよ
う、認知症の人とその家族の地域生活を支える医療体制が必要。

アウトカム指標：かかりつけ医、病院勤務の医療従事者（看護師等）、地域包括支援セン
ターの職員等、地域の医療従事者等の認知症対応力向上が図られている。

事業の有効性・効率性

1有効性
かかりつけ医や看護師等に認知症対応力向上研修を実施することで、認知症人に対して
発症初期から状況に応じた適切な対応等が可能となり、地域における認知症の人の支援
体制の構築に繋がる人材育成を実施できた。
2効率性
各研修を地域拠点型認知症疾患医療センターに委託して実施することで、多くの研修機会
を設け、受講者にとって受けやすい場所での開催が可能となり、効率的に受講促進を図る
ことができた。

その他

平成28年度：60,684千円
平成29年度：19,796千円（29年度合計執行額：50,509千円。残り30,713千円は27年度造成
分より執行）

事業の内容（当初計画）

都では、平成24年度に12か所の認知症疾患医療センターを指定して、センターの基本的
機能の一つに人材育成機関としての役割を位置付け、各センターにおいて、地域のかかり
つけ医、病院勤務の医療従事者(看護師等）、地域包括支援センターの職員等を対象とし
た研修を実施してきた。
　平成27年度から現行の12か所のセンターを「地域拠点型認知症疾患医療センター」に移
行し、二次保健医療圏における人材育成の拠点として、各種研修を実施することにより、
地域の認知症対応力向上を図っている。

アウトプット指標（当初の目標値）

以下の研修を実施する。
・かかりつけ医認知症対応力向上研修　80名×12センター＝960名
・地域の病院勤務者向け研修　100名×12センター＝1,200名

アウトプット指標（達成値）

12センターにおいて、以下の研修を実施した。
・かかりつけ医認知症対応力向上研修　508名（平成28年度）、257名（平成29年度）
・地域の病院勤務者向け研修（看護師認知症対応力向上研修Ⅰ）　1,434名（平成28年
度）、537名（平成29年度）

継続 終了 



個票　29

総事業費（単位：千円） 29,366

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№21（介護分）】
認知症介護研修事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体

東京都（以下の団体に委託して実施）
・社会福祉法人東京都社会福祉協議会
(認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症対応型サービス事業開
設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作
成担当者研修、認知症介護基礎研修)
・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター
(認知症介護指導者養成研修、認知症介護指導者フォローアップ研修)

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人への介護に当たっては、認知症のことをよく理解し、本人主体の介護を行うこ
とで、できる限り認知症の進行を緩徐化させ、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を予防できるような
形でサービスを提供することが求められている。

アウトカム指標：上記のような良質な介護を担うことができる人材を質・量ともに確保できている。

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
　様々な介護職を対象に認知症ケアに関する研修を実施することで、認知症の人に対して
より適切なサービスを提供できるようになるとともに、地域における認知症ケアの質の向上
に資する人材の育成を行うことができた。
２　事業の効率性
　各研修を委託により実施したことで、研修の質を保ちつつ研修回数を増加することがで
き、研修事業を効率的に実施できたと考える。

その他
平成28年度：7,827千円
平成29年度：21,539千円

事業の内容（当初計画）

　高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症高齢者の介護に関する
研修を実施することにより、認知症介護の技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を
養成し、もって認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

以下の研修を実施する。
①認知症介護実践者研修　1,600名（80名×20回）
②認知症介護実践リーダー研修　300名（50名×6回）
③認知症対応型サービス事業開設者研修　70名（35名×2回）
④認知症対応型サービス事業管理者研修　420名（70名×6回）
⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　80名（20名×4回）
⑥認知症介護基礎研修　1,600名（80名×20回）
⑦認知症介護指導者養成研修　30名
⑧認知症介護指導者フォローアップ研修　3名

アウトプット指標（達成値）

以下の研修を実施した。
①認知症介護実践者研修　1,376名（20回）（平成28年度）、1,342名（20回）（平成29年度）
②認知症介護実践リーダー研修　157名（6回）（平成28年度）、127名（6回）（平成29年度）
③認知症対応型サービス事業開設者研修　25名（2回）（平成28年度）、15名（2回）（平成29
年度）
④認知症対応型サービス事業管理者研修　296名（6回）（平成28年度）、310名（6回）（平成
29年度）
⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　73名（4回）（平成28年度）、91名（4
回）（平成29年度）
⑥認知症介護基礎研修　1,483名（20回）（平成28年度）、1,477名（20回）（平成29年度）
⑦認知症介護指導者養成研修　11名（平成28年度）、16（平成29年度）
⑧認知症介護指導者フォローアップ研修　1名（平成28年度）、1名（平成29年度）

継続 終了 



個票　30

総事業費（単位：千円） 45,218

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№22（介護分）】
認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地
域支援推進員研修

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体
東京都（以下の団体に委託して実施）
・国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（認知症初期集中支援チーム員研修）
・社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センター（認知症地域支援推進員研修）

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：
平成３０年度までにすべての区市町村が認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支
援推進員を配置している。

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　本人主体の医療・介護等を基本に据えて医療・介護等が有機的に連携し、認知症の容
態の変化に応じて適時・適切に切れ目なく提供されることで、認知症の人が住み慣れた地
域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるようにするための人材育成が行われ
た。
（２）事業の効率性
　各研修を委託して実施することにより、効率的に受講促進を図ることができた。

その他

平成28年度：24,670千円
平成29年度：20,548千円

事業の内容（当初計画）

平成３０年度までにすべての区市町村に配置される認知症初期集中支援チーム員及び認
知症地域支援推進員が、その役割を担うための知識・技能を習得するための研修の受講
促進を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

以下の研修の受講促進を図る。
・認知症初期集中支援チーム員研修：１８０名
・認知症地域支援推進員研修：２００名

アウトプット指標（達成値）

以下の研修の受講促進を図った。
・認知症初期集中支援チーム員研修：３４６名（平成２８年度）、３３７名（平成２９年度）
・認知症地域支援推進員研修：２８５名（平成２８年度）、１８６名（平成２９年度）

継続 終了 



個票　31

総事業費（単位：千円） 18,016

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№23（介護分）】
歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向
上研修事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都が関係団体等と連携して実施。

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：
（受講予定者数）
・歯科医師認知症対応力向上研修：200名
・薬剤師認知症対応力向上研修：1,500名
・看護師認知症対応力向上研修：600名

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　歯科医師、薬剤師、看護職員の認知症の早期発見や医療における認知症への対応力を
高め、認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供を図るための人材育成を
実施することができた。
（２）事業の効率性
　一部の研修について、関係団体と協力して実施することにより、効率的に受講周知等を
図ることができた。

その他

平成28年度：8,106千円
平成29年度：9,910千円

事業の内容（当初計画）

歯科医師向け、薬剤師向け、看護職員向けに、認知症対応力の向上を図るための研修を
それぞれ年1回程度実施する。

アウトプット指標（当初の目標値）

（受講予定者数）
・歯科医師認知症対応力向上研修：200名
・薬剤師認知症対応力向上研修：1,500名
・看護師認知症対応力向上研修：600名

アウトプット指標（達成値）

（受講者数）
・歯科医師認知症対応力向上研修：141名（うち歯科医師115名）（平成28年度）、182名（う
ち歯科医師139名）（平成29年度）
・薬剤師認知症対応力向上研修：905名（平成28年度）、494名（平成29年度）
・看護職員認知症対応力向上研修
　看護師認知症対応力向上研修Ⅱ：507名（平成28年度）、557名（平成29年度）
　看護師認知症対応力向上研修Ⅲ：113名（平成28年度）、120名（平成29年度）

継続 終了 



個票　32

総事業費（単位：千円） 13,702

事業の期間
平成28年度、平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№24（介護分）】
生活支援コーディネーター養成研修事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現が求められている。

アウトカム指標：地域において高齢者と接する歯科医師、薬剤師及び指導的立場にある看
護職員等の認知症対応力向上が図られている。

事業の有効性・効率性

１　事業の有効性
本事業により、生活支援コーディネーターの役割や機能について共通認識が醸成され、効
果的な取組へとつながった。
２　事業の効率性
地域資源の把握やサービスの創出等に係る効果的な技法を事例と合わせて紹介すること
により、取組の効率化が図られた。

その他

平成28年度：9,898千円
平成29年度：3,804千円

事業の内容（当初計画）

各区市町村の生活支援コーディネーターやその候補者等に対し、生活支援コーディネー
ターの機能・役割やサービスの開発手法、地域の多様な主体との連携の必要性等につい
て理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向上を図るための研修を実施す
る。

アウトプット指標（当初の目標値）
各区市町村が第１層・第２層の生活支援コーディネーターを適切に配置し、効果的な取組
を行え
るような実務研修を実施し、３か年で540名を養成する。

アウトプット指標（達成値）

・平成28年度：186名
・平成29年度：77名

※3年間受講人数（第１層・第２層生活支援コーディネーター等）：544名（27年度178名、28
年度186名、平成29年度180名）

継続 終了 



個票　33

総事業費（単位：千円） 13,291

事業の期間

平成28年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業名
【№25（介護分）】
地域包括支援センター等における介護予防機
能強化推進事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体
東京都
①介護予防情報共有システムの管理・運営：コンサル会社に委託
②介護予防推進広域アドバイザーの設置：学識経験者に委託

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者が地域における安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：各区市町村が、新しい介護予防・日常生活支援総合事業に円滑に移行する。

事業の有効性・効率性

1 有効性
　システムの運用により、各区市町村同士の情報交換、学識経験者(アドバイザー)からのアドバイ
ス等、区市町村の円滑な新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行を支援した。
２ 効率性
　担当者間の情報交換、アドバイザーからのアドバイスを1つのシステム上で行うことで、効率的に
各区市町村の介護予防の推進を支援した。

その他

事業の内容（当初計画）

　平成27年度の介護保険制度改正においては、新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（以下、新しい総合事業）が創設された。全ての区市町村や地域包括支援センターが円滑
に新しい総合事業に移行するため、以下の事業を実施する。

①介護予防情報共有システムの管理・運営
介護予防に関する情報共有システムを立ち上げ、区市町村及び地域包括支援センターか
らの相談に対する助言、好事例の情報提供などを行う。
②介護予防推進広域アドバイザーの設置
介護予防に関する知識・技術を有する専門家を「介護予防推進広域アドバイザー」として
指定し、上記の情報共有システム等においてアドバイザー機能を担い、区市町村及び地
域包括支援センターの効果的な介護予防事業実施を支援する。

アウトプット指標（当初の目標値）
全ての区市町村が情報共有システムに参加し、情報交換やアドバイザー機能を活用す
る。

アウトプット指標（達成値）
全ての区市町村の介護予防等担当者がシステムに参加、書き込みによる区市町村担当
者同士の情報交換や、アドバイザーからのコメント、コラム掲載をはじめとしたアドバイザー
機能を実施した。

継続 終了 



個票　34

総事業費（単位：千円） 1,868

事業の期間
平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名 暮らしの場における看取り支援事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その１）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

住み慣れた暮らしの場における看取りを支援する。

アウトカム指標：医療・介護従事者等の看取り期のケアへの実践力の底上げ・各地域の研
修リーダーの増加

事業の有効性・効率性

1有効性
医療・介護従事者等の育成をとおして地域での看取りを支援することで、住み慣れた地域
でその人らしく暮らし、希望に沿った最期を迎えられる体制づくりに繋がる。
2効率性
受講施設の実践力向上のみならず、各地域の研修リーダーの増加にも取り組むことで、看
取り実施可能な施設の効率的な増加への一助となる。

その他

事業の内容（当初計画）

医療・介護従事者等を対象に、暮らしの場における看取りについて、具体的な事例をもとに
チームで検討するなど、実践的な内容の研修を実施。

アウトプット指標（当初の目標値）

都内12区市町村各6名程度に研修を実施。（平成29年度から平成31年度までの3年間で62
区市町村に実施。）

アウトプット指標（達成値）

実践編研修（施設向け）　11区市町村35名
※実践編研修（在宅向け）については所管変更

継続 終了 



個票　35

総事業費（単位：千円） 6,093

事業の期間
平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名 東京都介護職員キャリアパス導入促進事業

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）キャリアアップ研修の支援
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（その２）

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え、将来を見据えた介護人材を安定して確保
する必要がある。

アウトカム指標：平成３７年度に見込まれる約３万６千人の介護職員の不足の解消

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　・アセッサーの資格を職員に取得させる介護事業者を支援することで、介護職員のキャリ
アパス導入の促進につながる。
（２）事業の効率性
　・申請を介護事業所とすることで、介護職員がキャリアアップを図れる環境の整備が効率
的に進められると考える。

その他

事業の内容（当初計画）

介護キャリア段位制度を活用した介護職員のキャリアパスの導入を実施するために必要
な、アセッサーの資格を職員に取得させる介護事業者を支援する。

アウトプット指標（当初の目標値）

アセッサー講習受講者支援880人

アウトプット指標（達成値）

アセッサー講習受講者支援303人

継続 終了 



個票　36

総事業費（単位：千円） 61,136

事業の期間
平成29年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名 認知症支援推進センター設置事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（東京都健康長寿医療センターに委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の住み慣れた環境で自分らし
く暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

アウトカム指標：認知症ケアに携わり、認知症高齢者等を地域で支える都内全体の医療・
介護専門職等の認知症対応力の向上が図られている。

事業の有効性・効率性

１有効性
都における医療専門職等の認知症対応力向上の支援拠点を設け、認知症ケアに携わる
医療従事者等に対し研修を実施することで、地域における認知症の人の支援体制の構築
に繋がる人材育成を実施できた。

２効率性
各研修を委託して実施することで、効率的に受講促進を図ることができた。

その他

事業の内容（当初計画）

各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取組を支援するとともに、認知症サポート
医フォローアップ研修、認知症疾患医療センター相談員研修、認知症支援コーディネー
ター研修、島しょ地域の訪問研修等を実施することにより、認知症ケアに携わる医療従事
者等の都内全体のレベルアップを図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

以下の研修を実施する。
・認知症サポート医フォローアップ研修　800名（200名×年4回）
・認知症疾患医療センター相談員研修　100名（50名×年2回）
・認知症支援コーディネーター研修　300名（150名×年2回）
・島しょ地域への訪問研修　5町村

アウトプット指標（達成値）

・認知症サポート医フォローアップ研修　652名
・認知症疾患医療センター相談員研修　69名
・認知症支援コーディネーター研修　355名
・島しょ地域への訪問研修　5町村

継続 終了 



個票　37

総事業費（単位：千円） 10,010

事業の期間

平成29年度
　

　　　　　　　　　　　　／

事業名
介護予防における地域リハビリテーション促進
事業

事業の区分

５.介護従事者の確保に関する事業
（大項目）資質の向上
（中項目）介護予防の推進に資するOT,PT,ST指導者育成事業
（小項目）介護予防の推進に資するOT,PT,ST指導者育成事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託して実施）

背景にある医療・介護ニーズ

地域においてリハビリテーションの専門職等を活かした効果的な介護予防を推進し、要支
援高齢者等の心身機能の改善に留まらない、自立支援に資する取組の強化を図る。

アウトカム指標：区市町村における、リハビリテーション専門職等を活用した効果的な介護
予防の取組を推進する。

事業の有効性・効率性

○事業の有効性
　本研修の修了者名簿を区市町村に向け公表し、区市町村における、リハビリテーション専門職等
を活用した効果的な介護予防の取組を推進することができた。

○事業の効率性
 各区市町村に加え、専門職団体からも受講者の推薦を募ったことにより、効率的な人材養成がで
きた。

その他

事業の内容（当初計画）

　リハビリテーションの理念を踏まえて「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバラ
ンスよく働きかける介護予防事業を推進するために、リハビリテーションの専門職等を対象
とした研修を実施。

アウトプット指標（当初の目標値） ３か年で９００名の研修修了者を養成

アウトプット指標（達成値）
○事業3か年(H27～H29)における研修修了者数
　1129名(初任者601名、528名)

継続 終了 



平成29年度　　東京都計画に関する

　 事後評価

平成30年10月

東京都



東京都全体の計画実施状況

【全体目標】

②地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築するにあたっての基盤づくり

③看護師等医療従事者の確保・育成・定着

【達成状況】

（１）目標の達成状況

・勤務環境を改善するため、事務職員を配置した訪問看護ステーション　　33施設

・出産・育児等により一定期間離職した歯科技工士及び歯科衛生士の復職支援等　1,436名

・がん患者等に対応できるようようにするための歯科医師、歯科衛生士向けの周術期口腔ケア研修を実施　279人

・休日・夜間帯に救急搬送患者受入支援員を配置した医療機関数　4施設

・救急勤務医手当を支給する医療機関への補助　　93施設

・高度救命センターで救急告示医療機関等に勤務している医師に対し研修を実施　　53名

・救急告示医療機関等に勤務する医師等に対し小児救急の実践的な研修を実施　237名

・地域でお産を支える産科医等に対する分娩手当の補助　　88施設

・将来の産科医療を担う医師を育成する研修医療機関への補助　　15施設

・新生児担当医手当等を支給する医療機関への補助　　13施設

・小児救命救急センターで小児集中治療を担う医師の養成研修を実施　　2施設

・医療従事者の確保が困難な島しょ町村が開催する看護職員を対象にした現地見学会経費の補助　3市町村

・医師確保困難な多摩・島しょ地域に医師を派遣　　5名

・離職した女性医師等への復職支援や相談窓口を設置　　延48施設

・医療機関が自主的に行う医療従事者の勤務環境改善に資する取組を支援　　8施設

・へき地を含む都内の医療機関へ医師を派遣　30名

・看護師等養成所の運営経費を補助することにより、看護教育の充実を図り、質の高い看護職員を養成　　35課程

・新人看護師に対し臨床実践能力獲得に向けた研修を実施し、質の向上、早期離職防止を図る　　153施設

・看護師セカンドキャリア支援のためのマッチング講習会を実施　31名

・看護基礎教育に必要な研修を3回実施し、実習指導者を育成　　238名

・地域包括ケアシステムの構築に向けた介護施設等の整備などに対する補助　　148施設

・訪問看護ステーションの看護職員が研修等に参加する際及び産休・育休・介休を取得する際の代替職員雇用経費の補助 10,556時間分 

・将来の新生児医療を担う医師を育成する研修医療機関への補助　　5施設

・看護外来開設に向けた研修を4施設で実施することにより、看護職員の資質向上、定着促進を図る　　84名

・院内助産所、助産師外来の体制整備に取り組む2施設で研修を実施　　58名

・離職した看護職が身近な地域で復職支援研修・再就業支援相談等を受けられる就業支援の整備　　31施設

・小児科医師及び病床確保に対する支援により、休日及び全夜間帯における入院医療体制の確保　　52施設79床

①患者の病期、ニーズ、提供体制上の役割の明確化の観点から、一般病床について、役割、体制等に応じた機能分化を推進

・回復期リハビリテーション病棟等への転換を目的とした施設整備に係る経費補助　12施設

・がん患者の治療のための施設及び医療機器等の設備に係る経費の補助　　19施設

・区市町村における医療コーディネート体制の整備等の事業に対する補助　　23事業



・病院内保育所の運営に係る経費のうち、人件費相当分を補助　　121施設　　

・保健師等の専門家の指導・助言により、不安や悩みの解消及び小児初期救急の前段階での安心の確保　　相談89,683件

・福祉の仕事就職フォーラムの実施　　581名来場

・合同採用試験の実施　　2回（144名受験）

・福祉の仕事に関するイメージアップイベントの実施　　1,200名来場

・介護業務に関する職場体験を実施　　867名

・職場体験等を利用した学生等に対し、介護職員初任者研修を実施　　595名受講

・介護業務への就労を希望する無資格者に対し、雇用確保と資格取得支援を実施　228名雇用

・人材定着・離職防止のための相談支援を実施　　1,776件

・「福祉の仕事就職フォーラム」の実施　　581人

・都内の福祉施設がネットワークを組み、合同採用試験を実施　　144名受験

・住み慣れた地域で福祉の仕事をしたい人のための地域面接会の実施　　27回

・福祉人材センター職員の出張相談の実施　　13か所

・介護事業所等に対する各種研修支援の実施　　登録講師派遣360回、相談支援回数78件

・介護職員等によるたんの吸引等の研修　　不特定多数の者対象研修：549名、特定の者対象研修：1,899組

・介護支援専門員実務研修　594名、介護支援専門員専門研修　2,466名、介護支援専門員更新研修　979名

　介護支援専門員再研修　553名、主任介護支援専門員研修　260名、主任介護支援専門員更新研修　461名

・都内介護事業所等への代替職員の派遣　　50名

・民間就職支援アドバイザーによる就労支援の実施　　313名

・潜在的有資格者に対し、最新の介護技術や介護の現場の知識等を付与するための研修の実施　　80名受講

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修の実施　　508名

・看護師の認知症対応力向上研修　 1,434名

・認知症介護実践者研修：1,376名、認知症介護実践リーダー研修：157名、認知症対応型サービス事業開設者研修：25名、

　認知症対応型サービス事業管理者研修：296名、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：73名、

　認知症介護指導者養成研修11名、認知症介護指導者フォローアップ研修：1名、認知症介護基礎研修：1,483名

・認知症初期集中支援チーム員研修：346名、認知症地域支援推進員研修：285名

・各区市町村の生活支援コーディネーターを養成する研修の実施　　359名

（2）見解

（３）目標の継続状況

（４）事業の評価について

　平成29年度計画で進めた体制整備について引き続き実施するとともに、複数か年で計画している事業についても目標達成
に向け、適切に遂行する。

　平成29年度計画については、東京都保健医療計画推進協議会や東京都地域医療対策協議会等で評価検討する。

　平成29年度においては、病床機能の分化と連携を推進するための施設整備等を引き続き行うとともに、区市町村と地区医
師会等が連携し、地域包括ケアシステムの構築にあたり必要な体制整備や人材育成を実施するなど、安定的な医療体制の
構築を進めることができた。



個票　1

総事業費（単位：千円） 8,874,997

事業の有効性・効率性

その他

（事業終了後１年以内のアウトカム指標（平成30年4月1日現在））
本補助金を活用して回復期機能に転換した病床数：1,268床

（１）施設設備整備
　　　医療機関が、医療保険適用の回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟
の整備を行うことに対する費用の補助を行うことにより、医療機関が積極的に病床整備を
実施するようになり、都における病床機能の分化が進んでいる。
（２）開設準備経費支援・開設後人件費支援
　　　医療機関が、医療保険適用の回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟
の整備に際して必要な経費及び開設後に発生する人件費の一部を補助することにより、
医療機関が積極的に病床整備を実施するようになり、都における病床機能の分化が進ん
でいる。

事業の内容

（１）地域医療構想に基づく病床の整備を行うために必要な改修、改築及び新築等に要す
る工事又は工事請負費及び設備整備に対する補助
（２）地域医療構想に関して、不足する病床の開設を行う医療機関に対し、開設前6か月の
準備に係る経費及び開設後1年間の人件費の一部を補助する。
（３）急性期医療機関から回復期医療機関等へ患者を転院させる際、医療機関が所有する
救急車及び患者等搬送事業者を使用した場合、その経費の一部を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値）
（１）補助病院数：16病院
（２）補助病院数：19病院

アウトプット指標（達成値）
（１）補助病院数：12病院
（２）補助病院数：開設準備経費支援14病院，開設後人件費支援18病院

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日

　　　　　　　　　　　／

事業名 地域医療構想推進事業

事業の区分 I　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

地域医療構想に関して不足する病床機能を確保するため、不足する病床の開設を推進す
る必要がある。
また、救急搬送件数が増加する中、救急車の適正利用を促進しつつ、急性期を脱した患
者を円滑に回復期の医療機関に転院させ、病床の機能分化を図る必要がある。

アウトカム指標：　不足病床数に対する平成29年度の整備目標数
　　　　　　　　　　　　回復期機能：760床

継続 終了 



個票　2

総事業費（単位：千円） 736,861事業名 がん診療施設施設設備整備費補助

事業の区分 I 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 都内のがん診療医療機関

背景にある医療・介護ニーズ
高齢化によるがん患者の増加が見込まれる中、地域医療構想に基づく機能分化と連携を
一層推進していくことで、良質かつ適切ながんの集学的治療を提供する体制を確保し、が
ん医療提供体制を確保・充実していく必要がある。

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　　　／

事業の内容
がん診療連携拠点病院、東京都がん診療連携拠点病院、東京都がん診療連携協力病
院、地域がん診療病院及びがん診療を実施する公的医療機関において、がん患者の治療
のための施設及び医療機器等の整備に係る経費について補助を行う

アウトプット指標（当初の目標値） 施設整備実施施設数　19施設(予算規模）

アウトプット指標（達成値） 施設整備実施施設数　19施設(実績規模）

事業の有効性・効率性

（１）有効性
高度ながん医療を提供する施設及びがん診療を実施する医療機関に対し、がん診療に係
る施設整備及び設備整備に要する経費の一部を助成することにより、良質かつ適切なが
ん医療の提供体制の確保・充実を図ることができている。

（２）効率性
高度ながん医療を提供する施設及びがん診療を実施する医療機関（がん診療連携拠点
病院、東京都がん診療連携拠点病院、東京都がん診療連携協力病院、地域がん診療病
院及びがん診療を実施する公的医療機関）に対象を絞ることにより、分散的ではなく、確
実にがん医療の充実を図ることができる効率的な予算執行になっている。

その他

継続 終了 



個票　3

総事業費（単位：千円）3,387（千円）

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 医師勤務環境改善整備費補助

事業の区分 I.地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
病院
（国、独立行政法人、地方独立行政法人、都及び公益財団法人東京都保健医療公社が設
置する病院を除く）

背景にある医療・介護ニーズ

出生年齢が高齢化し、ハイリスク分娩が増加する中、地域医療構想に基づく機能分化と連
携を一層推進していくことで、産科への集中を緩和するとともに、妊産婦のニーズに応じた
安心安全な出産の場の提供ができるよう支援する必要がある。

院内助産所・助産師外来設置医療機関
院内助産所８施設、助産師外来54施設（H29開設調査）→増加

事業の有効性・効率性

その他

機能分化と連携の促進の観点から、産科への集中を緩和するため、妊産婦のニーズに応
じた助産師によるきめ細かな安心安全な出産の場を提供することができるとともに、産科
医の負担軽減にも資することができる。

事業の内容
勤務環境改善施設整備事業及び勤務環境改善設備整備事業
院内助産所・助産師外来の開設等に必要な施設・設備の整備

アウトプット指標（当初の目標値） 事業実施病院：１病院

アウトプット指標（達成値） 事業実施病院：０病院

継続 終了 



個票　4

総事業費（単位：千円） 1,645

事業の有効性・効率性

その他

事業の内容
医学的リハビリテーション施設として必要な機能訓練棟及び診療棟の新築、増改築に要す
る工事費又は工事請負費並びに医療機器の備品購入費の補助

アウトプット指標（当初の目標値）
○29年度補助対象件数（設備整備）　3施設
(1) 日本赤十字社医療センター　(2) 武蔵野赤十字病院　(3) 東京都済生会向島病院

アウトプット指標（達成値）
○29年度補助対象件数（設備整備）　0施設
　※補助予定であった３病院とも、補助申請意向を取り下げたため。

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 医学的リハビリテーション施設設備整備事業

事業の区分 I　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 公的病院

背景にある医療・介護ニーズ

　脳血管疾患などの機能障害を伴う生活習慣病、高齢者疾患の増加から、医学的リハビリ
テーションの必要性が高まっており、都内の医学的リハビリテーション施設の施設整備、設
備整備に要する経費の一部を助成することにより、医学的リハビリテーションを提供する体
制の確保を図る。

アウトカム指標：
地域医療構想に基づく平成37年の必要病床数
（高度急性期：15,888床、急性期：42,275床、回復期：34,628床、慢性期：20,973床）

（参考※）平成29年度病床機能報告に基づく申告件数
（高度急性期：24,318床、急性期：45,454床、回復期：10,166床、慢性期：23,526床）

※地域医療構想の必要病床数は、医療需用（患者数）の推計値を元に算出しており、病床
機能報告は、各病院の病棟ごとの自己申告に基づくため、あくまで参考値として掲載して
いる。

継続 終了 



個票　5

総事業費（単位：千円） 620,000

事業の有効性・効率性

その他
平成30年度より、在宅医療・介護連携推進事業の実施主体である区市町村との役割分担
を整理した上、本事業の再構築を図った。

（１）事業の有効性
　介護事業者や都民等からの様々な在宅医療に関する専門相談への対応や、早期から
の退院支援やかかりつけ医や入院医療機関との情報共有の仕組み作りやルールの検
討・策定を支援してきている。
　これにより、かかりつけ医や入院医療機関、多職種が連携した患者・家族が安心して在
宅療養生活を継続することができる体制の検討・構築が促進された。
（２）事業の効率性
　区市町村が主体となって実施したことで、地域の実情に応じた効率的な執行ができたと
考える。

事業の内容

医療面における支援体制を整備するために、区市町村が実施する以下の取組について支
援

（１）医療コーディネート体制の整備
介護事業者及び都民からの様々な在宅医療に関する専門相談に対応できる体制を整備
し、医療面における相談機能の強化を図る。

（２）退院患者への医療・介護連携支援体制の整備
地域の実情に応じて、地域の医療・介護資源が連携して早期から退院支援を行う仕組み
やルールを検討・策定し、退院患者の在宅療養生活への円滑な移行を実現できる体制を
構築する。

（３）かかりつけ医と入院医療機関の連携促進
地域の入院医療機関が登録医療機関として、日頃からかかりつけ医と情報共有を行い連
携して、患者・家族が安心して在宅療養生活を継続することができる体制を構築する。

（４）小児等在宅医療の推進
関係各部署、関係職種及び関係機関と連携し、地域の実情に応じて小児等在宅医療の提
供体制を整備する。

アウトプット指標（当初の目標値） 事業実施　６２事業

アウトプット指標（達成値） 事業実施　２３事業

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 区市町村在宅療養推進事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 区市町村

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者人口の割合は今後上昇を続け、平成37年（2025年）には、およそ４人に１人が６５歳
以上の高齢者となる。
高齢で医療や介護が必要になっても、できるだけ住み慣れた地域で、安心して療養生活を
送れる体制を実現するため、医療と介護の連携を推進していくことが必要

アウトカム指標：訪問診療を実施する一般診療所数（在宅療養支援診療所を除く）
775所（H26年）→1,028所（H32年）

継続 終了 



個票　6

総事業費（単位：千円） 22,571

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名
訪問看護ステーション代替職員（研修及び産
休等）確保支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 訪問看護ステーション

背景にある医療・介護ニーズ

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な医療・介護サービスが供給できる
よう在宅療養にかかるサービス提供体制の強化が必要。

アウトカム指標：訪問看護ステーション従事者数の増加

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
代替職員の確保支援により、小規模な訪問看護ステーション等における外部研修等への
参加や産休・育休・介休の取得のための環境整備を行うことで、看護職員の資質向上及び
定着につながった。
（２）事業の効率性
事業説明会を実施するとともに、機会をとらえ積極的に事業の周知を図った。

その他

事業の内容（当初計画）

１　研修派遣による代替職員の確保
現に雇用する訪問看護師の資質向上を図るため、当該現任訪問看護師を事業所等が策
定する研修計画に基づく研修等に参加させる場合に必要な代替職員等を確保するために
係る経費を補助する。

２　産休・育休・介休による代替職員の確保
事業所の規程に基づき、現に雇用する訪問看護師の産休・育休・介休の代替職員を確保
するために係る経費を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値） 代替勤務 5,646時間の代替職員雇用経費に対する補助を実施。

アウトプット指標（達成値） 代替勤務 10,556時間15分の代替職員雇用経費に対する補助を実施。

継続 終了 



個票　7

総事業費（単位：千円） 27,240

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 訪問看護ステーション

背景にある医療・介護ニーズ

今後、増加が見込まれる在宅療養者等に対して、適切な医療・介護サービスが供給できる
よう在宅療養にかかるサービス提供体制の強化が必要。

アウトカム指標：訪問看護ステーション従事者数の増加

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
事務職員を配置することで、看護職員の事務負担が軽減され、看護職が専門業務に注力
できる環境の整備につながった。

（２）事業の効率性
事業説明会を実施するとともに、機会をとらえ積極的に事業の周知を図った。

その他

事業の内容（当初計画）
訪問看護ステーションの労働環境の改善を図るため、訪問看護ステーションが事務職員を
雇用し、看護職員の事務負担を軽減することで、看護職員が専門業務に注力することがで
きる環境を整備する場合に、新たな事務職員の雇用に係る経費を補助する。

アウトプット指標（当初の目標値）
事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数57か所（平成28年度新規配置35か所
を含む）
→専門業務に注力できる環境の整備

アウトプット指標（達成値）
事務職員を新たに配置する訪問看護ステーション数　33か所（平成28年度新規配置17か
所を含む）
→専門業務に注力できる環境の整備

継続 終了 継続 終了 



個票　9

総事業費（単位：千円）8,845（千円）

事業の期間

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで
　

　　　　　　　　　　　　／

事業名 歯科医療技術者対策

事業の区分 Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
東京都
（歯科衛生士確保支援は東京都歯科衛生士会、歯科技工士確保支援は東京都歯科技工
士会に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

歯科衛生士や歯科技工士は、若い世代の離職率が高く、また有資格者であるにも関わら
ず潜在的労働力となってしまっている場合も多いと言われている。
そのため、歯科衛生士・歯科技工士確保の推進及び技術・知識の向上を通じた歯科医療
の充実が必要である。

アウトカム指標：歯科衛生士11,675名（平成26年度業務従事者届）→増加
                    歯科技工士2,899名（平成26年度業務従事者届）→増加

事業の有効性・効率性

その他

歯科衛生士会の講習後アンケートによると、再就業支援研修会参加者の約７割が就業し
たと回答しており、一定期間離職していた歯科衛生士の不安を解消し、人員の確保の一助
となっている。

事業の内容

歯科衛生士・歯科技工士のうち、出産・育児等により一定期間離職し、再就職に不安を抱
える者に対し、必要な技術・知識を修得させ、復職を支援する。
また、歯科衛生士・歯科技工士を目指す学生に対し、専門職としての意識づけを行うため
の学習機会を付与し、就業を促進する。

アウトプット指標（当初の目標値）

就業促進・復職支援として、座学研修と実習研修を実施し、専門職としての意識づけ及び
必要な技術・知識の習得を支援する。
アウトプット目標：歯科技工士　　１,０００名（実習含む）
　　　　　　　　　　　歯科衛生士　　　３００名（実習含む）

アウトプット指標（達成値）
歯科技工士：１，０２２名
歯科衛生士：４１４名

継続 終了 



個票　10

総事業費（単位：千円） 6,355

事業の有効性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：不明（３年ごとの調査のため）

（１）事業の有効性
　がん等の周術期の患者の状態に対応できる専門性の高い歯科医師を育成することがで
きた。また、地域で病院と歯科診療所との連携の強化を図ることができ、周術期の患者が
口腔ケアを受ける体制が構築された。
（２）事業の効率性
　地域で在宅歯科医療に関わる歯科医師や歯科衛生士が一堂に会し情報共有することに
より、地域を超えて様々な取組を効率的に伝達することができた。また、歯科医療従事者
だけでなく、地域で周術期に携わる医科も含む関係者が一堂に会し、連絡会を開催するこ
とで、地域における周術期の連携強化に寄与した。

その他

事業の内容

都内の多くの歯科医療機関でがん患者等に対応できるよう、歯科医師、歯科衛生士向け
の研修を実施し人材育成を行うとともに、患者が身近な地域で歯科治療や口腔ケアを受け
ることができるよう、地域の歯科医療機関と病院の間で連携会議や相互に研修を行うな
ど、連携強化を進める。

アウトプット指標（当初の目標値）
研修受講修了者数 1,000人
地域における連携強化事業実施地区 12地区

アウトプット指標（達成値）
研修受講修了者数 279人
地域における連携強化事業実施地区 12地区

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　　／

事業名 周術期口腔ケアにおける医科歯科連携推進事業

事業の区分 Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都歯科医師会に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

がん患者等の治療の苦痛を軽減し、患者のQOLを高めるために、周術期の治療や術後の
患者の状態に対応できる専門性の高い歯科医療従事者の育成やがん診療連携拠点病院
等と地域の歯科医療機関等との連携を推進していく必要がある。

都内のがん患者平均在院日数20.2日→減少(H35年度末)

継続 終了 



個票　11

総事業費（単位：千円） 37,380

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 救急搬送患者受入体制強化モデル事業

事業の区分 Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都指定二次救急医療機関に委託）

背景にある医療・介護ニーズ

　身近な地域で誰もが適切に救急医療を受けられるよう、限られた資源を有効に活用し、
救急搬送患者の増加に対応する救急医療体制の確保を図る必要がある。そのため、救急
医療機関の受入体制の充実のための新たな取組をモデル的に実施し、救急医療機関の
積極的な受入れの促進を図る。

アウトカム指標：救急医療機関における休日夜間帯の応需率の向上
72.3％（平成28年平均）→向上

事業の有効性・効率性

その他

（１）事業の有効性：医師や看護師以外でも対応可能な調整業務等に対応する人材を配置
することで、救急搬送患者の受入体制の強化が図られる。

（２）事業の効率性：医師や看護師以外でも対応可能な調整業務等に対応する人材を配置
することで、効率的な救急搬送患者の受入体制の確保が図られる。

事業の内容
医師や看護師の業務を軽減することにより、患者の受入れを一層促進するため、診療情
報提供書の作成などの業務を補助する人材を配置する。

アウトプット指標（当初の目標値）
モデルとなる東京都指定二次救急医療機関に委託して、休日・夜間帯に救急搬送患者受
入支援員を配置する。
モデル医療機関：4施設

アウトプット指標（達成値） 配置医療機関数：4施設

継続 終了 



個票　12

総事業費（単位：千円） 945,034

事業の期間
平成29年4月1日から平成30年3月31日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 休日・全夜間診療事業（小児）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都（小児二次救急医療機関へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

休日及び夜間帯は医療機関の通常診療時間外のため、小児救患者の搬送先選定が困難
となる。

アウトカム指標：東京都指定二次医療機関（小児科）53施設（平成30年4月1日現在）

事業の内容
都内の小児科を標榜する医療機関の小児科医師等の確保及び病床の確保等に対する支
援を行うことにより、休日及び夜間における入院治療を必要とする小児の救急患者の医療
体制の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 都内小児救急医療機関　52施設79床

アウトプット指標（達成値） 都内小児救急医療機関　52施設79床

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　都内の小児科を標榜する医療機関の小児科医師等の確保及び病床の確保により、休日
及び夜間における入院治療を必要とする小児救急患者の医療体制を確保することができ
た。

（２）事業の効率性
　休日及び夜間に小児の入院に対応できる医療機関を指定し、小児科医師や病床を確保
しておくことで、迅速な救急搬送・救急医療提供を行うことができた。

その他

継続 終了 



個票　13

総事業費（単位：千円） 404,497

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 救急医療機関勤務医師確保事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 救急告示医療機関

背景にある医療・介護ニーズ

平成13年から平成27年における救急患者搬送数を見ると、平成13年の56万7千人から平
成27年には67万3千人となっており、10万6千人増加しているが、一方で、救急患者を受け
入れる救急告示医療機関については、平成13年の384施設から平成28年までには61施設
減少して323施設となっている。
　救急告示医療機関の減少及び救急搬送需要の増加に対応するために、安定的な救急
医療体制の確保が必要である。

アウトカム指標：救急告示医療機関（平成28年12月31日現在）323施設→維持

事業の有効性・効率性

その他

（１）事業の有効性：救急医療を提供する医療機関が支給する救急勤務医手当に対し補助
を実施することで、救急医療を担う医師の処遇改善を図ることができ、救急告示医療機関
の確保に寄与する。

事業の内容

【事業内容】
医療機関が休日及び夜間において救急医療に従事する医師に対し、救急勤務医手当を
支給する場合、補助金を交付する。
【補助対象】
救急告示医療機関、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター
【基準単価】
休日昼間4,523円／回　　　毎日夜間6,220円／回
【補助率】
2／3（独立行政法人、大学法人等は1／3）

アウトプット指標（当初の目標値）
　救急医療を提供する都内の医療機関が、救急勤務医に支給する手当に対して補助を行
う（100施設、10,169人分）。

アウトプット指標（達成値） 救急勤務医に手当を支給した医療機関に対して補助を行った　93施設、8,598人分

継続 終了 



個票　14

総事業費（単位：千円） 13,705

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

事業名 救急専門医等養成事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（公益社団法人東京都医師会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

　平成13年から平成27年における救急患者搬送数を見ると、平成13年の56万7千人から
平成27年には67万3千人となっており、10万6千人増加している。身近な地域で誰もが適切
な救急医療を受けられるよう、救急告示医療機関に勤務する医師の資質の向上が必要で
ある。

アウトカム指標：救急医療の資質の向上
平成28年度までで研修を受講した医師が所属する医療機関数60施設　→増加

事業の内容
　公益財団法人東京都医師会に事業委託し、救急告示医療機関に勤務している医師に対
し、都内の救命救急センター等で救急医療に関する専門的な研修を行う。

アウトプット指標（当初の目標値） 5施設で162名の受講枠を確保

アウトプット指標（達成値） 2施設で53名の受講者

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　救急医療の担い手となる救急告示医療機関等に勤務する医師等に対し、救急医療に関
する専門的な研修を行い、救急医療に従事する医師の資質を向上させることができた。

（２）事業の効率性
　開催回数を増やし、より受講者の確保に取り組むとともに、周知方法の見直しを行ってい
る。

その他



個票　15

総事業費（単位：千円） 31,988

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 救急専門医養成事業（小児）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（公営社団法人東京都医師会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

救急告示医療機関で重症・重篤な小児患者の処置にあたる場面は少なく、医師・看護師
は処置技術等を日頃から訓練する必要がある。

救急医療の資質の向上
研修を受講した医師等が所属する医療機関数（平成29年度末87施設）

事業の内容
救急医療の担い手となる救急告示医療機関等に勤務する医師等に対し、救急医療に関す
る専門的な研修を行うことにより、救急医療全体の向上を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 受講者数の増加（年間240名程度受講）

アウトプット指標（達成値） 年間237名受講

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　救急医療の担い手となる救急告示医療機関等に勤務する医師等に対し、救急医療に関
する専門的な研修を行い、救急医療の質を向上させることができた。

（２）事業の効率性
　一般の救急告示医療機関では、小児の重篤・重症例は少ないが、世界基準のプロトコル
に基づく小児救急の実践的な研修を実施することで、受講生の技術が向上し、小児救急
医療の資質向上が図られた。

その他

継続 終了 



個票　16

総事業費（単位：千円） 181,857

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　／

事業名 産科医等確保支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所が減少していることから、産科医等の勤務環境を
改善し、産科医療機関及び産科医等の確保を図ることにより幅広い患者の受け入れを可
能にする。

アウトカム指標： 手当支給の産科・産婦人科医師数615人（H29）→増加
分娩1,000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師（H26都平均14人）

事業の有効性・効率性

その他

・事業の有効性
産科医等へ支援し、分娩取扱医療機関の体制を整えることで、幅広い患者の受け入れを
可能とする。

事業の内容
実際に分娩を取り行う病院、診療所及び助産所が減少している現状に鑑み、地域でお産
を支える産科医等に対して分娩手当を支給することにより、処遇改善を通じて産科医療機
関及び産科医等の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
手当支給者１，７４３人
手当支給施設：病院３４施設、診療所３１施設、助産所２３施設

アウトプット指標（達成値）
手当支給者１，８２５人
手当支給施設：病院３４施設、診療所３１施設、助産所２３施設

継続 終了 



個票　17

総事業費（単位：千円） 19,161

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　／

事業名 産科医育成支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所が減少していることから、専門性の高い産科医を
配置することで、医療機関での患者受け入れの拡大を図る。

アウトカム指標：手当支給施設の産科・産婦人科医師数249人（H29）→増加
分娩1,000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師（H26都平均14人）

事業の有効性・効率性

その他

・事業の有効性
研修医手当を支給する病院を拡大していくことにより、産科を選択する研修医の処遇改善
が図られる。

事業の内容
臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し、研修医手当等を
支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
手当支給者数８６人
手当支給施設：病院１７施設

アウトプット指標（達成値）
手当支給者数８３人
手当支給施設：病院１５施設

継続 終了 



個票　18

総事業費（単位：千円） 16,174

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　／

事業名 新生児担当医確保支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

ＮＩＣＵ新規入院児数が増加する中、申請時医療担当医の勤務状況を改善することで医師
を確保し、多くの早産児等の受け入れを可能にする。

アウトカム指標：周産期母子医療センター施設等３１施設（Ｈ３０）→増加

事業の有効性・効率性

その他

・事業の有効性
新生児医療担当医を確保し、NICUの体制を整えることで、多くの早産児等の受け入れが
可能となる。

事業の内容
医療機関におけるNICU（診療報酬の対象となるものに限る。）において、新生児医療に従
事する医師に対して、新生児担当医手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にある
新生児医療担当医の処遇改善を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
周産期母子医療センター１３施設
手当支給者数１２２人

アウトプット指標（達成値）
周産期母子医療センター１３施設
手当支給者数１３０人

継続 終了 



個票　19

総事業費（単位：千円） 6,034

事業の期間
平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

　　　　　　　　　　　／

事業名 新生児担当医育成支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

ＮＩＣＵ新規入院児数が増加する中、専門的な研修において小児科を選択した医師に対し
研修医手当等を支給することにより、ハイリスク新生児治療に対応可能な小児科医の増加
を図る。

アウトカム指標：新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）３２９床（平成３０年現在）→維持

事業の有効性・効率性

その他

・事業の有効性
研修医へ支援することにより、将来新生児医療専門医を目指す医師の増加を図り、多くの
患者の受け入れを可能とする。

事業の内容
臨床研修修了後の専門的な研修において小児科を選択し、かつＮＩＣＵ等で新生児医療を
担当する医師に対し、研修医手当等を支給することにより、将来の新生児医療を担う医師
の育成を図るものである。

アウトプット指標（当初の目標値）
周産期母子医療センター５施設
手当支給者数３１人

アウトプット指標（達成値）
周産期母子医療センター５施設
手当支給者数３１人

継続 終了 



個票　20

総事業費（単位：千円） 12,612

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　　／

事業名 小児集中治療室従事者研修

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に係る事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 小児救命救急センター

背景にある医療・介護ニーズ

小児集中治療室で従事する小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を、多くの重
症・重篤な小児患者を治療する小児救命救急センターにおいて養成する必要がある。

アウトカム指標：小児救命救急センター（平成30年4月1日現在）2施設→維持

事業の内容
小児の集中治療に係る専門的な実地研修を実施することにより、小児集中治療室で従事
する小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を養成し、確保する。

アウトプット指標（当初の目標値） 受講者数の増加（2施設で年間30名程度受講）

アウトプット指標（達成値） 2施設で年間17名受講

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　小児の集中治療に係る専門的な実地研修を行うことにより、小児の救命救急医療及び
集中治療を担う医師を育成することができた。

（２）事業の効率性
　一般の救急告示医療機関では、小児の重篤・重症例は少ないが、症例の多い小児救命
救急センターにおいて処置等を実際に経験することにより受講生の技術が向上し、小児救
急医療の資質向上が図られた。

その他

継続 終了 



個票　21

総事業費（単位：千円） 1,730

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 島しょ地域医療従事者確保事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都島しょ部

事業の実施主体
東京都の島しょ町村
（事業周知のための広報活動については東京都）

背景にある医療・介護ニーズ

公立医療機関の他に医療機関がない島が多く、公立医療機関が島の医療において重要な役
割を担っている。島しょ地域の医師の多くは都事業による派遣であり、地域医療充実のために
は看護職員がより長く定着することが求められている。

（アウトカム指標）
○欠員のある公立医療機関：「0施設」　（平成29年4月1日現在　6施設)
○欠員数：「0人」　（平成29年4月1日現在　5.0人）

事業の内容
医療従事者の確保が困難な島しょ町村を支援するため、看護職員を対象にした現地見学会を
開催する島しょ町村に対して、その経費を補助する。また、周知のための広報活動を行う。

アウトプット指標（当初の目標値） ○現地見学会開催町村数　3町村

アウトプット指標（達成値） ○現地見学会開催町村数　3町村

事業の有効性・効率性

（事業終了後１年以内のアウトカム指標（平成30年4月1日現在））
○欠員のある公立医療機関：「3施設」
○欠員数：「6.3人」

（１）事業の有効性
現地見学会には23人が参加し、3人が実際に就職し看護職員の確保が図られた。また、参加者
に実施したアンケートでは9人が「就職したい」と回答しており、将来的な確保の効果も期待でき
る。

（２）事業の効率性
看護職員向けのウェブサイトや専門誌に広告を掲載することで、効率的に事業を周知できた。
また、都の関係施設等にも広告物の設置やホームページへの掲載を依頼し、経費の節減を
図った。

その他

継続 終了 



個票　22

総事業費（単位：千円） 17,249

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 東京都地域医療支援ドクター

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

医師の確保が困難な地域や診療科等に従事する医師を都が確保し、医師不足が深刻な
地域の医療機関に当該医師を派遣することにより、地域の医療提供体制を支援する。

事業の有効性・効率性
医師の確保が困難な地域への医師派遣により、当該地域の医療提供体制を支援すること
ができたと考える。

その他

事業の内容

　地域医療の支援に意欲を持つ医師を「東京都地域医療支援ドクター」として都が採用し、
医師不足が深刻な多摩・島しょの市町村公立病院等に一定期間派遣する。
　派遣期間（支援勤務）以外は、専門医・指導医等へのキャリアパスを実現できるよう、本
人の希望を踏まえて、都立病院等において専門研修を実施する。
　なお、派遣期間中は派遣先の市町村立公立病院等が派遣医師に対して給与と医師派遣
手当を支給するが、医師派遣手当を支給した派遣先町村に対して都が補助金を交付す
る。

アウトプット指標（当初の目標値） 医師の確保が困難な地域への医師派遣５名

アウトプット指標（達成値） 医師の確保が困難な地域への医師派遣５名

継続 終了 



個票　23

総事業費（単位：千円） 207,839

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 医師勤務環境改善事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
病院
（国、独立行政法人、地方独立行政法人、都及び公益財団法人東京都保健医療公社が設
置する病院を除く）

背景にある医療・介護ニーズ

病院における長時間労働、当直、夜勤・交代制勤務等過酷な労働環境により離職を余儀
なくされるケースや女性医師の増加に伴う出産・育児等により離職する又は復職が困難と
なるケースなどにより、病院勤務医の不足が深刻な状況となっている。

医師数（医療施設の従事者）40,769名（平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加（平
成35年度末）（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性

その他

勤務環境改善に向けた病院独自の取組を支援し、さらなる勤務環境改善を促進させ、病
院の提供すべき医療体制に必要な医師の確保を図る。

事業の内容

病院勤務医師の勤務環境を改善し、医師の離職防止と定着を図る。また、女性医師等が
増加傾向にある中、出産や育児といった女性特有のライフイベントなどにより職場を離れ
た医師の復職を支援することで、安全で安心な医療体制に必要な医師を確保する。

１　勤務環境改善及び再就業支援事業
(1) 病院研修及び就労環境改善事業
ア　病院研修事業
イ　就労環境改善事業
（例：短時間正社員制度の導入、出勤希望日制の導入、宿日直の免除、院内での就労環
境改善委員会の設置等）
(2) 相談窓口事業
２　チーム医療推進の取組
(1) 医師の事務作業を補助する職員（医師事務作業補助者）の配置に伴う研修の実施
(2) 助産師及び看護師の活用

アウトプット指標（当初の目標値） 事業実施病院：52病院

アウトプット指標（達成値） 事業実施病院：48病院

継続 終了 



個票　24

総事業費（単位：千円） 12,492

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 医療勤務環境改善支援センター事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
東京都
（医業経営コンサルタントの配置を行う「医業分野アドバイザー事業」については、日本医
業経営コンサルタント協会東京都支部へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

長時間労働、当直、夜勤・交代制勤務等過酷な労働環境による離職がさらなる労働環境
の悪化と離職を招く悪循環となっており、医療の質を低下させ、医療事故・訴訟リスクを高
める要因にもなっている。

医師数（医療施設の従事者）40,769名（平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査）→増加（平
成35年度末）（人数については需給推計に合わせて設定）
看護職員数119,136人（Ｈ26業務従事者届<実数>）→増加(平成35年度末)
（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性

その他

訪問時における調査、ヒアリングによる課題抽出・現状分析や改善計画策定支援、研修講
師派遣等により、勤務環境改善のきっかけを提供し、自院内での改善の取組を促進させ
る。

事業の内容

医療機関が自主的に行う医療従事者の勤務環境改善に資する取組を支援するため、医
療機関からの相談に対し、情報提供や助言等必要な援助を実施する。医業経営アドバイ
ザーと医療労務管理アドバイザーを配置し、医療機関の多様なニーズに対し、専門的な支
援を行う。

【センターの業務内容】
導入支援（訪問支援）、随時相談（電話相談・来所相談）、調査、研修、広報

アウトプット指標（当初の目標値） センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数：７医療機関

アウトプット指標（達成値） センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数：８医療機関

継続 終了 



個票　25

総事業費（単位：千円） 2,908

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 東京都地域医療支援センター事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

へき地を含む都内の医師の地域・診療科偏在解消に取り組むコントロールタワーの確立

アウトカム指標：全国平均を下回る多摩・島しょ地域を中心とした人口10万対医師数増（全
国233.6人、区部354.9人、多摩196.9人、島しょ112.7人　平成26年度医師・歯科医師・薬剤
師調査より）

事業の有効性・効率性
　本事業の実施により、奨学金被貸与者に対するキャリア形成支援のプログラムが充実
し、都の地域医療を担う人材の将来的な有効活用に向けて検討が進んだ。

その他

事業の内容
東京都地域医療対策協議会が策定した方針に基づき、都内医療機関の実態調査、医療
機関における医師確保支援、へき地医療等に従事する医師のキャリア形成支援、医師確
保対策に関する情報発信など、都の特性を踏まえた医師確保対策を推進する。

アウトプット指標（当初の目標値）
医師派遣数：30名
キャリア形成プログラム数（研修等）：6　地域枠卒業生に対する参加医師数の割合：100％

アウトプット指標（達成値）
医師派遣数：30名
キャリア形成プログラム数（研修等）：6　地域枠卒業生に対する参加医師数の割合：100％

継続 終了 



個票　26

総事業費（単位：千円） 3,495

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 院内助産所・助産師外来開設研修事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（医療機関へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

産科・産婦人科を標榜する医療機関の減少、周産期医療を担う医師数の減少、ハイリスク
出産の増加、晩婚化、高齢出産、不妊治療後の妊娠の増加などの背景に対して状況等に
応じて医師や助産師が役割分担を行うことで、医師の負担軽減及びハイリスク妊婦への
専念ができる環境をつくることにより安心・安全な出産ができる場の提供へとつながる。

事業の有効性・効率性

その他

研修受講生が各施設で開設の中心となり、開設施設数増加に向けてというだけでなく研修
期間において受講施設間における情報交換や地域連携という観点でも相互に作用がある
と考える。

事業の内容

院内助産所・助産師外来の開設の促進や、院内助産所等における医療機関管理者及び
助産師の質の向上を図るため、院内助産所を開設しようとする医療機関管理者や、院内
助産所等で助産や妊産婦の相談業務等に従事する医師や助産師等に対する研修を行
う。

アウトプット指標（当初の目標値） ２施設で１８回の研修実施（１１０人の研修受講）

アウトプット指標（達成値） ２施設で１４回の研修実施（５８人の研修受講）

継続 終了 



個票　27

総事業費（単位：千円） 562,853

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護師等養成所運営費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（保健師助産師看護師法による指定を受けた学校・養成所）

背景にある医療・介護ニーズ

保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成を行うために要する経費を補助することによ
り教育内容を充実させ、もって都内における看護師等の充足を図り、都民の生命と安全の
確保に寄与することを目的としている。

看護職員数119,136人（Ｈ26業務従事者届<実数>）→増加(平成35年度末)
（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性
補助金を施設運営に活用することで、看護教育の充実、資質向上及び安定的な看護師の
確保に資する。

その他

事業の内容
看護師等の学校又は養成所に対し、必要な経費を補助することにより教育内容の充実と
都内の看護師等の充足を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 補助対象課程数：44

アウトプット指標（達成値）
補助課程数：35　（補助施設数：32）
交付額：589,680千円

継続 終了 



個票　28

総事業費（単位：千円） 112,104

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 新人看護職員研修体制整備事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
新人看護師研修体制整備事業：病院等
新人看護師研修責任者等研修・新人看護職員多施設合同研修：東京都（東京都看護協会
へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ
病院等において、新人看護職員等が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修を実
施することにより、看護の質の向上及び早期離職防止が求められている。

事業の有効性・効率性

その他

新人看護職員研修体制整備が進むことで、看護の質の向上及び早期離職防止つながる。

事業の内容

○「新人看護職員研修ガイドライン」に基づく新人看護職員研修の実施に必要な経費を補
助
○新人研修プログラムの策定、企画及び運営に対する指導及び助言を行う「研修責任者」
及び、実際に研修を運営し、新人看護職員の評価や実地指導者への助言を行う教育担当
者を養成
○新人看護職員の採用数が少ない病院に対し、多施設合同研修を実施

アウトプット指標（当初の目標値） 新人看護職員研修実施施設数　１４３施設

アウトプット指標（達成値） 新人看護職員研修実施施設数　１５３施設

継続 

継続 終了 



個票　29

総事業費（単位：千円） 9,200

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 セカンドキャリア支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

多くのベテラン職員は看護にやりがいを感じ経験を活かしたいと考えているが、定年退職
後の具体的な考えが定まっていない。これら職員を潜在化させることなく、必要としている
職場につなげることが重要である。

アウトカム指標：看護職等業務従事者届出件数8,228件（Ｈ26看護師等業務従事者届〈60
歳以上〉）→増加（H35年度末）
（人数について需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性
講習会を受講した看護職員が、引き続き看護職として他施設に再就業することで、看護職
員確保を図ることができる。

その他

事業の内容

豊富な経験を有する看護職員が、定年退職後も引き続き看護職として再就業できるよう、
セカンドキャリア支援として、定年まで勤める施設（就業中の施設）とは異なる施設の特徴
や求められる知識、技術等を理解・習得するための講習会を開催する。このことにより、定
年退職者の再就業を支援し、看護職員の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） マッチング講習会受講人数：150名

アウトプット指標（達成値） マッチング講習会受講人数：31名

継続 終了 



個票　30

総事業費（単位：千円） 3,774

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護外来相談開設研修事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（医療機関へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

高齢化・慢性疾患の増加等により、退院後も外来継続治療が必要な患者が増加している
背景から外来患者やその家族の個々のライフスタイルに合わせた生活調整やセルフケア
獲得のための支援が必要となり、そのため、患者の生活に密着したきめ細やかなケアや
療養指導等を行う看護外来相談が求められる。

事業の有効性・効率性

その他

講義研修に関しては、受講対象が医師や事務職等の職種も対象であり、他施設のノウハ
ウを学べるだけでなく、参加施設間での情報交換や課題共有や連携等の機会にもつなが
る。また、他職者が受講することで看護外来に向けてのさらなる理解が深まると考える。

事業の内容

看護外来相談等、看護師の専門性を発揮するために強化すべき看護業務について、看護
師等の
研修の場を確保することによりチーム医療のより一層の推進を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） ４施設で１１回の研修実施（１４９人の研修受講）

アウトプット指標（達成値） ４施設で１１回の研修実施（８４人の研修受講）

継続 

継続 終了 



個票　31

総事業費（単位：千円） 248,868事業名
ナースプラザ運営委託
（看護職員実習指導者研修）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

保健施設養成所、助産師養成所、看護師養成所若しくは准看護師養成所の実習施設で実
習指導者の任にある者又は将来これらの施設の指導者となるような者等が、看護教育に
おける実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効果的な実習指導を行うこと
で、看護職員の資質向上を図る必要がある。

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業の有効性・効率性

事業の有効性：看護師基礎教育における実習の意義や実習指導者としての役割、効果的
な実習指導を行うために必要な知識・技術等を習得させることで、看護師基礎教育におけ
る実習の充実を図ることができる。

事業の効率性：全3回の研修の受講者を対象に、実習指導者に必要な知識・技術等を体
系的に研修することにより、効率的に実習指導者を育成することができる。

その他

事業の内容
厚生労働省健康政策局長通知（平成６年１０月３１日健政発第７８３号）「都道府県保健師
助産師看護師実習指導者講習会の開催について」に基づく実習指導者講習会を実施す
る。

アウトプット指標（当初の目標値） 実習指導者講習会の受講者数：225名

アウトプット指標（達成値） 実習指導者講習会の受講者数：238名

継続 終了 



個票　32

総事業費（単位：千円） 66,395事業名 看護職員地域確保支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都看護協会へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ
高齢化の進行、医療環境の変化による患者ニーズの高まりを受け、将来における看護職
員の不足が見込まれる中、潜在看護師に対しても多様な職場での再就業を促進し、看護
職員の確保を図る必要がある。

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業の有効性・効率性

事業の有効性：　離職した看護職が身近な地域で復職支援研修・再就業支援相談等を受
けられる就業支援の仕組みを整備することで、潜在看護職の就業意欲を喚起し、再就業
の促進を図ることができる。

事業の効率性：地域性を考慮して31病院を指定しているため、離職中の看護職が身近な
地域で研修を受講できる。また、1日間、5日間、7日間の３タイプあり、受講者の都合や
ニーズに合わせて効率的に学習することができる。

その他

事業の内容
地域における看護職員の確保を図るため、離職中の看護職が身近な地域の病院で臨床
実務研修を行うことにより、看護職の再就業を支援する。

アウトプット指標（当初の目標値）
地域就業支援病院数：３１病院
研修受講者数：２３４人

アウトプット指標（達成値）
地域就業支援病院数：３１病院
研修受講者数：２３６人

継続 終了 



個票　33

総事業費（単位：千円） 31,226

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護師等教員養成研修

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（東京都福祉保健財団へ委託）

背景にある医療・介護ニーズ

医療の高度化、都民のニーズの多様化に伴い、対応できる看護職員を養成するため、看
護教員として必要な知識と技術を習得し、看護師等養成所の教員指導能力を強化するこ
とで、看護職員の確保を図る必要がある。

事業の有効性・効率性

その他

（１）有効性
　看護教員の養成に携わる者に対して、必要な知識、技術等を習得させることで、看護教
育の充実を図ることができる。

（２）効率性
　従来の長期研修に加え、短期研修を開始したことで、それぞれのニーズに合わせ受講が
可能となり、より多くの看護教員に必要な知識・技術等を体系的に研修することにより効率
的に教育現場での即戦力となる人材を養成することができる。

事業の内容
看護教育に必要な知識、技術を習得するための研修を実施する。
（看護師学校養成所指定規則の教育内容を踏まえた教育内容・カリキュラムにより実施）

アウトプット指標（当初の目標値） 研修受講者数７５名（長期４５名、短期３０名）

アウトプット指標（達成値） 研修受講者数４８名（長期３７名、短期１１名）

継続 終了 



個票　34

総事業費（単位：千円） 244,336

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護師宿舎施設整備費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体
都内の病院
（看護業務の改善に積極的に取り組み、院内研修等独自に離職防止対策を実施している
病院

背景にある医療・介護ニーズ

看護職員不足を解消するために、離職防止対策の一環として、看護師宿舎の個室整備を
行い、看護職員の離職防止を図っていく必要がある。

看護職員数119,136人（Ｈ26業務従事者届<実数>）→増加(平成35年度末)
（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性 申請意向取下げとなったため、実績なし

その他

事業の内容
看護師宿舎の個室整備に伴う新築増改築及び改修に要する工事費又は工事請負費（バ
ルコニー、廊下、階段等教養部門を含む。）の補助

アウトプット指標（当初の目標値） 整備補助対象施設件数　1施設

アウトプット指標（達成値） 整備補助施設件数　0施設

継続 終了 



個票　35

総事業費（単位：千円） 47,630

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護師勤務環境改善施設整備費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 病院

背景にある医療・介護ニーズ

看護職員不足を解消するために、離職防止対策の一環として、看護職員の勤務環境改善
に係る施設整備を行い、看護職員の離職防止を図っていく必要がある。

看護職員数119,136人（Ｈ26業務従事者届<実数>）→増加(平成35年度末)
（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性 申請意向取下げとなったため、実績なし

その他

事業の内容
看護職員の勤務環境改善に伴う、ナースステーション・処置室・カンファレンスルームの施
設整備に要する経費の補助

アウトプット指標（当初の目標値） 整備補助対象施設数　2施設

アウトプット指標（達成値） 整備補助施設数　0施設

継続 終了 



個票　36

総事業費（単位：千円） 416,324

医療施設

背景にある医療・介護ニーズ

①医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進
②安静の確保に配慮する必要があり、集団保育が困難な児童の保育

アウトカム指標：院内保育施設運営施設　１２１施設

院内保育施設運営施設数　１２１施設

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業の実施主体

事業の内容
都内の病院及び診療所に勤務する職員のための保育室の運営に係る費用のうち、人件
費相当分を補助する。また、運営内容に応じて各種加算を行う。

アウトプット指標（当初の目標値） 院内保育施設運営施設数　１２１施設

アウトプット指標（達成値）

事業名 院内保育施設運営費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　保育室の運営に係る費用のうち、人件費相当分の補助や運営内容に応じた各種加算を
行うことで事業者負担額を削減でき、病院内保育所の開設増加の促進につなげることがで
きた。

（２）事業の効率性
　院内保育施設数が増加したことにより、乳幼児の預け入れ人数が増加したことで、育児
世代の医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進が効率よく推進されたと考える。

その他

継続 終了 



個票　37

総事業費（単位：千円） 10,906

医療施設

背景にある医療・介護ニーズ

育児の必要のある医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進を図るため、院内保
育施設を整備することが必要。

アウトカム指標：医療従事者の離職率の低下、再就業率の向上

院内保育所整備施設数　０施設

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業の実施主体

事業の内容
病院内保育所を新たに開設するために行う新築、増改築及び改修並びに既存の病院内
保育所の新築及び増改築に要する工事費及び工事請負費に対し助成する。

アウトプット指標（当初の目標値） 院内保育所整備施設数　１施設

アウトプット指標（達成値）

事業名 院内保育所整備費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
院内保育所を整備することにより、育児世代の医療従事者の確保、離職防止及び再就業
の促進を図ることが可能となる。

（２）事業の効率性
院内保育所を整備することにより、数十人の乳幼児を預けられることが可能となり、育児世
代の医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進が効率よく推進されることとなる。

その他

継続 終了 



個票　38

総事業費（単位：千円） 67,894

（1）事業の有効性
　　本事業の実施により、相談者の不安や悩みの解消及び小児初期救急の前段階での安
心の確保が実現されている。不必要な医療機関の受診や救急車の出動を抑制すること
で、適切な医療資源の利用を促していると考える。

（2）事業の効率性
　　対応に苦慮した相談事例について、相談員同士で協議する場を設けることで、対応方
針を共有することができ、その後の対応のスムーズ化や相談時間の短縮による相談受理
件数の増加につながったと考える。

その他

背景にある医療・介護ニーズ

救急搬送件数が増加する中、子供の健康に関する不安や悩みの解消と小児初期救急の
前段階での安心を確保することで、真に救急医療を必要とする患者に対し、適切な救急医
療を提供する必要がある。

アウトカム指標：東京都指定二次救急医療機関（小児科）54施設（Ｈ29現在）→維持

事業の内容
看護師や保健師等が専門的な立場から必要な助言や相談を行う小児患者の保護者等向
けの電話相談体制を整備することにより、地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の
機能分化を推進し、都における患者の症状に応じた適切な医療体制の確保を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）
平成29年度予定相談件数　70,000件
（平成28年度68,630件、平成27年度36,544件、平成26年度31,496件）

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

アウトプット指標（達成値）

保健師等の専門職が指導・助言を行うことにより、相談者の不安や悩みの解消及び小児
初期救急の前段階での安心が実現されている。
【平成29年度実績】※()内は平成28年度実績
相談件数 89,683件（68,630件）
対応結果
　助言により相談終了　　　　20,507件（16,88件）
　経過により受診を勧める 　36,305件（25,583件）
　翌日の受診を勧める　　　　11,103件（8,853件）
　すぐに受診を勧める　　　 　14,935件（11,935件）
　119番での対応を勧める        398件（293件）
　その他　　　　　　　　　　　   　6,435件（5,082件）

事業の有効性・効率性

事業の実施主体 東京都（民間企業及び公益社団法人東京都医師会へ委託）

事業名 子供の健康相談室（小児救急相談）

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

継続 終了 


